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～ 福 島 市 民 憲 章 ～ 

 

  わたくしたちは、みどりにつつまれた信夫山と清い流れの阿武隈川を 

  もつ福島市民です。 

  福島市は、地味豊かなしのぶの里に古くから開けた人情の美しい 

  まちです。 

  わたくしたちは、平和で、さらに住みよく希望にみちた町をつくる 

ため、この市民憲章をさだめます。 

 

 

 

 

     １  空も水もきれいな みどりのまちをつくり 

       ましょう。 

 

 

     １  教育と文化を尊び 希望に輝くまちをつくり 

       ましょう。 

 

 

     １  親切で愛情あふれるまちをつくりましょう。 

 

 

     １  きまりを守り、力をあわせて 楽しく働ける 

       まちをつくりましょう。 

 

 

     １  子どもからおとしよりまで安全で健康な 

       まちをつくりましょう。 
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１．位置と地勢       

 

本市は、福島県の北部にあり、東経140度28分26秒、北緯37度45分39秒、海抜65.68m （福

島市役所所在地）に位置し、東西30.2㎞、南北39.1㎞、面積767.72㎢と広大な市域を有している。 

市域は、西は吾妻連峰に連なる奥羽山脈、東は丘陵状の阿武隈山地に囲まれた信達盆地に開けて

おり、市域の中央には、信夫山が位置し、これを取り巻くように市街地が広がっている。 

隣接地域は、北方は宮城県白石市、七ヶ宿町、南方は二本松市、猪苗代町、東方は伊達市、伊達

郡そして西方は山形県米沢市、高畠町等になっている。 

市街地の中央を東北新幹線及び JR 東北本線が南北に縦貫し、また山形新幹線、JR 奥羽本線が本

市を起点として山形・秋田方面へ延びている。更に、本市と宮城県を結ぶ阿武隈急行線が阿武隈川

沿いを走っている。 

道路については、首都圏と東北地方を結ぶ東北自動車道と国道４号の二大動脈が市街地の西部と

東部を縦走し、国道１３号は、本市 

を起点として、秋田方面へとのびて 

いる。さらに、国道114号、115号、 

399 号が市域を走り、主要地方道、 

県道が結びつき、幹線道路網を形成 

している。 

このように本市は、首都圏と 

東北圏、太平洋圏と日本海圏を結ぶ 

交通の結節点として重要な位置を 

占めており、南東北地域における 

中核都市として、一層の発展を 

みるものと期待されている。 

 

 

 

 

 



２．地区別世帯数と人口

総数 男 女

中央 19,336 39,261 18,754 20,507

渡利 7,014 15,133 7,405 7,728

杉妻 5,835 12,561 6,215 6,346

蓬莱 4,764 11,086 5,261 5,825

清水 14,496 35,568 17,412 18,156

東部 4,219 11,384 5,455 5,929

北信 13,497 32,336 15,695 16,641

信陵 5,859 14,584 7,079 7,505

吉井田 4,627 11,487 5,566 5,921

西 2,520 7,483 3,875 3,608

土湯温泉町 258 477 208 269

立子山 436 1,254 610 644

飯坂 8,192 20,824 10,034 10,790

松川 5,873 14,433 7,129 7,304

信夫 9,196 24,173 11,821 12,352

吾妻 9,451 24,052 11,582 12,470

飯野 1,871 5,359 2,648 2,711

合計 117,444 281,455 136,749 144,706

３．世帯数及び人口の推移

総数 男 女

明治４０年 5,582 32,524 16,357 16,167 5.8 3,688
大正９年 6,757 35,762 17,518 18,244 5.3 4,055

14 7,651 41,379 20,211 21,168 5.4 4,691
昭和５年 8,314 45,692 22,186 23,506 5.5 5,180

10 8,842 48,484 23,171 25,313 5.5 5,497
15 9,082 48,287 23,042 25,245 5.3 5,475
22 17,684 86,539 40,989 45,550 4.9 1,223
25 18,659 93,435 45,099 48,336 5.0 1,321
30 24,858 127,259 62,294 64,965 5.1 548
35 30,695 138,961 66,968 71,993 4.5 538
40 41,722 173,678 83,372 90,306 4.2 329
45 58,325 227,451 109,846 117,605 3.9 305
50 68,370 246,531 119,546 126,985 3.6 331
55 77,976 262,837 127,853 134,984 3.4 352
60 82,183 270,762 131,530 139,232 3.3 363

平成２年 89,068 277,528 134,593 142,935 3.1 372
7 97,483 285,754 138,417 147,337 2.9 383
12 104,553 291,121 141,000 150,121 2.8 390
17 108,697 290,867 139,991 150,876 2.7 390
22 113,074 292,590 140,723 151,867 2.6 381

資料 国勢調査（大正９年～平成２２年）
推計人口調査（明治４０年は１２月３１日現在）

（平成２８年４月１日現在）

　　　　 区分
 年

１世帯
当り人員

人口密度
(1k㎡当り)

人　口
世帯数

　　　　 区分
支所名

世帯数
人　口
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Ⅱ 清 掃 事 業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



１．清掃事業の沿革
時期 内容

昭和７年１０月 じん芥収集を実施

昭和３０年７月 岡山簡易焼却設置（１１．２５t／日）

昭和３１年８月 岡山じん芥焼却場建設（２２．５ｔ／日）（現あぶくまクリーンセンター）

昭和３３年３月 飯坂じん芥焼却場本炉建設（７．５ｔ／日）

昭和３７年３月 堀河町衛生処理場建設（９０ｋｌ／日）

昭和４０年８月 吉井田じん芥焼却場建設（４０ｔ／日）（現あらかわクリーンセンター）

昭和４０年１２月 飯坂じん芥焼却場簡易炉建設（１０ｔ／日）

昭和４３～４４年 堀河町衛生処理場改造（１３５ｋｌ／日）

昭和４５年４月 衛生課清掃係より清掃課となる。（清掃課＝庶務係・業務係）

○ごみ箱を廃止し、ポリバケツとし定日収集制度を実施する。

○可燃物、不燃物の分別収集を実施する。

昭和４５～４６年 岡山じん芥焼却場（１８０ｔ／２４ｈ）（現あぶくまクリーンセンター）

管理棟及び車庫建設

蓬莱団地汚水処理場建設（規模１２，５００人）

昭和４７年６月 業務係、岡山車庫に移転

昭和４８年７月 機構改革により民生部清掃課が生活環境部環境整備課と改称され、業務係を二分し、業務第１係、業務第２

係とし、さらに焼却場が清掃工場と改称された。

昭和５２年５月 あらかわ清掃工場竣工（１８０ｔ／２４ｈ）

昭和５３年４月 衛生処理場竣工（２００ｋｌ／日）

機構改革により環境整備課が環境整備センターとなり、環境管理課、業務第一課、業務第二課が新設され

た。衛生処理場の運営は、下水道管理センターに移管された。

昭和５４年３月 あぶくま清掃工場に粗大ごみ破砕機設置（５０ｔ／５ｈ）

あぶくま清掃工場に電気集じん機設置

昭和５５年１１月 金沢埋立処分場施設竣工

昭和５６年３月 すりかみ清掃工場廃止

昭和５６年４月 機構改革により、生活環境部環境整備センターが市民部清掃管理センターと改称され、環境管理課が管理課

に、業務第一課、業務第二課を統一し、業務課と改称された。

昭和５７年３月 中央公共便所を建設

昭和５７年６月 駅前公共便所水洗化工事完成

昭和５７年７月 車いす便所を新設（中央公園公共便所に併設）

昭和５７年８月 粗大ごみの委託収集を実施

昭和５９年１０月 収集地区の拡大等収集計画の見直しを実施

昭和６０年１０月 廃乾電池回収テストを実施

昭和６２年４月 機構改革により、市民部清掃管理センターが市民部清掃管理事務所と改称され、管理課と業務課が、管理課

と業務第一課、業務第二課に改称された。

昭和６２年１０月 焼却残渣等、犬猫死体収集運搬業務を福島市清掃事業協同組合に委託

昭和６３年２月 あぶくま清掃工場（２４０ｔ／２４ｈ）竣工

あぶくま清掃工場、あらかわ清掃工場の名称があぶくまクリーンセンター、あらかわクリーンセンターに改

称された。

平成２年３月 金沢処分場拡幅整備工場竣工

平成２年４月 福島市ごみ問題を考える協議会設置

平成２年６月 ごみ減量化、コンポストモニター制度実施

平成３年４月 健康福祉センター「ヘルシーランド福島」完成

平成３年７月 集団資源回収報奨金交付制度実施

平成３年１０月 事業系一般廃棄物の有料化を実施

平成４年３月 紅葉山公共便所改築（水洗化）

平成４年４月 湯沢公共便所廃止

平成４年６月 コンポスト容器購入助成制度の実施

モデル校（小学校５校、中学校３校）による廃乾電池、牛乳パックの回収開始

平成４年９月 完全週休２日制導入により土曜収集廃止

平成５年４月 文知摺、天王寺公共便所廃止

平成５年６月 福島市廃棄物減量等推進審議会設置

平成６年３月 湯沢公共便所完成

平成６年６月 ごみ回収袋の透明化実施

平成６年１１月 金沢第二埋立処分場竣工

平成７年２月 福島県適正処理困難指定廃棄物対策協議会が結成され、福島市長が会長、管理課が事務担当となる。

平成７年３月 駅東口に市民参加型による公共便所建設

平成７年４月 機構改革により、業務第一課があぶくまクリーンセンター、業務第二課があらかわクリーンセンターに改称

された。
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時期 内容

希望校による（小学校・中学校）による牛乳パックの回収を実施

平成７年６月 金沢第二埋立処分場共用開始・粗大ごみ中間処理場においてフロンガス回収を開始。

平成８年４月 機構改革により、環境部が設置され環境課、清掃管理課、あぶくまクリーンセンター、あらかわクリーンセ

ンターの四課体制となる。

平成８年８月 一般廃棄物処理基本計画策定

指定廃家電品等の適正処理について福島県廃家電品適正処理協力協議会に対し、福島県適正処理困難指定廃

棄物対策協議会として協力要請を行う。

平成８年１０月 ヘルシーランド福島の利用者数１００万人を記録（１０月１０日）

平成９年２月 廃タイヤの適正処理について、福島県タイヤリサイクル連絡協議会に対し、福島県適正処理困難指定廃棄物

対策協議会として協力要請を行う。

平成９年４月 モデル地区（笹谷、松川、渡利、旧市内の一部）による缶類（スチール、アルミ）と紙類（紙パック、新聞

紙・折込チラシ、ダンボール、雑誌・本）の資源物分別収集実施

平成９年６月 資源物分別収集を実施（缶類と紙類）

平成１１年３月 福島市リサイクルプラザ（啓発棟、資源化工場）竣工。４月１日より業務開始

平成１１年４月 機構改革により、清掃管理課に清掃指導係、あらかわクリーンセンターに資源物収集係が設置され、業務係

は庶務係に改称された。

可燃と不燃ごみ収集一部民間委託を導入し、資源物の収集品目（ビンとペットボトル）を追加して、１０品

目６分別とした。またステーションは可燃ステーションに統一した。

平成１１年７月 粗大ごみ再生品（自転車、家具類）の展示・抽選販売開始

平成１３年２月 中央公共便所所管換え（公園緑地課）

平成１３年４月 機構改革により、新あらかわクリーンセンター建設準備室設置

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）施行により、エアコン・テレビ・冷蔵庫・洗濯機の粗大ご

み一部不燃ごみの収集を廃止

平成１３年７月 愛宕山下公共便所水洗化工事完成

平成１４年８月 資源物のビンとペットボトルを分別し、１０品目７分別収集を実施

平成１５年４月 機構改革により、新あらかわクリーンセンター準備室は新あらかわクリーンセンター建設室に改称された。

可燃と不燃ごみ収集を全面民間委託化で祝日収集開始

平成１５年１０月 資源有効利用促進法によってパソコンメーカー等による回収・リサイクルが始まった。これに伴い、パソコ

ンの収集を廃止した。

平成１５年１１月 ヘルシーランド福島の利用者数２００万人を記録（１１月９日）

平成１６年３月 あぶくまクリーンセンター資源化工場竣工。４月１日より業務開始

平成１６年４月 資源物の収集品目に（プラスチック製容器包装とその他の紙製容器包装）を追加して１２品目９分別とし、

祝日収集開始。また、電気冷凍庫が家電リサイクル法の対象品目に加わったのに伴い、収集を廃止した。

平成１６年１０月 自動二輪車メーカーの自主回収リサイクルが始まった。これに伴い、５０ｃｃバイクの収集を廃止した。

平成１７年４月 プラスチック製容器包装の収集回数を月４回へと変更した。

平成１７年１１月 民間企業へ処理業（木くずの破砕）の許可を認めて、リサイクルルートを新たに確立した。

平成１８年４月 ヘルシーランド福島指定管理者制度導入

平成１９年２月 生きびん収集を開始

平成１９年３月 福島市環境基金条例公布（３月２８日）

平成１９年４月 清掃管理課にふれあい訪問収集係を設置

資源物収集の一部民間委託を導入

環境基金を運用し、ごみ集積所設置費及びごみ散乱防止ネット購入費の各助成制度の実施

平成１９年６月 集積所へのごみ出しが困難な高齢者や障がい者世帯を対象に、ごみを戸別収集し併せて安否確認をする

ふれあい訪問収集を開始

平成２０年７月 伊達郡飯野町と合併

平成２０年９月 あらかわ新焼却工場稼動（１１０ｔ／２４ｈ×２）

平成２１年４月 資源物収集の全面民間委託化

民間企業へ処理業（食物廃棄物の堆肥化）の許可を認めて、リサイクルルートを新たに確立した。

液晶テレビ、プラズマテレビ、衣類乾燥機が家電リサイクル法の対象品目に加わったのに伴い、収集を廃止

した。

平成２３年３月 学校給食で出た廃食用油をバイオディーゼル燃料へ精製するための施設を整備した。（１００ℓ/日）

平成２４年１月 ヘルシーランド福島の利用者数３００万人を記録（１月１１日）

平成２４年３月 粗大ごみ中間処理施設竣工。４月１日より業務開始

平成２４年９月 生活用品等の再使用（リユース）を推進するため、フリーマーケット開催支援事業を実施

平成２６年４月 清掃管理課に新最終処分場建設準備室を設置

平成２７年２月 使用済小型家電リサイクル回収開始

福島市清掃事業協同組合と災害時におけるし尿及び浄化槽汚泥の収集運搬に関する協定締結

平成２７年４月 機構改革により、清掃管理課新最終処分場建設準備室は環境部新最終処分場建設室へ移行された

10
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２．組織機構及び事務分掌 

（１） 機構及び職員（平成２８年４月１日現在） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                         

                                       合     計 ９３名 

（課長１） （課長補佐兼係長１） 1 名

1 名
1 名

（係長兼清掃指導員１） 1 名
2 名

（係長１） 15 名
2 名
4 名

2 名
7 名
1 名
1 名

1 名
11 名
4 名

（室次長１） 1 名
1 名

計６名

（１）

（係長１）

（係長１）

（主任１）

(1) (1)

（１）

（所長１）

（所長１）

計18名

計25名

新

最

終

処

分

場

建

設

室

長

名

名

主 事

副 主 査

2 名

2 名
1 名

1 名

廃棄物対策係 主 査

清掃指導係

技 能 副 主査
技 能 主 事

2 名

6

1 名
1 名
1 名

1

主 事

副主任清掃指導員

清 掃 指 導員

技 能 主 査

主任清掃指導員

作業長兼技能主査

リサイクルプラザ

副 技 査

焼却施設

資源化工場

作業長兼技能主査

技 能 主 査
技 能 副 主査
技 能 主 事

副 主 査
副 技 査
技 師

主 査

主 査

技 査

技 能 主 査
嘱 託

除

染

推

進

室

長

主 任 2 名

主 査 1 名

技 査 2 名

作業長兼技能主査

新最終処分場建設室

施設係

あぶくまｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 施設係

仮置場対策係

除 染 企 画 課

技 査
副 主 査

除染管理係

道路除染係

あらかわｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

ふれあい訪問収集係

総務広報係

清掃管理係

焼却施設

埋立処分場

除 染 施 設 整 備 課

資源化工場

環 境 課

部

長

次

長

環境企画係
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ推進係
放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

環境衛生係

計４２名
（係長１）

清 掃 管 理 課
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（２）事 務 分 掌 

○清 掃 管 理 課 

  １．一般廃棄物処理計画の策定及び実施に関すること。 

  ２．一般廃棄物処理業及びし尿浄化槽清掃事業の許可並びに指導監督に関すること。 

  ３．一般廃棄物処理施設等の建設に関すること。 

  ４．一般廃棄物の減量化及び資源の再利用に関すること。 

  ５．一般廃棄物の収集に係る委託に関すること。 

  ６．一般廃棄物の収集計画に関すること。 

  ７．一般廃棄物等の収集に関する指導監督及び苦情処理に関すること。 

  ８．廃棄物の適正処理の啓発指導に関すること。 

  ９．廃棄物処理業者等の処理施設に関すること。 

 １０．廃棄物の調査計画に関すること。 

 １１．ごみ集積所の設置等に関すること。 

 １２．ごみの排出指導に関すること。 

 １３．不法投棄に関すること。 

 １４．公共便所に関すること（他の所管に属するものを除く。）。 

 １５．清掃関係団体に関すること。 

 １６．あぶくまクリーンセンター及びあらかわクリーンセンターとの連絡調整に関すること。 

 １７．衛生処理一部事務組合に関すること。 

 １８．ヘルシーランド福島に関すること。 

 １９．ふれあい訪問収集に関すること。 

 

○あぶくまクリーンセンター 

  １．あぶくまクリーンセンターの運営及び維持管理に関すること。 

  ２．廃棄物の焼却処分に関すること（他の所管に属するものを除く。）。 

  ３．埋立処分場の管理に関すること。 

  ４．廃棄物の埋立処分に関すること。 

  ５．犬、猫等の死体の収集運搬及び処分に関すること。 

  ６．資源物の選別に関すること。 

 

○あらかわクリーンセンター 

  １．あらかわクリーンセンターの運営及び維持管理に関すること。 

  ２．福島市リサイクルプラザとの連絡調整に関すること。 

  ３．廃棄物の焼却処分に関すること（他の所管に属するものを除く。）。 

  ４．廃棄物の破砕処理に関すること。 
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  ５．資源物の選別に関すること。 

 

 ・リサイクルプラザ 

１．リサイクルプラザの管理運営に関すること。 

２．廃棄物の減量及び再利用の普及啓発に関すること。 

３．廃棄物の再生及び再生品の展示に関すること。 

４．リサイクルプラザの使用許可に関すること。 

５．廃棄物処理等手数料及び再生品売払収入金に関すること。 

 

○新最終処分場建設室 

   １．新最終処分場の建設に関すること。 

 

 

（３）勤務体制 

曜     日 勤 務 時 間 休 憩 時 間 

 

自 月曜日 

至 金曜日 

 

 

自 午前８時３０分 

至 午後５時１５分 

 

 

自 正午 

至 午後１時 

 

 

（４）特殊勤務手当一覧表 

手当の種類 支  給  の  範  囲 手 当 の 額 

 

清掃作業手当 

 

 

○あぶくまクリーンセンター及びあらかわクリー

ンセンター 

・クリーンセンターの焼却炉内における指示及  

び点検作業 

○あぶくまクリーンセンター 

・動物の死体処理作業 

 

 

 

１回   ３００円 

 

１頭    ５０円 

 

高所作業手当 

 

 

○あぶくまクリーンセンター及びあらかわクリー

ンセンター 

・高所作業 

  

 

 

日額   ３５０円 
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３．平成２８年度主要事業計画 

 

（1） 廃棄物適正処理の推進 

本市のごみ処理は、福島市総合計画が掲げる「ときめきとやすらぎ 希望にみちた人間尊重のまち 福島市」

の具現化に向けて、市民生活における生活環境の保全という立場から「ごみの減量化」と「リサイクルの推進」

を柱として実施している。収集については、市内一般家庭を対象としての分別収集を実施しており、原則として

可燃ごみ週２回、不燃ごみ月２回、資源物月２回、資源物のうちプラスチック製容器包装月４回、粗大ごみは月

１回程度とし、増加し多様化するごみに対処している。 

ごみ処分については、可燃ごみは全量焼却、不燃ごみ（焼却不適物を含む）は、埋立処理を行い、公害の防止

や衛生的処理などの適正処分に努めている。その他事業所等から排出されるごみについても搬入されたものにつ

いては、同様に処理している。 

また、側溝汚泥の収集については、原発事故に伴う放射性物質が混入していることにより、仮置き場の確保が

困難な状況であることから、平成２４年度から今年度についても実施を見合わせている。 

 

（2） 普及啓発活動の推進 

清掃行政は市民の日常生活と密接な関係を持つものであり、市民側の理解と協力を得ながら、まちづくり運動

との関連において総合的に推進していく必要がある。これらの運動は極力市民の盛り上がりに期待し、市民生活

に定着していくよう市政だよりや「ごみの出し方」についての広報チラシ等による啓発を行うとともに、広く各

層各団体等に呼びかけるなどあらゆる機会を活用して普及啓発活動の推進を図り、環境保全と循環型社会の形成

に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3） 福島市廃棄物減量等推進審議会の開催 

「福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」に基づき市長の諮問機関として設置し、一般廃棄物の減量等（ご

みの減量化、資源化、分別収集、ごみの有料化等）に関する事項を審議するため開催するものである。 

 

（4） 一般廃棄物処理基本計画及び実施計画の策定 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例」に基づき、一般廃

棄物処理基本計画の見直しと平成２８年度実施計画を策定し、清掃事業の計画的な推進に努める。 

 

 

 

① 資源物分別収集の内容等について市民への周知徹底を図り、ごみの減量化とリサイクルの促進に努める。 

② 透明な回収袋の使用徹底 

平成６年６月１日より回収袋の透明化を実施。分別排出の徹底及び収集員・収集車両の安全対策とごみ処理施設の保

守を図るため、透明袋の使用について啓発活動の推進に努める。なお、回収袋は内容物が出ないようしっかり閉じて排

出すること。 

③ ごみ排出のルールを守り、環境保全に努める。 

（ア）資源物と可燃ごみ及び不燃ごみはそれぞれ明確に区分し、収集日以外は排出しないようにする。 

（イ）台所のごみは水をよく切って出す。危険物や有害物等は出さないようにする。 

（ウ）ステーション（収集場所）はお互いに協力して、いつもきれいにしておくようにする。 

④ 平成１３年４月１日施行された「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」の内容等について、市民への周知

徹底を図り、エアコン・テレビ・冷蔵庫・洗濯機・冷凍庫・液晶テレビ・プラズマテレビ・衣類乾燥機の正しいリサイ

クル処理を指導・啓発に努める。 
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（5） 資源物分別収集事業の実施 

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」（平成７年６月１６日公布）に基づき、市民の

理解と協力を得ながら資源物分別収集を実施し、容器包装廃棄物の資源化や再商品化を図る。収集は平成１６年

の４月より１２品目９分別とし、月２回収集。うちプラスチック製容器包装のみ月４回収集。排出場所は可燃ご

みステーションとする。 

なお、びん類の資源化率向上のため、平成１９年２月よりリターナブルびんの回収を開始した。 

 

分 別 品 目 出し方 

１ スチール缶、アルミ缶 同一の透明袋 

２ 紙パック ひもで束ねる 

３ 段ボール 〃 

４ 新聞・チラシ 〃 

５ 雑誌・本 〃 

６ 無色びん、茶色びん、その他の色びん、リタ

ーナブルびん 

同一の透明袋※ 

７ ペットボトル 〃 

８ プラスチック製容器包装 〃 

９ その他の紙製容器包装 ひもで束ねる 

       ※リターナブルびんは別袋での協力依頼 

 

（6） ごみ減量化促進対策事業の推進 

  ① 集団資源回収報奨金交付制度 

    集団資源回収運動を行っている市民団体（町内会、婦人会、子ども会等）に、報奨金（５円/kg）を 

    交付し、運動の活性化と資源回収の促進を図るものである。 

  ② 生ごみ処理容器購入費助成 

    家庭から排出される生ごみ等の減量化促進対策として、家庭用コンポスト容器（生ごみ処理容器）の 

    普及を図るものである。（平成４年度から実施） 

  ③ 紙パックの回収事業 

    市内の小学校・中学校から希望校を募り、紙パックの回収活動を通し、環境教育の推進を図る。 

 

（7） 安全・安心のまちづくりとごみの適正収集の実施 

   一人暮らしの高齢者・障がい者世帯等でごみや資源物を日常的に集積所まで持ち出すことが困難な世帯に対し、

ごみの戸別収集を行い併せて安否確認する「ふれあい訪問収集事業」を平成１９年６月１日から実施した。 

 

（8） 適正なし尿処理の推進 

   本市のし尿処理は許可業者が収集・運搬を行い、衛生処理場で衛生的な処理を行っている。なお、飯坂地区は

伊達地方衛生処理組合、松川・飯野地区は川俣方部衛生処理組合の所管となっている。近年は公共下水道の整備

や浄化槽の普及に伴い、年々くみ取り世帯数が減少してきており、今後とも関係機関、団体との連携を図りなが

らこれらに対応した適正なし尿処理の推進に努める。 

 

（9） 清掃関係団体等との連携強化 

   全国都市清掃会議などの関係機関、団体等との連携強化を図り、循環型社会の形成と廃棄物適正処理の推進に

努める。 
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（10）環境基金運用事業 

   市内で回収した資源物の売却益を財源に、ごみ集積所の整備やごみ散乱防止ネットの購入に対する助成、集団

資源回収実施団体に対する報奨金及び業者に対する助成、また生ごみ処理容器購入に対する助成等により環境保

全及び美化を図り、廃棄物の減量化事業を効果的に促進する。 

 

（11）新最終処分場の建設 

   現最終処分場（金沢第二埋立処分場）の残余容量が少なくなってきていることから、新最終処分場の整備を進

める。 

 

（12）使用済小型家電リサイクルの実施 

   「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」（平成２４年８月１０日公布）に基づき、家庭で使 

われなくなった小型電子機器等の再資源化を図る。市内の公共施設、民間商業施設３９カ所に回収ボックスを設

置して回収するとともに、イベントにおいても回収する。 

※ 参考  処理体制と実施時期 

項  目 主  体 内  容 実施時期 

収集運搬 可燃ごみ 全面委託 収集運搬業務 ・平成１１年度より一部委託開始 

・平成１５年度より全面委託開始 

不燃ごみ 全面委託 収集運搬業務 ・昭和４３年吾妻地区については当初

より委託 

・平成１１年度より一部委託開始 

・平成１５年度より全面委託開始 

資源物 全面委託 収集運搬業務 ・平成９年度より資源物収集開始 

・平成１９年度より一部委託開始 

・平成２１年度より全面委託開始 

粗大ごみ 全面委託 収集運搬業務 ・昭和５７年より全面委託開始 

ふれあい訪問 

収集 

直営 収集運搬業務 ・平成１９年度より開始 

使用済小型家

電リサイクル 

直営 収集運搬業務 ・平成２６年度より開始 

焼 却 あぶくまクリ

ーンセンター

焼却施設 

全面委託 焼却施設管理

業務委託 

・平成１４年度一部委託開始 

・平成１６年度全面委託開始 

あらかわクリ

ーンセンター

焼却施設 

全面委託 焼却施設運営

業務委託 

・平成２０年９月よりＤＢＯ方式によ

る全面委託開始 

資 源 化 あぶくまクリ

ーンセンター

資源化工場 

一部委託 プラスチック

製容器包装の

手選別 

・平成１６年度より一部委託により開

始（手選別ラインのみ委託） 

あらかわクリ

ーンセンター

資源化工場 

一部委託 ペットボト

ル・びん・缶

の手選別 

・平成１１年度より一部委託により開

始 

 

最終処分 金沢第二埋立

処分場 

全面委託 施設管理業務

委託 

・平成７年６月より、全面委託により

受入開始（搬入、受入・水処理管理） 
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４．施設の概要 

 Ａ．焼却施設 

  （１）あぶくまクリーンセンター 

 

項   目 内     容 

所 在 地 福島市渡利字梅ノ木畑１番地の１（℡５３１－６６６２） 

処 理 能 力      焼却：240t／24h（120ｔ×２基）灰固形化：16.8ｔ／日 

炉 型 式 全連続燃焼式ストーカ炉 

建 設 年 度      昭和 60 年 6 月着工 昭和 63年 2月竣工 

平成 14 年 11 月 排ガス高度処理施設・灰固形化施設増設 

敷 地 面 積      ２８，０００㎡（あぶくまクリーンセンター全体） 

設 計 施 工      三菱重工業（株）東北支社 

建 物 規 模      既存工場棟 ＲＣ造地下１階、地上４階建 

      建築面積 2,698.17 ㎡ 延床面積 5,649.57 ㎡ 

増 設 棟 鉄骨造地上２階建 

      建築面積  447.17 ㎡ 延床面積  506.61 ㎡ 

工場棟合計 建築面積 3,145.34 ㎡ 延床面積 6,156.18 ㎡ 

附帯設備 管理棟 管理事務所 鉄筋コンクリート２階建 

                  １階 687.75 ㎡ 

                  ２階 331.40 ㎡ 

事務室、職員控室、福利厚生室、計量室、大会議室、分析室 

ストックヤード （ごみ資源物貯留用） 構造・軽量鉄骨造 １棟 66 ㎡ 

 

 

 

※建 設 費 

                                 （単位：千円） 

      区分 

項目 
事 業 費 昭和５９年度 昭和６０年度 昭和６１年度 昭和６２年度 

 本 体 工 事 費        5,216,292 0 552,000 3,224,332 1,439,960 

 附 帯 工 事 費        381,400 0 0 51,860 329,540 

 用  地  費 133,177 0 133,177 0 0 

 そ  の  他 254,362 154,277 89,188 5,097 5,800 

  合   計 5,985,231 154,277 774,365 3,281,289 1,775,300 

財

源

内

訳 

 国庫補助 1,100,250 0 96,000 789,250 215,000 

 起  債 3,393,300 0 425,700 1,865,000 1,102,600 

 一般財源 1,491,681 154,277 252,665 627,039 457,700 
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※ダイオキシン類対策事業費 

                 （単位：千円） 

年度 

項目 
平成１３年度 平成１４年度 

事業費 800,172 1,514,874 

財

源

内

訳 

国庫補助 168,876 418,891 

起債 576,878 950,000 

一般財源 54,418 145,983 

 

 

※施設見学者数 

 

年度 

項目 
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

一般見学者 6 団体 162 人 7 団体 123 人   7団体 87 人 

小学生 

市

内 
1 校 29 人 0 校 0 人 0 校 0 人 

市

外 
0 校 0 人 0 校 0 人 0 校 0 人 

小

計 
1 校 29 人 0 校 

0 

人 
0 校 0 人 

計 7  191 人 7  123 人 7  87 人 
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  （２）あらかわクリーンセンター 

 

項   目 内     容 

所 在 地 福島市仁井田字北原３番地の３（℡５４５－４３６３） 

処 理 能 力      焼却：220t／24ｈ（110ｔ×２基） 灰溶融：20ｔ／日 

炉 型 式 全連続燃焼式ストーカ炉 

建 設 年 度      平成 17 年 12 月着工 平成 20年 8月竣工 

敷 地 面 積      ３３，５００㎡（あらかわクリーンセンター全体） 

設 計 施 工 (株)荏原製作所 東北支店 

建 物 規 模      
鉄骨鉄筋コンクリート造ほか 地下１Ｂ、６Ｆ建 

 建築面積 4,636.94 ㎡、延床面積 10,103.27 ㎡ 

 

 

 ※建設費 

                                (単位：千円) 

区分 

項目 
事業費 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

本体工事費 8,977,500 15,195 1,501,056 6,074,550 1,386,699 

そ の 他 88,981 0 88,981 0 0 

合   計 9,066,481 15,195 1,590,037 6,074,550 1,386,699 

財

源

内

訳 

国庫補助 2,330,023 5,065 1,036,470 930,244 358,244 

起  債 6,124,900 0 386,900 4,709,600 1,020,800 

一般財源 611,558 10,130 166,667 434,706 7,655 
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 Ｂ．資源化施設 

  （１）あぶくまクリーンセンター資源化工場 
 

項   目 内     容 

所 在 地 福島市渡利字梅ノ木畑１番地の１（℡５３１－６６６２） 

敷 地 面 積      ２８，０００㎡（あぶくまクリーンセンター全体） 

延べ床面積 １，６７４．８０㎡ 

構   造 鉄骨造、地上２階 

建 設 年 度      平成１５年６月着工 平成１６年３月竣工 

設 計 施 工 三菱レイヨン・エンジニアリング（株）（設計施工）、（株）晃建設他 

工 事 監 理      （株）日本環境工学設計事務所 

処 理 能 力      プラスチック製容器包装 10ｔ／日（１系列） 

 

 

 ※建設費 

                              （単位：千円） 

区 分 

項 目 
事業費 平成１４年度 平成１５年度 

本  工  事  費 372,468 ‐ 372,468 

付 帯 工 事 費           32,139 ‐ 32,139 

設計及び監理等委託料 18,165 5,250 12,915 

事   務   費           379 176 203 

そ   の   他           8,373 ‐ 8,373 

合        計 431,524 5,426 426,098 

財

源

内

訳 

国  庫  補  助 91,587 ‐ 91,587 

起        債 265,900 ‐ 265,900 

一  般  財  源 74,037 5,426 68,611 

 
 

  （２）あらかわクリーンセンター資源化工場 

   ①資源化工場 

 

項    目 内     容 

所  在  地       福島市仁井田字北原３番地の３（TEL５４５－４３６３） 

敷 地 面 積       ３３，５００㎡（あらかわクリーンセンター全体） 

延べ床面積       ５，３８７．５２㎡ 

構    造 鉄骨造一部鉄筋コンクリート造、地下１階地上４階 

建 設 年 度       平成９年６月着工 平成１１年３月竣工 

設 計 施 工 川崎重工業（株） 

工 事 監 理       （株）日本環境工学設計事務所 

処 理 能 力       

 

 

・資源物処理系 ４２ｔ／５ｈ 

 缶類１１ｔ／５ｈ、ビン類 ２０ｔ／５ｈ 

 ペットボトル・プラスチック １１t／５h (H１８ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ ２t増強） 

・不燃、粗大ごみ処理系６０ｔ／５ｈ 

附 帯 設 備       

 

中央操作室、計量系（計量器３０ｔ／２基）、洗車場（ごみ収集車２台分）、 

浄化槽、渡り廊下等 
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   ②ストックヤード 

 

項    目 内     容 

施 設 内 容       ６品目の各貯留所  鉄、アルミ、びん類（３色）、ペットボトル 

延べ床面積       ６００㎡ 

建 設 年 度     平成１０年４月着工 平成１１年１月竣工 

設 計 施 工 （株）本多工務所他 

 

 

 

   ③フロン回収棟 

 

項    目 内     容 

施 設 内 容       フロン回収施設（除湿機、冷風扇等）、倉庫 

延べ床面積       ３０５．５㎡ 

建 設 年 度  平成１０年４月着工 平成１１年１月竣工 

設 計 施 工 福島実業建設（株）他 

 

 

 

 

  （３）リサイクルプラザ 

 

項   目 内     容 

所 在 地 福島市仁井田字北原３番地の３（℡５３９－９２５３） 

延べ床面積 ９１７．７５㎡ 

構   造 鉄骨造、地上２階 

建設年度 平成９年６月着工 平成１１年３月竣工 

設 計 施 工 （株）本多工務所他 

施 設 内 容 

 

 

・ホール、展示室（312.12 ㎡） ・研修室、会議室（183.75 ㎡） 

・工芸室（139.00 ㎡）  ・事務室（57.02 ㎡）  

・図書、情報コーナー ・工房、書庫 

※施設の利用 ①利用時間 ９：００～１６：３０ 

 ②休 館 日     日曜日、祝日、年末年始 

       ③利用申込 予め使用許可を得て利用する。 
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 ※建設費 

                                 （単位：千円） 
区分 

項目 
事 業 費 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成 10 年度 

リサイクルプラザ棟工事費 290,955 ‐ ‐ 87,270 203,685 

資源化工場工事費 3,297,000 ‐ ‐ 1,952,573 1,344,427 

ストックヤード工事費 70,508 ‐ ‐ ‐ 70,508 

フロン回収棟工事費 60,060 ‐ ‐ ‐ 60,060 

外溝工事費 109,288 ‐ ‐ ‐ 109,288 

附帯工事費 73,824 ‐ 12,257 48,450 13,117 
関連事務所等移転工事費 199,547 ‐ ‐ 199,547 ‐ 

設計及び監理等委託料 78,070 5,768 37,447 9,450 25,405 

用地取得費等 243,050 ‐ ‐ 243,050 ‐ 

事務費等 13,773 196 2,685 4,759 6,133 

そ の 他 10,209 ‐ ‐ 8,130 2,079 

合 計 4,446,284 5,964 52,389 2,553,229 1,834,702 

財

源

内

訳 

国庫補助 948,685 0 0 510,031 438,654 

起  債 2,757,300 0 0 1,469,000 1,288,300 

その他特定財源 3 0 0 0 3 

一般財源 740,296 5,964 52,389 574,198 107,745 

 

 

 ※施設見学者数 

年度  

 区分 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

件数 人数(人) 件数 人数(人) 件数 人数(人) 

一般見学視察者 34 団体 522 32 団体 434  31団体 419 

小学生 

見学者 

市内  39 校 1,879 38 校 1,847 43 校 2,096 

市外   0 校 0 1 校 36 0 校    0 

一般来客者 ‐ 19,663 ‐ 23,602 ‐   27,223 

貸室  2 団体 27 4 団体 166 1 団体   8 

主催事業     16 176    14 117 7 94 

計    91 22,267 89  26,202 82    29,840 

 

 

 ※施設利用案内 

   ①ホール、展示室～資源物や粗大ごみに関する情報の収集及び提供 

    ・再生品（自転車・家具類）展示、提供 

     ○再生品提供状況 

年度  

品名 
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

自転車(台) 
子供用 22 26 25 

大人用 117 109 103 

家具類(個) 

タンス類 62 54 63 

整理棚 18 23 23 

サイドボード 1 4 0 

その他 131 400 423 
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    ・リサイクル情報コーナー 
     ○情報コーナー利用状況 

       

 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

譲 り ま す 掲示 16 22 44 

成立 9 4 10 

譲ってください 掲示 7 7 3 

成立 1 0 0 

 

    ・図書の閲覧及び貸出し 

    ・ビデオの貸出し 

    ・パネルの展示 

    ・資源化工場の模型の展示 

 

   ②研修室、会議室～ごみ減量化、再利用に関する研修、会議 

    ・ビデオの上映 

    ・施設見学会 

    ・リサイクルに関する打ち合わせ等 

 

   ③工芸室～リサイクルの体験ができる教室等の開催 

    ・古紙によるハガキづくり 

 

   ④工房～自転車、家具類の修理再生 

 

 

  （４）粗大ごみ中間処理施設 

 

項    目 内     容 

施 設 内 容       粗大ごみ中間処理用作業所、車庫 

延べ床面積       ２６２．０㎡ 

建 設 年 度 平成２３年１１月着工 平成２４年３月竣工 

設 計 施 工 （株）本多工務所他 

建 設 費       45,297 千円 
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 Ｃ．埋立処分場 

  （１）金沢埋立処分地 

項  目 内     容 

所 在 地 福島市松川町金沢字狐森地内 

規    模 

埋立地面積 ７１，３００㎡ 

埋立容量 ５７６，４００㎥ 

埋立期間 約２０年 （平成７年５月で埋立休止） 

埋 立 方 法 山間準好気性埋立 

埋 立 工 法 サンドイッチ工法 

汚水処理施設 
処理能力 ２００㎥／日 

処理方式 生物処理＋凝集沈殿＋砂ろ過＋活性炭吸着＋滅菌 

建 設 年 度 昭和５４年９月着工 昭和５５年１１月竣工 

施 工 業 者 

設計監理 日本水工設計（株） 

土木工事 （株）間組 

汚水処理施設工事 日東紡績（株）エンジニアリング事業部 

 

 ※建設費           

                              （単位：千円） 

区分  

 項目 
事業費 昭和５４年度 昭和５５年度 

土木施設工事費 １８２，０００ ９１，０００ ９１，０００ 

汚水処理施設工事費 ６６，５００ ２５，５９０ ４０，９１０ 

電気引込工事費 ５，５００ ‐ ５，５００ 

用地取得及補償費 ２９，４８１ ２９，４８１ ‐ 

設計及管理委託費 １３，１００ １０，１００ ３，０００ 

その他 ２，０００ １，０００ １，０００ 

合  計 ２９８，５８１ １５７，１７１ １４１，４１０ 

財

源

内

訳 

国庫補助 ６７，２０２ ３１，８５０ ３５，３５２ 

起   債 ２０２，６００ １１９，０００ ８３，６００ 

一般財源 ２８，７７９ ６，３２１ ２２，４５８ 
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  （２）金沢第二埋立処分場 

項     目 内     容 

所  在  地 福島市松川町金沢字水ヶ作地内外（℡５６７－６７２２） 

規     模 

埋立地面積 ４９，９００㎡ 

埋立容量  ５９０，８００㎥ 

埋立期間  約２０年 

埋 立 工 法        サンドイッチ工法 

浸出水処理施設 

処理能力 １８０㎥／日 

処理方式 カルシウム除去＋生物処理＋凝集沈殿＋砂ろ過＋ 

     活性炭吸着＋滅菌 

建 設 年 度        平成４年９月着工 平成６年１１月竣工 

施 工 業 者        

基礎調査・設計監理 日本技術開発（株） 

土木施設工事 戸田建設・佐藤工業特定建設工事共同企業体 

浸出水処理施設工事 日東紡績（株）エンジニアリング事業部 

 

 ※建設費 

                                  （単位：千円） 

区分 

項目 
事業費 平成２年度 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 

土木施設工事費 1,385,855 ‐ ‐ 263,000 811,800 311,055 

浸出水処理施設 

工事費 
943,995 ‐ ‐ ‐ 283,100 660,895 

管理棟諸工事費 107,269 ‐ ‐ ‐ 34,940 72,329 

幹線電気設備 

工事費 
46,350 ‐ ‐ ‐ ‐ 46,350 

給水管引込 

工事費 
10,455 ‐ ‐ ‐ ‐ 10,455 

管理用道路舗装 

工事費 
21,218 ‐ ‐ ‐ ‐ 21,218 

その他の工事費 2,424 ‐ ‐ ‐ ‐ 2,424 

基礎調査・ 

設計監理等委託 
114,279 17,922 58,400 5,810 17,631 14,516 

用地取得費 744,990 ‐ 685,712 41,859 17,419 ‐ 

補  償  費 58,844 ‐ ‐ 32,044 26,800 ‐ 

事 務 費 等 31,907 ‐ 6,201 5,989 3,928 15,789 

合     計 3,467,586 17,922 750,313 348,702 1,195,618 1,155,031 

財

源

内

訳 

起   債 2,811,500 0 630,800 236,300 1,090,200 854,200 

その他の 

特定財源 
29 0 7 8 7 7 

一般財源 656,057 17,922 119,506 112,394 105,411 300,824 
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 Ｄ．し尿関係施設 

  （１）衛生処理場 

項     目 内     容 

所  在  地 福島市堀河町９番２０号（℡５３５－１８０７） 

敷 地 面 積 １０，０９３㎡ 

処 理 能 力 ２００ｋｌ／日 

     処理方式   

     ・前 処 理  ドラムスクリーン、スクリュープレス 

     ・一 次 処 理  嫌気性二段３０日消化法 

     ・二 次 処 理  活性汚泥法 

     ・消化汚泥処理  真空脱水法 

     ・余剰汚泥処理  遠心脱水法 

     ・臭 気 処 理  直火燃焼脱臭法 

      

建 設 年 度 
昭和３５年１２月着工     昭和３７年２月竣工 90ｋｌ／日 

昭和４５年３月改造 135ｋｌ／日 昭和５３年３月改造 200ｋｌ／日 

設     計 日本水工設計（株） 

工 事 施 工 荏原インフィルコ（株） 

 

 ※建設費 

                                （単位：千円） 

区分  

項目 
事 業 費 昭和５１年度 昭和５２年度 

本体工事費 884,396 357,680 526,716 

附帯工事費 15,835 0 15,835 

その他 36,148 16,750 19,398 

合計 936,379 374,430 561,949 

財 

源 

内 

訳 

国庫補助 302,998 124,560 178,438 

起債 580,300 236,600 343,700 

一般財源 53,081 13,270 39,811 

 

  （２）公共便所 

名   称 所在地 建物構造 取得時期 建設時期 面積 

◎紅 葉 山     杉妻町地内 
壁式ＲＣ造・小屋組

Ｓ造 

Ｓ４２． 

  ３．３１ 

Ｈ ４． 

  ３月 
４６．２１㎡ 

 八  幡 
飯坂町字 

八幡地内 
コンクリート造 

Ｓ４５． 

 １２．１６ 

Ｓ４５． 

 １２月 
 ３．４２㎡ 

◎湯  沢 
飯坂町字 

湯沢地内 
   〃 

Ｓ４８． 

  １．３０ 

Ｈ ６． 

  ３月 
 ９．６０㎡ 

◎福島駅前 栄町地内 
鉄筋コンクリート

造平屋建て洋瓦葺 

Ｈ ７． 

  ３．３０ 

Ｈ ７． 

  ３月 
５３．４９㎡ 

  ◎：水洗化 



Ｅ．余熱利用施設

（１）ヘルシーランド福島（あぶくまクリーンセンター余熱利用施設）

①施設の概要

所在地 福島市岡部字上川原２６番地(℡５３６－５６００）

開設 平成３年４月１２日

施設の管理運営 （公財）福島市振興公社に委託

敷地面積 １７，６２５㎡

建床面積 ２，６２４㎡

延床面積 ３，７７４㎡

建物構造 鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）

施設内容
多目的
集会施設 １階　図書談話室、娯楽室、大浴場（男・女）　２階　大広間（９６畳）、和室

屋内プール 公認２５メートル温水プール　７コース（５年毎に公認更新）　幼児プール

サウナ室 （男・女）

その他の施設 玄関ホール・プールギャラリー（１００席）　屋内ゲートボール場（１面）

参考 余熱利用について・供給熱源　３ｔ／ｈ　・用途　プール、浴場、サウナ、暖房、給湯

建設費 建設工事費　　　903,110千円 　備品購入費　　6,254千円

電気設備工事費 　96,844千円 　その他　　　　4,760千円

機械設備工事費　270,630千円 　　合計　　1,281,598千円

②利用状況

開　館

多目的 屋　内 サウナ 利用者計 屋内ゲート パッティング 利用者計

日　数 集会場 プール ボール場 ゴルフ場

人 人 人 人 人 人 人 人

988 156,834 336,225 73,766 566,825 19,308 1,509 20,817 587,642

平成6年度 347 53,879 101,866 26,261 182,006 8,580 577 9,157 191,163

平成7年度 346 50,853 86,299 23,502 160,654 8,746 242 8,988 169,642

平成8年度 345 48,840 82,319 22,282 153,441 9,462 207 9,669 163,110

平成9年度 345 49,058 85,900 23,576 158,534 8,124 191 8,315 166,849

平成10年度 341 47,158 84,296 24,023 155,477 8,739 82 8,821 164,298

平成11年度 344 44,932 95,592 14,533 155,057 8,008 21 8,029 163,086

平成12年度 345 41,167 79,688 13,675 134,530 7,660 44 7,704 142,234

平成13年度 340 40,112 70,790 13,505 124,407 6,747 11 6,758 131,165

平成14年度 347 41,903 72,166 13,132 127,201 6,506 54 6,560 133,761

平成15年度 343 42,481 70,630 12,777 125,888 8,306 62 8,368 134,256

平成16年度 346 41,455 73,694 11,980 127,129 7,746 56 7,802 134,931

平成17年度 345 43,480 68,327 12,202 124,009 7,461 92 7,553 131,562

平成18年度 324 39,094 61,556 11,327 111,977 6,510 20 6,530 118,507

平成19年度 346 46,757 69,057 11,723 127,537 6,712 48 6,760 134,297

平成20年度 343 46,616 66,956 12,665 126,237 7,082 27 7,109 133,346

平成21年度 344 45,924 68,201 12,572 126,697 6,704 30 6,734 133,431

平成22年度 318 44,552 63,979 11,597 120,128 6,556 3 6,559 126,687

平成23年度 327 46,987 57,454 12,651 117,092 6,712 - 6,712 123,804

平成24年度 342 46,650 68,368 13,649 128,667 7,314 - 7,314 135,981

平成25年度 340 45,853 67,374 13,902 127,129 7,523 - 7,523 134,652

平成26年度 344 47,276 71,082 14,373 132,731 7,429 - 7,429 140,160

平成27年度 344 43,679 71,784 13,244 128,707 6,755 - 6,755 135,462

累　計 7,806 1,064,585 1,830,737 385,300 3,280,622 170,506 3,276 173,782 3,454,404

無　　料　　施　　設有　　　　料　　　　施　　　　設
　　区分

 年度
合　　計

平成3年度
～5年度
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　　　※利用時間及び使用料

（２）その他（あらかわクリーンセンター余熱利用施設）

  Ｆ．車　　　　　　両 　（平成２８年４月１日現在)

利 用 区 分
１人１回 ３００円
１人１回 １５０円
１２回券 ３，０００円
１２回券 １，５００円

一般 １人１回 ３００円
高校生 １人１回 ２００円
小中学生 １人１回 １００円
一般 ６回券 １，５００円
高校生 ６回券 １，０００円
小中学生 ６回券 ５００円
個人使用 １人１回 ５００円

《休館日》毎月１５日は、設備点検のため休館日。（１５日が土・日曜・祝日の場合はその翌日）

多目的
集会施設

普通券

回数券

一般・高校生
小・中学生

一般・高校生
小・中学生

一　面　無　料　（専用） ９：００～１６：００

①１０：００～１２：００
②１３：００～１５：００
③１５：３０～１７：３０
④１８：００～２０：００

屋内
プール

普通券

回数券

個人使用

サ　　　ウ　　　ナ　　　室
屋 内 ゲ ー ト ボ ー ル 場

《浴場利用時間》

１３：００～２０：００

使　　用　　料　　金 利　　用　　時　　間

１０：００～１６：００

９：００～１７：００

施設名 設置年度
供給熱源の
種類・熱量

用途 利用者数

平成２７年度 大浴場、大広間、和室、

老人福祉 昭和５３年 温水・最大 給湯 51,619 敷地面積 9468.9㎡ 娯楽室、研修室

センター ３月 ５ｔ／ｈ 浴場 人 延床面積 1674.59㎡
養護老人 定員 浴場、居室、静養室、

ホーム 平成３年 温水・最大 浴場 100 敷地面積 15179.19㎡ 娯楽室、会議室他

福島恵風園 ８月 ５ｔ／ｈ 暖房 人 延床面積 3817.75㎡

(H18より指定管理施設）他

施設内容施設規模

あぶくま あらかわ

クリーンセンター クリーンセンター

２．０ｔ 11 0 11

３．５ｔ 13 13

４．０ｔ 12 12

36 0 0 0 36

２．０ｔ 1 1

３．０ｔ 5 5

２．０ｔ 1 1

４．０ｔ 8 8

２．０ｔ 1 1

４．０ｔ 5 5

２．０ｔ 3 3

４．０ｔ 3 3

27 0 0 0 27

ダブルキャブ、ライトバン、軽自動車 5 5

ライトバン 5 2 2 1

軽トラック（荷箱改造） ０．３５ｔ 10 10

83 2 2 16 63

車種

合 計

小計

清掃指導車

連絡車

ふれあい訪問収集用

小計

内訳

可燃物・不燃物
収　　集　　用

台数
清掃管理課 民間

資源物収集用

平ボディトラック

回転板式収集車

回転板式収集車

複数投入口付収集車

圧縮板式収集車

　　　　　　区分

　項目
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５．ごみ処理
 Ａ.ごみ処理
 （１）ごみ処理施設の搬入量（平成２７年度実績）
　
　　　　ごみの総搬入量（④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧）

処理人口等（単位：人） 処理系統図（単位：ｔ／年）

69,140

可燃ごみ ⑩破砕処理

直営 174 8,599

委託 63,614 金属 2,056

小計 63,788 可燃物 2,001

不燃ごみ 不燃物 4,542

直営 20 その他 0

委託 5,332

小計 5,352 ⑪焼却処理

117,744

1,025 51,709 ⑬埋立処分

⑥直接搬入ごみ 66,035 21,258

53,689

可燃ごみ 51,814 ⑫資源化処理

不燃ごみ 1,601 8,578

粗大ごみ 89 缶類 638

283,823 283,823 283,823 資源物 185 びん類 836
ペットボトル 621

⑦資源物（収集） 紙類 5,422

10,690

缶類 818

びん類 1,816 使用済小型家電 14
ペットボトル 921

紙類 5,462

⑧使用済小型家電（直営）

20
ボックス回収 11
イベント回収 9

⑨犬猫等死体処理
（単位：頭） 3,992

委託 1,169
直接搬入 2,823

（イ）①総人口は平成２８年３月末現在
（ロ）計画処理区域率　②／①＝１００％
（ハ）計画収集率　　　③／①＝１００％

※ｔ未満については端数処理を行った。

134,564ｔ

あぶくまクリーンセンター

あらかわクリーンセンター

⑤粗大ごみ（委託）

プラスチック
製容器包装 1,047

プラスチック
製容器包装 1,673

計
画
処
理
区
域
内
人
口

総
人
口

計
画
収
集
人
口

④ごみ（収集）

① ② ③
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（２）可　　　燃　　　ご　　　み

年間 ※１日当
戸 戸 ｔ ｔ ｔ ｔ

12 104,939 104,632 70,676 360.6 39,257 109,933
13 105,972 105,667 73,159 371.4 39,337 112,496
14 108,081 107,775 72,689 369.0 36,035 108,724
15 109,336 109,024 72,138 348.0 36,795 108,933
16 110,088 109,772 63,396 306.2 37,514 100,910
17 111,130 111,099 64,621 312.2 37,198 101,819
18 111,836 111,806 64,626 313.7 36,513 101,139
19 112,633 112,633 63,136 305.0 36,070 99,206
20 115,245 115,245 63,891 308.7 34,025 97,916
21 116,161 116,161 62,563 305.2 33,127 95,690
22 116,663 116,663 62,749 303.1 31,087 93,836
23 116,080 116,080 65,815 317.9 34,923 100,738
24 116,644 116,644 66,977 325.1 42,155 109,132
25 118,037 118,037 65,316 315.5 45,986 111,302
26 119,666 119,666 65,155 311.7 48,401 113,556
27 121,160 121,160 63,788 306.7 51,814 115,602

※収集量の一日当り ＝　年間収集量　÷　実収集日数

（３）不　　　燃　　　ご　　　み

年間 ※１日当
戸 戸 ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

12 104,939 104,632 7,247 157.5 3,998 1,181 12,153
13 105,972 105,667 7,273 154.7 3,798 1,168 13,139
14 108,081 107,775 7,183 152.8 4,037 1,115 12,328
15 109,336 109,024 7,169 152.5 4,291 1,131 11,702
16 110,088 109,772 5,633 122.4 4,270 1,107 12,165
17 111,130 111,099 5,458 118.7 4,327 1,061 14,447
18 111,836 111,806 5,717 127.0 4,323 1,145 14,449
19 112,633 112,633 5,449 115.9 3,534 1,009 15,028
20 115,245 115,245 5,267 112.1 1,616 976 10,244
21 116,161 116,161 5,147 114.4 1,644 940 7,432
22 116,663 116,663 5,492 119.4 1,434 906 7,621
23 116,080 116,080 6,251 135.9 1,732 306 11,685
24 116,644 116,644 5,784 123.1 2,220 0 10,548
25 118,037 118,037 5,825 123.9 1,660 0 11,483
26 119,666 119,666 5,511 117.3 1,424 0 11,578
27 121,160 121,160 5,352 118.9 1,601 0 12,524

※収集量の一日当り ＝　年間収集量　÷　実収集日数

（４）粗大ごみ収集状況

  （※昭和５７年８月より収集実施）
年度 受付件数 収集個数 収集重量

件 個 ｔ

12 19,013 66,850 1,186
13 14,368 48,425 679
14 14,457 48,442 700
15 15,894 56,861 797
16 16,442 56,438 802
17 16,824 55,408 794
18 17,106 56,492 825
19 16,187 50,534 739
20 15,115 45,798 758
21 14,873 44,314 757
22 15,291 45,299 787
23 17,181 55,173 997
24 18,751 60,547 1,035
25 18,650 60,914 1,021
26 18,855 61,810 1,038
27 18,634 61,468 1,025

民間持込量 土砂 残灰年度 総戸数 収集戸数
収集量

計民間持込量年度 総戸数 収集戸数
収集量

（５）ふれあい訪問収集事業実績

（※平成１９年６月より実施）

年度 対象世帯 収集量
世帯 　ｔ　

19 548 158.5
20 626 195.3
21 674 211.8
22 716 242.1
23 734 239.8
24 817 253.5
25 850 262.6
26 876 261.1
27 920 244.6
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（６）資　　　源　　　物

（単位：ｔ）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

861.00 852.49 856.91 818.68 818.92

1,926.11 1,926.03 1,939.45 1,900.59 1,943.54

ペットボトル 1,001.62 970.26 948.40 922.76 922.49

6,088.35 6,037.32 5,858.07 5,725.07 5,517.03

1,719.00 1,715.80 1,711.85 1,692.64 1,672.92

－ － － 13.05 19.78

11,596.08 11,501.90 11,314.68 11,072.79 10,894.68

スチール缶 338.91 312.36 306.94 279.90 256.05

アルミ缶 340.94 354.39 362.43 364.05 381.53

計 679.85 666.75 669.37 643.95 637.58

    無色 214.36 176.51 182.12 171.28 192.06

    茶色 541.60 507.18 484.24 478.71 480.06

    その他 135.58 123.79 122.34 128.79 134.98

混合びん 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 

生きびん 55.47 44.47 38.45 32.90 28.57

計 947.01 851.95 827.15 811.68 835.67

743.65 710.30 691.47 607.04 620.76

紙パック 64.84 61.39 55.06 49.41 45.06

段ボール 1,542.37 1,537.05 1,499.96 1,490.83 1,467.84

新聞紙 2,415.23 2,605.05 2,607.61 2,540.53 2,428.83

雑誌・本 1,561.64 1,348.84 1,231.61 1,206.69 1,145.86
その他の紙製
容器包装 399.38 381.00 362.92 339.16 334.83

計 5,983.46 5,933.33 5,757.16 5,626.62 5,422.42

1,295.25 1,362.44 1,236.61 1,173.68 1,046.61

－ － － 9.07 14.52

9,649.22 9,524.77 9,181.76 8,872.04 8,577.56

78.96% 78.21% 78.11% 78.66% 77.86%

49.17% 44.23% 42.65% 42.71% 43.00%

ペットボトル 74.24% 73.21% 72.91% 65.79% 67.29%

98.28% 98.28% 98.28% 98.28% 98.29%

75.35% 79.41% 72.24% 69.34% 62.56%

－ － － 69.50% 73.41%

83.21% 82.81% 81.15% 80.12% 78.73%

※使用済小型家電は平成２７年２月より

　　　　　　 年度
 区分

缶類

紙類

びん類

収
集
量

(

民
間
持
込
含
む

)

資
源
化
量

び
ん
類

プラスチック製容器包装

合計

缶
類

品
目
別
資
源
化
率

缶類

びん類

紙類

プラスチック製容器包装

合計

使用済小型家電

使用済小型家電

使用済小型家電

合計

ペットボトル

紙
類

プラスチック製容器包装

ガ
ラ
ス
び
ん
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（７）年度別ごみの収集量（収集分） （単位：t）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

可燃ごみ収集量 65,815 66,977 65,316 65,155 63,788

不燃ごみ収集量 6,251 5,784 5,825 5,511 5,352

粗大ごみ収集量 997 1,035 1,021 1,038 1,025

資源物収集量 11,415 11,324 11,132 10,876 10,690

合計 84,478 85,120 83,294 82,580 80,855

65,815 
66,977 

65,316 65,155 
63,788 

6,251 5,784 5,825 5,511 5,352 

997 1,035
1,0381,021 1,025 

11,415 11,324 11,132 10,876 10,690 

84,478 
85,120 

83,294 82,580 
80,855 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

1,988 1,999 1,933 1,891 1,828 

805 820 803 796 780 

0

1,000

2,000

3,000

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

単位：ｇ 一日当り収集の推移 １世帯１日当り収集量

１人１日当り収集量
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（単位：ｔ）

　（８）年度別ごみの総排出量

3
3

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

可燃 粗大 不燃 資源 可燃 粗大 不燃 資源 可燃 粗大 不燃 資源 可燃 粗大 不燃 資源 小型

家電

可燃 粗大 不燃 資源 小型

家電

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

収集量

持込量

115,602

63,788

51,814

109,132

66,977

42,155

100,738

65,815

34,923

111.302

65,316

45,986

1,082

1,038

44

11,060

10,876

184
6,935

5,511

1,424

997

997

0

8,289

6,557

1,732

11,596

11,415

181

1,102

1,035

67

8,333

6,113

2,220

11,502

11,324

178

1,114

1,025

89

6,953

5,352

1,601

10,875

10,690

185
1,077

1,021

56

7,550

5,890

1.660

11,315

11,132

183

121,620 

130,069 

131,244 
132,646 

134,564 

110,000
112,000
114,000
116,000
118,000
120,000
122,000
124,000
126,000
128,000
130,000
132,000
134,000
136,000

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

グラフ数値

上段 総 量

中段 収集量
下段 持込量

113,556

65,155
48,401

13

13
0

20

20

0

※１日当りの排出量
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

１世帯当り排出量 2,863g 3,055g 3,046g 3,037g 3,043g
１人当り排出量 1,158g 1,253g 1,266g 1,279g 1,299g



（９）月別ごみの排出量(平成２７年度実績)

3
4

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

不燃ごみ収集量 477 577 458 388 485 308 631 421 334 519 351 403

不燃ごみ民間搬入量 154 146 121 113 117 124 145 120 203 81 102 175

粗大ごみ 104 94 101 100 86 89 99 88 99 82 70 102

使用済小型家電 2 1 1 4 1 1 1 2 1 1 4 1

477

577

458

388

485

308

631

421

334

519

351
403

154 146
121

113
117 124 145

120

203

81

102
175

104 94

101 100 86 89 99 88

99

82
70

102

2 1 1 4 1 1 1 2 1 1 4 1 
0

50
100
150
200
250
300
350
400
450
500
550
600
650
700

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

総量 11,497 12,201 13,362 11,489 14,536 10,342 10,787 9,987 11,468 9,740 8,873 10,282

可燃ごみ収集量 5,300 5,557 5,650 5,614 5,801 5,741 5,552 5,234 5,286 4,685 4,274 5,094

可燃ごみ民間搬入量 4,460 4,847 6,160 4,383 7,045 3,219 3,461 3,307 4,558 3,526 3,231 3,617

資源物 1,000 979 871 887 1,001 860 898 815 987 846 841 890

11,497
12,201

13,362

11,489

14,536

10,342 10,787
9,987

11,468

9,740

8,873

10,282

5,300 5,557

5,650

5,614

5,801

5,741 5,552 5,234 5,286
4,685 4,274

5,094

4,460
4,847

6,160

4,383

7,045

3,219 3,461 3,307
4,558

3,526 3,231

3,617

1,000 979 871 887 1,001 860 898 815 987
846 841

890

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000
（単位：ｔ）

（単位：ｔ）

　　使用済小型家電リサイクルについては、平成２７年２月から実施。側溝土砂については、実績なし。

※総量＝（可燃ごみ収集量＋可燃ごみ民間搬入量＋資源物＋不燃ごみ収集量＋不燃ごみ民間搬入量＋粗大ごみ＋側溝土砂+使用済小型家電）



（１０）センター別焼却量
（単位：ｔ）

（１１）破砕処理内容
　　  （単位：ｔ）

（１２）年度別ごみ処理の状況
 　   （単位：ｔ）

33,018 60,010

39,868 64,182

平成25年度 47,421 64,366

平成23年度

平成17年度 41,097
40,018

40,624

39,646 56,047

平成16年度
65,557
66,725

平成19年度 66,567 40,989
平成18年度

平成20年度
平成21年度

平成15年度

年度
平成11年度
平成12年度
平成13年度
平成14年度

38,609
69,727

64,074
68,224
69,115

あぶくまクリーンセンター あらかわクリーンセンター
38,607

平成22年度 34,416 57,838

64,547
61,731

42,330
40,609
35,982

平成27年度 51,709 66,035

平成24年度 45,403 60,040

平成26年度 50,463 62,448

105,709
103,156 102,355

106,654 106,743 107,556

95,693
93,028 92,254

104,050 105,443

111,787 112,911

21,742 21,576 20,282 22,486 21,644 21,557
16,016

13,053 12,983
17,661

22,116 21,774 20,204

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

１４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６

焼却処理量 埋立処理量

105,709 
103,156 

102,355 

106,654 

106,743 

107,556 

95,693 

93,028 92,254 

104,050 

105,443 

111,787 112,911 

117,744 

21,742 

21,576 

20,282 

22,486 

21,644 

21,557 

16,016 

13,053 

12,983 

17,661 

22,116 21,774 

20,204 

21,258 

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

80,000

90,000

100,000

110,000

120,000

１４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７

焼却処理量 埋立処理量

焼却処理量 埋立処理量

［年度］

搬入量 金属類 割合 搬入量 金属類 割合 搬入量 金属類 割合
４月 1,073.60 251.96 23.47 765.93 168.62 22.02 724.83 177.89 24.54

５月 954.71 228.79 23.96 1,017.80 257.86 25.34 798.04 181.28 22.72

６月 871.79 204.14 23.42 738.75 174.78 23.66 904.71 211.89 23.42

７月 779.31 176.60 22.66 643.97 148.15 23.01 636.60 150.37 23.62

８月 828.75 190.38 22.97 796.59 167.14 20.98 798.43 177.77 22.26

９月 707.69 151.74 21.44 739.04 174.29 23.58 504.55 114.66 22.73

１０月 732.48 162.86 22.23 658.03 154.27 23.44 896.07 214.60 23.95

１１月 719.76 164.23 22.82 731.61 169.87 23.22 671.65 171.10 25.47

１２月 754.09 189.51 25.13 615.45 147.72 24.00 671.32 167.57 24.96

１月 811.48 191.58 23.61 789.69 171.28 21.69 858.22 201.00 23.42

２月 459.01 83.92 18.28 526.25 107.33 20.40 173.43 44.11 25.43

３月 717.54 171.33 23.88 770.51 197.00 25.57 961.35 243.91 25.37

合計 9,410.21 2,167.04 23.03 8,793.62 2,038.31 23.18 8,599.20 2,056.15 23.91

平成２６年度 平成２７年度　  年度

 月
平成２５年度
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（１３）側溝土砂収集運搬実績

（１４）犬、猫等処分状況

収集運搬 自己搬入 収集運搬 自己搬入 収集運搬 自己搬入 収集運搬 自己搬入

平成13年度 238 732 272 686 1,514 1,418 2,932

平成14年度 277 787 280 677 1,657 1,464 3,121

平成15年度 245 751 265 705 1,705 1,456 3,161

平成16年度 241 899 300 746 1,510 1,902 3,412

平成17年度 234 881 281 793 1,069 348 1,584 2,022 3,606

平成18年度 179 763 228 772 1,085 562 1,492 2,097 3,589

平成19年度 198 858 213 808 1,096 649 1,507 2,315 3,822

平成20年度 181 763 234 820 1,041 637 1,456 2,220 3,676

平成21年度 178 825 232 848 1,083 606 1,493 2,279 3,772

平成22年度 151 852 192 825 1,058 792 1,401 2,469 3,870

平成23年度 174 779 204 882 1,018 793 1,396 2,454 3,850

平成24年度 162 813 163 844 1,087 888 1,412 2,545 3,957

平成25年度 171 792 208 833 995 1,054 1,374 2,679 4,053

平成26年度 163 777 185 844 967 1,093 1,315 2,714 4,029

平成27年度 144 746 179 977 846 1,100 1,169 2,823 3,992

（１５）フロン回収事業実績（除湿機等）

区分
年度

969

平成21年度 940 10,326

976

飼犬

1,004

0

3,490

10,396

11,381

10,948

1,131

平成16年度

1,145 11,975

1,107

台 kg

回収量回収台数

0

平成27年度 0

1,100

1,195

0

1,115

1,061

平成18年度

平成17年度

平成19年度 1,009

年度 収集量 経費（収集委託）

平成15年度

ｔ 千円

11,349

11,358

平成14年度

24.6

平成19年度

平成22年度 906

平成18年度

平成20年度

9,863

306平成23年度

平成24年度

11,516

平成20年度

平成24年度 359 29.8

平成22年度 264 23.8

336
305

（頭数）

平成23年度 360 27.4

21.4
29

合計
飼猫等 計

25.7

37.6

平成25年度 0 0

402

平成25年度

野良
(H16より集計方法変更)

460

平成21年度 293

28.8

平成27年度 444 30.1

平成26年度 0 0

　　区分

 年度

平成26年度 452
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 Ｂ．ごみ質分析表

  （１）あぶくまクリーンセンター

ＮＯ．１ ＮＯ．２ ＮＯ．３ ＮＯ．４

27.5.12 27.8.11 27.11.17 28.2.12

120 120 120 110 118

紙・布類（％） 46.1 44.2 40.8 49.8 45.2

木・竹・わら類（％） 8.9 12.1 13.0 8.5 10.6

ビニール・合成樹脂・ゴム類（％） 22.6 26.5 21.1 22.6 23.2

ちゅう芥類（％） 13.7 12.8 16.2 13.6 14.1

不燃物類（％） 0.7 1.1 1.3 1.2 1.1

その他（％） 8.0 3.3 7.6 4.3 5.8

水分（％） 40.2 40.6 42.6 41.2 41.2

灰分（％） 6.8 6.8 6.2 6.9 6.7

可燃物（％） 53.0 52.6 51.2 51.9 52.1

低位発熱量（ｋｃａｌ／ｋｇ） 2,386 2,384 2,253 2,379 2,351

　　　　　　※（ｋＪ／ｋｇ） 9,990 9,980 9,430 9,960 9,840

（２）あらかわクリーンセンター

ＮＯ．１ ＮＯ．２ ＮＯ．３ ＮＯ．４

27.4.7 27.7.7 27.10.6 28.1.5

160 172 150 117 150

紙・布類（％） 69.1 43.6 58.2 65.0 59.0

木・竹・わら類（％） 7.0 17.6 12.4 3.5 10.1

合成樹脂・ゴム類（％） 17.4 20.1 16.5 18.5 18.1

ちゅう芥類（％） 4.9 12.5 8.4 9.6 8.9

不燃物類（％） 0.4 1.0 1.2 2.3 1.2

その他（％） 1.2 5.2 3.3 1.1 2.7

水分（％） 40.8 50.2 41.2 35.3 41.9

灰分（％） 4.7 6.2 6.9 6.1 6.0

可燃物（％） 54.5 43.6 51.9 58.6 52.1

低位発熱量（ｋｃａｌ／ｋｇ） 2,450 2,130 2,480 2,590 2,413

　　　　　　※（ｋＪ／ｋｇ） 10,300 8,920 10,400 10,800 10,105

※上記中、熱量の単位については、１９９３年１１月施行の計量法により「ＳＩ（国際単位系）」へ
移行されたが参考のため換算し併記した。　１cal＝４．１８６０５Ｊ（ジュール）

乾
燥
後
の
種
類
組
成

理
化
学
的
性
状

平均
試料番号

採取年月日

単位容積重量（ｋｇ／㎥）

乾
燥
後
の
種
類
組
成

理
化
学
的
性
状

試料番号
平均

採取年月日

単位容積重量（ｋｇ／㎥）
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６．ごみ減量化促進対策事業について

（１）集団資源回収団体報奨金交付制度実績
　　　　区分
 年度 登録団体数 回収量 報奨金 経費 回収回数

団体 ｔ 千円 回　

平成11年度 392 3,519 ６円／ｋｇ 20,997 1,278
平成12年度 366 3,659 ５円／ｋｇ 18,325 1,226
平成13年度 359 3,776 〃 18,879 1,216
平成14年度 344 3,588 〃 17,939 1,167
平成15年度 356 3,810 〃 18,923 1,204
平成16年度 356 3,992 〃 19,844 1,279
平成17年度 346 4,106 〃 20,407 1,249
平成18年度 350 4,176 〃 20,557 1,347
平成19年度 343 4,184 〃 20,641 1,347
平成20年度 349 3,794 〃 18,860 1,362
平成21年度 356 3,574 〃 17,774 1,462
平成22年度 346 3,290 〃 16,402 1,334
平成23年度 321 2,837 〃 14,165 1,290
平成24年度 322 2,905 〃 14,464 1,324
平成25年度 316 2,761 〃 13,777 1,221
平成26年度 308 2,943 〃 14,662 1,314
平成27年度 315 2,833 〃 13,964 1,334

(２）紙パック回収事業実績

小学校 中学校 計
校 校 校 ｋｇ

平成12年度 27 7 34 9,250 希望校
平成13年度 30 7 37 8,220 希望校
平成14年度 33 7 40 8,178 希望校
平成15年度 32 8 40 9,529 希望校
平成16年度 31 9 40 9,914 希望校
平成17年度 32 10 42 11,517 希望校
平成18年度 35 10 45 10,822 希望校
平成19年度 37 10 47 10,810 希望校
平成20年度 38 9 47 9,499 希望校
平成21年度 36 9 45 8,419 希望校
平成22年度 34 9 43 6,505 希望校
平成23年度 34 8 42 6,385 希望校
平成24年度 32 9 41 6,093 希望校
平成25年度 31 9 40 5,705 希望校
平成26年度 30 8 38 5,258 希望校
平成27年度 30 10 40 5,264 希望校

（３）生ごみ処理容器購入助成制度実績
　　　　区分
 年度 基数 助成額

基　 千円

平成9年度 385 1,564
平成10年度 329 1,778
平成11年度 578 8,999
平成12年度 575 9,626
平成13年度 384 6,327
平成14年度 595 6,561
平成15年度 272 4,004
平成16年度 334 5,339
平成17年度 209 3,399
平成18年度 128 1,800
平成19年度 156 2,090
平成20年度 155 1,636
平成21年度 126 1,518
平成22年度 79 760
平成23年度 41 379
平成24年度 49 447
平成25年度 44 389
平成26年度 46 511
平成27年度 44 371

区分
回収量

　　　　区分
 年度 備考
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７．し 尿 処 理 

（１）し尿処理の変遷 

    わが国では、古くからし尿は農業を営むうえで貴重な肥料として、永い間、農家が自由にくみ

取りを行っていた。 

    終戦後（昭和２５～２６年頃を境として）工業生産の向上による化学肥料の普及とともに、市

内のくみ取りに円滑性を欠くようになった。清掃法の制定に従い、業者を許可し、し尿収集の円

滑化を図った。 

    収集したし尿を衛生的に処理するため、昭和３７年３月９０kl/日の衛生処理場を建設したが、

都市化の進行と人口増加により、年々し尿の収集量は増加の一途をたどり、４４年には、１３５

kl/日に改修、更に５３年３月には２００kl/日の処理能力に改造した。 

    なお、町村合併当時の事情もあり、飯坂地区は伊達地方衛生処理組合、松川地区は川俣方部衛

生処理組合の所管となっている。近年は公共下水道の整備や浄化槽の普及に伴い、年々くみ取り

世帯数が減少してきており、今後はこれらに対応した適正なし尿処理を推進していく必要がある。 

 

 

（２）し尿収集実績（平成２７年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 人 人 人 人

水 人

洗

化 口

非 化

水 人

洗 口

2,634

3,632

4,285

-

4,285

1,325

（平成２８年３月３１日現在）

地区
中央 飯坂 松川 計飯野

区分

行政区域人口
242,516 21,916 13,781 283,823

下水道人口 166,369 6,626 832 173,827

5,610

-

90,309

農業集落排水 2,127 - - 2,127

し尿浄化槽人口 66,366 10,162 9,496

266,263

し尿くみとり 7,654 5,128 3,453 17,560

計 234,862 16,788 10,328

収 8,520 2,282 1,919

浄化槽汚泥 33,561 3,587

17,560

し　　　尿
13,719

計 7,654 5,128 3,453 1,325

998

※　外国人登録者数　７３９世帯　１，５９０人

6,630 46,412

量
計 42,081 5,869 8,549 60,131

集



（３）年度別衛生処理場投入量（全体） （４）年度別衛生処理場投入量（中央分）
(単位：kl) (単位：kl)

　　 　区分
 年度 し尿 浄化槽汚泥 計

　　 　区分
 年度 し尿 浄化槽汚泥 計

平成１５年度 21,474 47,315 68,789 平成１５年度 15,349 37,298 52,647
平成１６年度 20,019 47,466 67,485 平成１６年度 14,209 37,478 51,687
平成１７年度 18,858 46,927 65,785 平成１７年度 12,819 37,454 50,273
平成１８年度 17,836 46,836 64,672 平成１８年度 12,007 36,704 48,711
平成１９年度 16,642 45,655 62,297 平成１９年度 11,104 35,867 46,971
平成２０年度 16,607 47,174 63,781 平成２０年度 10,474 36,380 46,854
平成２１年度 15,797 48,463 64,260 平成２１年度 9,782 37,174 46,956
平成２２年度 14,897 47,944 62,841 平成２２年度 9,068 36,590 45,658
平成２３年度 14,278 47,643 61,921 平成２３年度 8,709 35,776 44,485
平成２４年度 13,985 48,370 62,355 平成２４年度 8,506 36,140 44,646
平成２５年度 14,216 49,791 64,007 平成２５年度 8,724 36,795 45,519
平成２６年度 13,957 48,177 62,134 平成２６年度 8,738 35,644 44,382
平成２７年度 13,719 46,412 60,131 平成２７年度 8,520 33,561 42,081
※平成20年7月1日より飯野地区分算入 ※飯坂、松川及び飯野地区を除く

　※年度別衛生処理場投入量（中央分）
（単位：ｋｌ）

15,349 

14,209 
12,819 

12,007 
11,104 10,474 9,782 

9,068 
8,709 8,506 

8,724 8,738 8,520 

37,298 
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35,776 36,140 
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し尿 浄化槽汚泥 計
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（５）収集処理の状況

①収集方法
全域許可業者による。
許可業者の概要は１１４ページのとおりである。

人 世帯 社 台 人
242,516 104,629 10 22 62

②一部事務組合

名称

構成

管理者

事務所

施設

参考

名称
構成
管理者

事務所

施設

参考

（平成２８年３月３１日現在）

平成２７年度福島市負担率　５４．４４％
平成２７年度福島市負担金　６５，９３６千円

福島市（松川地区・飯野地区）、川俣町　１市１町
古川　道郎

伊達郡川俣町飯坂字下戸山９－４
ＴＥＬ５６５－２７２０
ＦＡＸ５６５－２７２０

標準脱窒方式　６０ｋｌ／日

伊達市保原町字西新田１－１
ＴＥＬ５８２－２０５１
ＦＡＸ５８２－４６４１

し尿処理施設　伊達郡桑折町大字伊達崎字舟場東１－１（TEL５７５－２３７１）
膜分離高負荷脱窒素処理方式　８５ｋｌ／日

平成２７年度福島市負担率　２２．８８％
平成２７年度福島市負担金　５７，６９８千円

川俣方部衛生処理組合

伊達地方衛生処理組合

福島市（飯坂地区のし尿のみ）、川俣町（ごみ処理のみ）、伊達市、桑折町、国見
町　２市３町

仁志田　昇司

283,823 121,160 19 60 128

21

2883

業者数

計

21,916 9,245 4 24 17

管      轄

福島市

伊達地方衛生処理組合

川俣方部衛生処理組合

飯坂・松川・飯野
地区を除く全市内

飯坂地区

松川地区 5,392

従業員数
　　　　 区分
 区域

行政人口 行政世帯数

2 6

車台数

飯野地区 5,610 1,894

13,781
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③一部事務組合への投入実績

伊達地方衛生処理組合投入量 （単位：ｋｌ）

し尿 浄化槽汚泥 計

平成8年度 60,879 4,926 9,563 14,489

平成9年度 58,349 5,006 8,939 13,945

平成10年度 57,767 5,031 8,028 13,059

平成11年度 57,941 5,036 8,228 13,264

平成12年度 55,212 4,523 8,110 12,633

平成13年度 45,629 3,372 6,780 10,152

平成14年度 38,577 3,335 5,687 9,022

平成15年度 39,155 3,314 5,903 9,217

平成16年度 38,241 3,169 5,863 9,032

平成17年度 38,919 3,480 4,922 8,402

平成18年度 38,719 3,333 5,673 9,006

平成19年度 36,754 3,157 4,782 7,939

平成20年度 33,589 3,040 4,232 7,272

平成21年度 29,776 2,801 3,708 6,509

平成22年度 29,157 2,775 3,657 6,432

平成23年度 29,355 2,592 3,588 6,180

平成24年度 28,372 2,519 3,553 6,072

平成25年度 28,251 2,365 4,108 6,473

平成26年度 27,526 2,276 3,609 5,885

平成27年度 26,680 2,282 3,587 5,869

川俣方部衛生処理組合投入量 （単位：ｋｌ）

し尿 浄化槽汚泥 計

平成7年度 16,029 3,677 1,752 5,429

平成8年度 17,408 3,533 2,893 6,426

平成9年度 17,669 3,411 3,158 6,569

平成10年度 18,180 3,364 3,555 6,919

平成11年度 18,083 3,155 3,598 6,753

平成12年度 18,091 3,044 3,937 6,981

平成13年度 18,269 2,966 4,022 6,988

平成14年度 18,166 2,914 4,058 6,972

平成15年度 18,328 2,811 4,114 6,925

平成16年度 18,125 2,641 4,125 6,766

平成17年度 18,485 2,559 4,551 7,110

平成18年度 18,757 2,496 4,459 6,955

平成19年度 18,810 2,381 5,006 7,387

平成20年度 18,636 3,093 6,562 9,655

平成21年度 19,035 3,214 7,581 10,795

平成22年度 19,390 3,054 7,697 10,751

平成23年度 20,012 2,977 8,279 11,256

平成24年度 20,164 2,960 8,677 11,637

平成25年度 21,262 3,127 8,885 12,012

平成26年度 21,613 2,943 8,924 11,867

平成27年度 21,792 2,917 9,264 12,181

　　　　区分
 年度 総量

飯坂町分投入量

　　　　区分
 年度 総量

松川町・飯野町分投入量
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（６）収集手数料 

◎中央地区（飯坂、松川、飯野除く） 

○従量制 １８ℓ当り １８０．３６円（消費税込） 

○定額制 

世帯割 １世帯１回につき ２３７．６０円（〃） 

人員割 １人１ヶ月当り ３９９．６０円（〃） 

○最低料金 従量制１８０ℓ未満 １，４６８．８円（〃） 

○割増料 ホース延長４０ｍを超えるとき ２０％増（〃） 

消費税 ８％上乗せ 

 

◎飯坂地区（伊達地方衛生処理組合） 

○従量制 １８ℓ当り １５０円（消費税別） 

○定額制 １人１ヶ月当り ４００円（〃） 

消費税 ８％上乗せ 

 

◎松川・飯野地区（川俣方部衛生処理組合） 

○従量制 １８ℓ当り １８０．３６円（消費税込） 

○定額制 世帯割 １世帯１回につき ２３７．６０円（〃） 

人員割 １人１ヶ月当り ３９９．６０円（〃） 

○最低料金 従量制１８０ℓ未満１４６８．８円（〃） 

○割増料 ホース延長４０ｍ超えるとき ２０％増（〃） 

 消費税 ８％上乗せ 

 

（７）し尿収集処理の経路 

 

 

 

 

 

 

 

福島市（飯坂地区） 

福島市 

衛生処理場 

伊達地方衛生処理

組合衛生処理場 

川俣方部衛生処理

組合衛生処理場 

福島市（飯坂、松川、

飯野地区除く） 

福島市（松川、飯野

地区） 



※参　　考
・し尿汲取手数料改正の経過

１８ℓ当 １ℓ当 値上率 世帯割 人員割 値上率
円 円 ％ 円 円 ％

昭和37年6月1日 19.00 1.08
昭和45年2月1日 28.00 1.56 47.4
昭和47年11月1日 39.00 2.17 39.3
昭和49年4月1日 66.00 3.67 69.2 180
昭和52年11月1日 86.00 4.78 30.3 120 200 27.8
昭和55年11月1日 97.00 5.41 12.8 120 230 13.0
昭和59年5月1日 123.00 6.83 26.8 160 290 26.9
平成2年5月1日 135.00 7.50 9.8 180 320 11.1
平成7年12月1日 167.00 9.28 23.7 220 370 18.0
平成16年4月1日 175.35 9.74 消費税込表示 231 389 消費税込表示

平成26年4月1日 180.36 10.02 消費税込表示 238 400 消費税込表示

（８）浄化槽

①浄化槽設置基数の推移 （単位：基） ②浄化槽の設置計画
年度別 ・補助対象（５～１０人槽）
設置数 単独 合併処理 計 年度 基数

平成7年度 1,642 34,326 3,757 38,083 7 400
平成8年度 1,476 34,899 4,660 39,559 8 557
平成9年度 1,230 35,346 5,443 40,789 9 564
平成10年度 1,167 35,805 6,151 41,956 10 505
平成11年度 1,166 36,096 7,026 43,122 11 686
平成12年度 945 36,206 7,861 44,067 12 601
平成13年度 886 36,179 8,656 44,835 13 625
平成14年度 679 35,885 9,302 45,187 14 500
平成15年度 718 34,942 9,926 44,868 15 525
平成16年度 638 33,938 10,429 44,367 16 501
平成17年度 601 23,313 10,352 33,665 17 447
平成18年度 669 22,774 10,971 33,745 18 437
平成19年度 518 22,441 11,248 33,689 19 380
平成20年度 417 22,786 11,759 34,545 20 368
平成21年度 389 22,262 11,951 34,213 21 245
平成22年度 395 21,760 12,114 33,874 22 271
平成23年度 360 21,231 12,253 33,484 22 212
平成24年度 340 18,961 12,433 31,394 24 237
平成25年度 467 18,621 12,848 31,469 25 223
平成26年度 393 18,400 13,170 31,570 26 244
平成27年度 520 18,213 13,568 31,781 27 222

※①②共に、平成20年7月2日より飯野地区分算入 設置実績計 9,265

設置基数

従量制 定額制　　　　区分
 年月日

　　　　区分
 年度
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８．清掃関係予算決算の状況
（１）平成２８年度歳入歳出当初予算について

①平成２８年度一般会計歳入歳出予算  （単位：千円）

②平成２８年度清掃事業歳入予算 （単位：千円）

歳入 金額 歳出 金額

市税 38,200,000 議会費 660,795
地方譲与税 965,000 総務費 8,995,454
利子割交付金 69,000 民生費 34,449,854
配当割交付金 151,000 衛生費 9,045,781
株式等譲渡所得割交付金 36,000 労働費 202,550
地方消費税交付金 5,076,000 農林水産業費 14,516,632
ゴルフ場利用税交付金 11,000 商工費 4,499,311
自動車取得税交付金 180,000 土木費 11,503,032
国有提供施設等所在市町村助成交付金 2,040 消防費 3,147,687
地方特例交付金 122,000 教育費 8,842,262
地方交付税 11,150,000 災害復旧費 84,200,000
交通安全対策特別交付金 56,000 公債費 8,316,642
分担金及び負担金 1,262,070 予備費 200,000
使用料及び手数料 1,749,689
国庫支出金 13,992,285
県支出金 103,071,673
財産収入 259,851
寄附金 325,645
繰入金 2,161,566
繰越金 1
諸収入 3,899,380
市債 5,839,800

歳入合計 188,580,000 歳出合計 188,580,000

　あぶくま 　あらかわ 新最終処分場
クリーンセンター クリーンセンター 　建設室

ヘルシーランド福島使用料 384 384

じん芥処理施設使用料 49 4 53

廃棄物処理等手数料 580 72,667 254,769 328,016
廃棄物処理施設モニタリン
グ事業費補助金 3,621 2,592 6,213

災害等廃棄物処理事業委託金 197,487 69,786 267,273
大規模公共建築物耐震診断
事業費補助金 2,258 2,258

循環型社会形成推進交付金 38,146

県支出金
産業廃棄物処理安全確認支
援事業費補助金 279 279

財産収入 資源物売払収入 137,625 137,625

繰入金(基金) 環境基金繰入金 78,595 78,595

繰越金 前年度繰越金 0

電気使用料 93 106 199

雑入 52 490 1 543
あらかわクリーンセンター
売電収入 178,735 178,735

ごみ処理施設整備債 141,100 141,100

し尿処理施設整備債 22,500 22,500

26,053 415,507 643,618 38,146 78,595 1,163,773

　　　　　 区分
 款

細　節 清掃管理課 環境課 合計

合計

使用料及び
手数料

諸収入

市債

国庫支出金
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③平成２８年度清掃事業細目別歳出当初予算 (単位：千円）

目別 し尿処理費 合計

節別
環境衛生
諸費

産業廃棄
物対策費

廃棄物対策
費

あぶくまクリーン
センター費

あらかわクリーン
センター費 復興事業費

衛生処理組
合負担金

衛生処理場
整備事業費

衛生処理場耐震
化事業費

衛生処理場
費

（１）報酬       360        360

（２）給料          -

（３）職員手当等          -

（４）共済費          -

（７）賃金       116        116

（８）報償費      287    14,048        34     14,369

（９）旅費      142       78       660       147       216 242       160      1,645

（１１）需用費    3,984       76        9     8,754   252,911    38,872    43,643    1,121    349,370

（１２）役務費      651     1,018     1,702     5,854        54      9,279

（１３）委託料    2,295    3,454   924,518   472,734   814,532   332,320 30,000 5,400    52,837   90,711  2,728,801
（１４）使用料及び
賃借料    7,397       489       158       198      8,242
（１５）工事請負費

  199,800    14,400     9,000    5,400    228,600
（１６）原材料費       270        270
（１８）備品購入費

    3,400       249      740      4,389
（１９）負担金補助
及び交付金      191      610      133     5,414       237       226  129,015       119    5,167    141,112
（２２）補償、補填
及び賠償金          -
（２７）公課費       170     1,578       686      2,434

細目合計   14,660      973    3,674   958,831   929,653   875,267   332,320  129,015    30,242     5,400   105,813  103,139  3,488,987

目計   14,660  103,139  3,488,987

4
6

※伊達地方衛生処理組合(飯坂地区）、川俣方部衛生処理組合(松川・飯野地区）に対する福島市負担金を含む。

ﾍﾙｼｰﾗﾝﾄﾞ
福島費

              4,647

環境衛生費

3,096,071                                                                   270,470

じん芥処理費
清掃総務
費



（２）平成２７年度歳入歳出決算について

※清掃関係予算の推移

(人口・世帯数は各年4月1日現在で算出）

千円 千円 ％ 円 円

15 79,550,000 3,774,473 4.74 13,045 35,445

16 82,850,000 3,168,881 3.82 10,944 29,414

17 77,520,000 3,324,048 4.29 11,500 30,615

18 79,760,000 5,625,227 7.05 19,468 51,955

19 83,840,000 9,106,652 10.86 31,622 83,510

20 80,070,000 3,417,925 4.27 11,920 30,602

21 85,020,000 3,504,195 4.12 11,957 31,117

22 89,550,000 3,676,165 4.11 12,565 32,399

23 87,980,000 3,280,035 3.73 11,243 28,739

24 129,920,000 5,551,082 4.27 19,534 49,530

25 159,900,000 3,386,776 2.12 12,004 29,992

26 178,750,000 3,526,022 1.97 12,514 30,847

27 210,210,000 3,893,619 1.85 13,816 33,601

28 188,580,000 3,488,983 1.85 12,396 29,708

年度

一般会計に占める
割合

人口一人当りの
清掃予算

一世帯当りの
清掃予算一般会計 清掃関係予算

①平成２７年度清掃事業歳入決算 （単位：円）

款
細　節 清掃管理課 あぶくまクリー

ンセンター

あらかわクリー

ンセンター
合　計

使用料及び ヘルシーランド福島使用料 384,179 384,179

手数料 じん芥処理施設使用料 49,920 4,500 54,420

廃棄物処理等手数料 70,000 75,315,300 255,389,700 330,775,000

国庫支出金 廃棄物処理施設モニタリン
グ事業費補助金 3,645,000 2,394,360 6,039,360

災害廃棄物処理事業費補助
金 0

災害等廃棄物処理事業委託
金 147,316,552 58,371,516 205,688,068

県支出金
産業廃棄物処理安全確認支
援事業費補助金 278,000 278,000

財産収入

資源物売払収入 138,906,410 138,906,410
繰越金

前年度繰越金 0

諸収入 電気使用料 52,649 89,964 101,547 244,160

雑入 430,760 550,392 37,472 1,018,624

あらかわクリーンセンター売電収入 209,304,507 209,304,507

市債 ごみ処理施設整備債 0

し尿処理施設整備費 4,900,000 4,900,000

合計 6,115,588 226,967,128 664,510,012 897,592,728

区分
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4
8

②平成２７年度清掃事業細目別歳出決算 (単位：円）

目別 環境衛生費 じん芥処理費 し尿処理費 ヘルシーランド福島費

節別

環境衛生諸
費

産業廃棄物
対策費

廃棄物対策費
あぶくまクリーン

センター費

あらかわクリーン

センター費
復興事業費 衛生処理組

合負担金
衛生処理場整

備事業費
衛生処理場費

ヘルシーラン

ド福島費

（１）報酬 288,000 288,000

（２）給料 329,481,874 4,395,900 333,877,774

（３）職員手当等 179,134,719 2,828,397 181,963,116

（４）共済費 98,419,640 1,356,847 99,776,487

（７）賃金 115,200 115,200

（８）報償費 287,000 14,010,565 34,000 24,802 14,356,367

（９）旅費 131,360 50,200 144,516 43,210 128,850 109,050 158,440 765,626

（１１）需用費 3,084,328 244,793 8,887 7,719,436 252,293,324 38,203,339 41,293,683 901,800 343,749,590

（１２）役務費 27,864 1,709,617 1,906,948 4,775,918 32,832 5,400 8,458,579

（１３）委託料 2,293,920 3,324,888 820,003,449 486,808,595 809,658,619 285,078,960 8,113,920 42,041,246 89,679,641 2,547,003,238
（１４）使用料及び
        賃借料 7,396,844 36,879 154,159 176,086 7,763,968

（１５）工事請負費 2,106,000 42,904,620 7,510,320 8,985,600 1,299,240 62,805,780

（１６）原材料費 263,622 263,622

（１８）備品購入費 993,697 701,136 2,518,884 4,213,717
（１９）負担金補助
        及び交付金 181,000 429,500 121,000 5,382,619 241,900 115,400 123,634,000 118,800 4,708,500 134,932,719

（２７）公課費 107,600 1,478,800 684,500 2,270,900

細目合計 622,257,549 961,293 3,504,975 850,396,378 786,911,514 861,287,032 285,078,960 123,634,000 8,222,970 101,211,745 99,138,267 3,742,604,683

目計 622,257,549 99,138,267 3,742,604,683

※伊達地方衛生処理組合（飯坂地区）、川俣方部衛生処理組合（松川・飯野地区）に対する福島市負担金を含む。

合計清掃総務費

4,466,268 233,068,7152,783,673,884



○手数料推移

焼却 埋立 焼却 埋立 備考 手数料 再交付
円 円 円 円

昭４７．４ 7 6 - - - 1,000 500
昭５１．４ 15 10 - - - 3,000 1,500

骨壷単価

昭５５．１２ 25 20 - - 400 5,000 2,500
昭６０．１０ 25 20 - - 500 5,000 2,500

円 円

平３．１０ 500 5,000 2,500
H10.4 H10.4

平１０ 500 10,000 5,000
遺骨の引取りを

希望する場合

遺骨の引取りを

希望しない場合

遺骨の引取りを

希望する場合

遺骨の引取りを

希望しない場合

平２２. ７ 3,000 2,000 2,000 1,000 500 10,000 5,000

<<備考>>産業廃棄物及び事業系一般廃棄物手数料は１０kg当りの単価

H10.6 H10.6

100 100

700
1,000

1,000

1,000

1,400
2,000

2,000

2,000

収集

400
800

400
400

円円

一般廃棄物処理業及び浄化槽

清掃業許可証交付手数料犬・猫等処分手数料事業系一般産業廃棄物　　　区分
年度

100

50 50

100

自己搬入

※清掃関係各年度決算状況

○歳入決算         (単位：千円)

　　款別
 

年度

使用料及び
手数料

国・県補助金 財産売払収入 前年度繰越金 諸収入 市債 合計

16 372,484 21,878 92,131 - 586 - 487,079
17 369,560 5,065 108,787 - 1,322 - 484,734
18 355,785 1,043,290 170,537 - 458 386,900 1,956,970
19 350,192 930,364 224,823 1 656 4,709,600 6,215,636
20 314,279 361,179 229,082 1 27,892 1,020,800 1,953,233
21 302,073 16,018 117,313 - 43,081 28,700 507,185
22 282,136 75,339 164,707 19,705 55,974 171,200 769,061
23 301,145 739,029 180,951 17,200 102,909 29,600 1,370,834
24 321,245 2,908,924 146,567 436,588 79,999 11,900 3,905,223
25 334,446 1,423,656 152,709 417,375 167,064 - 2,495,250
26 331,641 189,325 180,826 - 190,776 - 892,568
27 331,214 212,006 138,906 - 210,567 4,900 897,593

○歳出決算          (単位：千円)

　　目別
 

年度
清掃総務費 環境衛生費 じん芥処理費 し尿処理費

ヘルシーランド福

島費(健康福祉セ

ンター費）
合計

16 1,025,263 8,423 1,864,346 230,302 128,887 3,257,221
17 1,040,151 7,341 2,012,458 215,223 109,217 3,384,390
18 1,015,159 6,570 3,447,302 239,060 115,810 4,823,901
19 1,033,817 7,812 1,906,519 201,893 95,805 3,245,846
20 860,269 7,117 3,537,286 232,647 101,499 4,738,818
21 714,083 7,271 2,476,542 244,561 96,060 3,538,517
22 667,931 6,349 2,616,392 240,375 93,421 3,624,468
23 647,271 4,511 3,256,098 208,928 98,786 4,215,594
24 636,102 3,509 6,144,673 220,624 96,226 7,101,134
25 606,404 5,208 4,119,000 205,718 96,034 5,032,364
26 612,252 4,407 2,717,602 221,820 99,256 3,655,337
27 622,258 4,466 2,783,674 233,069 99,138 3,742,605
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９．廃棄物処理原価について

（１）平成２７年度廃棄物処理原価計算書

人件費(千円） 607,037 204,545 138,563 263,929 6,598 56,085 65,982 135,264

物件費（千円） 2,493,237 56,857 863,784 1,572,596 74,864 128,086 1,322,046 47,600

減価償却費（千円） 594,550 118 594,432 2,757 14,189 550,672 26,814

計（千円） 3,694,824 261,402 1,002,465 2,430,957 84,219 198,360 1,938,700 209,678

処理量（t） 134,564 134,564 80,876 156,179 21,258 8,599 117,744 8,578

１t当経費（円） 27,458 1,943 12,395 15,565 3,962 23,068 16,465 24,444

１世帯当り（円） 30,495 世帯数 121,160

１人当り（円） 13,018 人口 283,823

（２）年度別の推移

破　砕 資源化
収　集

　　　 区分

 項目

平成２８年３月３１日現在

処　　　　分

合　計 管理啓発
小　計 埋　立 焼　却
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１０．清掃関係機関・団体等について
※平成２８年４月１日現在

団体名 代表者 〒 住所
ＴＥＬ
ＦＡＸ

設立年度

公益社団法人
全国都市清掃会議

会長　横浜市資
源循環局長
尾仲　富士夫

１１３－
００３３

東京都文京区本郷３－３－１１
（IPBお茶の水７F）

・０３－５８０４－６２８１
・０３－３８１２－４７３１

昭和22年

全国都市清掃会議
東北地区協議会

幹事長　仙台市
環境局長
小林　仁

９８０－
０８０３

仙台市青葉区一番町四丁目７－１７
（環境局総務課内）

・０２２－２１４－８２１４
・０２２－２６８－２８６１

昭和38年

全国都市清掃会議
福島県部会

部会長　福島市
長
小林　香

９６０－
８６０１

福島市五老内町３番１号
（環境部清掃管理課内）

・０２４－５２５－３７４４
・０２４－５３５－１４０１

平成10年6月26日

東北地区
適正処理困難指定
廃棄物対策協議会

会長　仙台市環
境局長
小林　仁

９８０－
０８０３

仙台市青葉区一番町四丁目７－１７
（環境局総務課内）

・０２２－２１４－８２１４
・０２２－２６８－２８６１

平成6年11月15日

福島県
適正処理困難指定
廃棄物対策協議会

会長　福島市長
小林　香

９６０－
８６０１

福島市五老内町３番１号
（環境部清掃管理課内）

・０２４－５２５－３７４４
・０２４－５３５－１４０１

平成7年2月24日

ごみ焼却余熱
有効利用促進
市町村等連絡協議会

代表幹事　東京
２３区
一部事務組合
大塚　好夫

１０２－
００７２

東京都千代田区飯田橋三丁目５－１
東京区政会館１３階
（東京都二十三区清掃一部事務組合
施設管理部内）

・０３－６２３８－０７４２
・０３－６２３８－０７８０

平成5年

ごみ焼却余熱
有効利用促進市町村等
連絡協議会東北地区協議会

幹事都市
仙台市

９８０－
８６７１

仙台市青葉区一番町四丁目７－１７
（環境局施設部施設課内）

・０２２－２１４－８２３９
・０２２－２１４－８２４９

平成5年

福島市清掃事業協同組合
代表理事
菊地　実

９６０－
０２４１

福島市笹谷字町尻９－８
（事務局長　馬場　正人）

・０２４－５５８－６６５０
・０２４－５５８－６６５０

昭和62年

福島市エコエリア協業組合
代表理事
占部　恵太

９６０－
０２４１

福島市笹谷字町尻９－８
（事務局長　馬場　正人）

・０２４－５５８－４７０３
・０２４－５５８－４７５７

平成18年12月26日

福島市クリーンサービス
協同組合

代表理事
齋藤　正次

９６０－
１１０７

福島市上鳥渡字茶畑１５－１
・０２４－５９３－３８４１
・０２４－５９４－２８８２

平成5年

福島市環境サービス協業組合
代表理事
菊田　英昭

９６０－
１１０７

福島市上鳥渡字茶畑１５－１
（事務局長　田中　勝美）

・０２４－５９４－２８８１
・０２４－５９４－２８８２

平成19年1月9日

福島浄化槽管理協同組合
理事長
古宇田明男

９６０－
８２５２

福島市御山字検田９１－１
（事務局長　須藤　正義）

・０２４－５３３－２３４３
・０２４－５３３－３２０９

平成7年3月29日

(協)県北地区浄化槽管理協会
代表理事
山川　正人

９６９－
１６６３

伊達郡桑折町大字伊達崎字前川原田３
・０２４－５８２－５１６４
・０２４－５８２－５３７０

昭和61年9月1日

福島県北再生資源協業組合
理事長
紺野　正博

９６０－
０１０１

福島市瀬上町字下新田４２－１
（事務局長　國井　博光）

・０２４－５５２－１３８１
・０２４－５５２－１３８２

平成16年3月31日

(公社)福島県浄化槽協会
会長
大河原　正一

９６０－
８０５５

福島市野田町一丁目１６－３５
・０２４－５３１－１７７８
・０２４－５３１－０８８０

昭和49年4月12日

(公社)福島県浄化槽協会
福島支部

支部長
吉川　昭

９６０－
８２５２

福島市御山字検田９１－１
（事務局長　須藤　正義）

・０２４－５３３－２３４３
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福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例 

 

昭和４７年３月２７日 

条例第２４号 

（目   的） 

第１条 この条例は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137

号。以下「法」という。）及び浄化槽法（昭和 58 年法律第 43 号）の規定に基づ

き廃棄物を適正に処理し、及び生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保

全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

（定   義） 

第２条 この条例において「廃棄物」とは、ごみ、粗大ごみ、燃えがら、汚泥、

ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要物であって、

固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによって汚染された物を除く。）を

いう。 

2．この条例において「一般廃棄物」とは、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。 

3．この条例において「産業廃棄物」とは、事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、

燃えがら、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類その他廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46 年政令第 300 号。以下「施行令」という。）

で定める廃棄物をいう。 

（事業者の責務） 

第３条 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適

正に処理しなければならない。 

2．事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用等を行うことにより

その減量に努めるとともに、物の製造、加工、販売等に際して、その製造、加工、

販売等に係る製品、容器等が廃棄物となった場合においてその適正な処理が困難

となることのないようにしなければならない。 

（市の責務）   

第４条 市は、つねに清掃思想の普及を図るとともに、廃棄物の処理に関する事

業の実施にあたっては、職員の資質の向上、施設の整備及び作業方法の改善を図

る等、その能率的な運営に努めなければならない。 

（清潔の保持） 

第５条 土地又は建物の占有者（占有者がない場合には、管理者とする。以下「清

掃責任者」という。）は、その占有し、又は管理する土地又は建物の清潔を保つ

ように努めなければならない。 

2．何人も、公園、広場、道路、河川その他の公共の場所を汚さないようにしなけ

ればならない。 

（廃棄物減量等推進審議会） 

第５条の２ 一般廃棄物の減量化及び再生利用の推進を図るため、市長の諮問機

関として福島市廃棄物減量等推進審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

2．審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

 一 一般廃棄物の減量に関すること。 

 二 一般廃棄物の再生利用に関すること。 

  三 その他市長が必要と認める事項 

（審議会の組織等） 

第５条の３ 審議会は、委員１２人以内で組織する。 

2．委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 
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 一 学識経験のある者 

 二 関係団体を代表する者 

 三 関係行政機関の職員 

 四 その他市長が必要と認める者 

3．委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

4．委員は、再任されることができる。 

（一般廃棄物の処理計画）   

第６条 法第６条第１項の規定による一般廃棄物の収集及び処分に関する計画は、

市長が定めて告示するものとする。 

（住民の協力義務）   

第７条 法第６条第１項に規定する区域内の清掃責任者は、その土地又は建物内

の一般廃棄物を、自ら処分するように努めるとともに、自ら処分しない一般廃棄

物については、可燃物と不燃物を分別して、各別の容器に収納し粗大ごみを所定

の場所に集める等、市長の指示する方法に協力しなければならない。 

（事業活動に伴って生じた多量の一般廃棄物の処理） 

第８条 法第６条の２第５項の規定による事業活動に伴って生じた多量の一般廃

棄物を、運搬すべき場所及び方法については規則で定める。 

（事業活動に伴って生じた一般廃棄物処理手数料の徴収） 

第８条の２ 市長は、事業活動に伴って生じた一般廃棄物の処分に関し、別表第

４に掲げる手数料を徴収する。 

（犬、猫等の死体の処分） 

第９条 清掃責任者は、犬、猫等の死体を、自ら処分することが困難な場合は、

市長に申し出なければならない。 

（一般廃棄物処理業等の許可） 

第 10 条 法第７条第１項に規定する一般廃棄物の収集運搬業、同条第６項に規定

する一般廃棄物の処分業及び浄化槽法第 35 条に規定する浄化槽清掃業の許可を受

けようとする者（以下「清掃業者」という。）は、許可申請書を市長に提出し、

許可証の交付を受けなければならない。 

2．前項の許可証を亡失し又は毀損したときは、再交付を受けなければならない。 

（施設器材の検査）      

第 11 条 前条の規定により、許可を受けた清掃業者は、積換場、処理場、車庫並

びに運搬用器材を使用しようとするときは、市長の検査を受け、検査証の交付を

受けなければならない。 

2．前項の検査証を亡失し又は毀損したときは、再交付を受けなければならない。 

3．市長は、必要があると認めたときは、第１項の器材等を随時検査することがで

きる。 

（従業員証の交付）       ．                      

第 12 条 清掃業者は、その作業に従事させる者を市長に届け出て、従業員証の交

付を受けなければならない。 

2．前項の従業員証を亡失し又は毀損したときは、再交付を受けなければならない。 

3．第１項の従業員が作業に従事するときは、従業員証を携帯し、関係人から提示

を求められたときは、これに応じなければならない。 

（許可等の手数料の徴収） 

第 13 条 第 10 条に規定する許可を受けようとする者又は許可証の再交付を受け

ようとする者は、別表第１に掲げる手数料を納入しなければならない。 

（し尿汲取手数料の徴収） 
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第 14 条 市が査察のため、し尿を収集処理したときは、清掃責任者から別表第２

の規定により算出した額に消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定に基づき算

出される消費税の額に相当する額及び地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定

に基づき算出される地方消費税の額に相当する額を加えた額を手数料として徴収

する。 

2．前項の手数料の額に１円未満の端数が生じたときは、その端数額を切り捨てる

ものとする。 

（犬、猫等の死体処分手数料の徴収） 

第 15 条 第９条の申し出をする者は、別表第３に掲げる手数料を前納しなければ

ならない。 

（生活環境影響調査報告書の縦覧等の対象となる施設の種類） 

第 15 条の２ 法第９条の３第２項（同条第９項において準用する場合を含む。以

下同じ。）の規定による同条第１項に規定する市長が実施した周辺地域の生活環

境に及ぼす影響についての調査（以下「生活環境影響調査」という。）の結果を

記載した書類（以下「報告書」という。）の公衆への縦覧及び生活環境の保全上

の見地からの意見書（以下「意見書」という。）を提出する機会の付与の対象と

なる一般廃棄物処理施設は、施行令第５条第１項に規定するごみ処理施設のうち

焼却施設及び同条第２項に規定する一般廃棄物の最終処分場（以下「施設」とい

う。）とする。 

（縦覧の告示） 

第 15 条の３  市長は、法第９条の３第２項の規定により報告書を公衆の縦覧に供

しようとするときは、報告書を縦覧に供する場所（以下「縦覧の場所」という。）

及び期間（以下「縦覧の期間」という。）のほか、次に掲げる事項を告示するも

のとする。 

 一 施設の名称 

 二 施設の設置の場所 

 三 施設の種類 

 四 施設において処理する一般廃棄物の種類 

 五 施設の能力（施設が最終処分場である場合にあっては、埋立処分の用に供

される場所の面積及び埋立容量） 

 六 実施した生活環境影響調査の項目 

（縦覧の場所及び期間） 

第 15 条の４  縦覧の場所は、次に掲げる場所とする。 

 一 福島市環境部清掃管理課 

 二 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める場所 

2．縦覧の期間は、告示の日から１月間とする。 

（意見書の提出先等の告示） 

第 15 条の５  市長は、法第９条の３第２項の規定により施設の設置又は変更に関

し利害関係を有する者は意見書を提出できる旨、意見書を提出する場合の提出先

及び提出期限その他必要な事項を告示するものとする。 

（意見書の提出先及び提出期限） 

第 15 条の６ 意見書の提出先は、次に掲げる場所とする。 

 一 福島市環境部清掃管理課 

 二 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める場所 

2．前条の規定による告示があったときは、施設の設置又は変更に関し利害関係を

有する者は、第 15 条の４第２項の縦覧の期間満了の日の翌日から起算して２週間

を経過する日までに、市長に意見書を提出することができる。 
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（環境影響評価との関係） 

第 15 条の７  施設の設置又は変更に関し、環境影響評価法（平成９年法律第 81

号）又は福島県環境影響評価条例（平成 10 年福島県条例第 64 号）に基づく環境

影響評価（生活環境影響調査に相当する内容を有するものに限る。）に係る告示、

縦覧等の手続を経たものは、第 15 条の３から前条までに定める手続を経たものと

みなす。 

（他の市町村との協議） 

第 15 条の８  市長は、施設の設置又は変更に関する区域が、次の各号のいずれか

に該当するときは、当該区域を管轄する市町村の長に、報告書の写しを送付し、

当該区域における縦覧等の手続の実施について、協議するものとする。 

 一 施設を他の市町村の区域に設置するとき。 

 二 施設の敷地が他の市町村の区域にわたるとき。 

 三 施設の設置又は変更により、生活環境に影響を及ぼす周辺地域に、福島市

の区域に属しない地域が含まれているとき。 

（産業廃棄物の処理） 

第 16 条 法第 11 条第２項の規定により、市が一般廃棄物とあわせて処分するこ

とができる産業廃棄物については、規則で定める。 

（費用の徴収） 

第 17 条 法第 13 条第２項の規定に基づき徴収する産業廃棄物の処分に要する費

用の額は別表第４に掲げるところによる。 

（手数料及び費用の減免） 

第 18 条 市長は、特別の事情があるときは、第８条の２、第 14 条及び第 17 条に

規定する手数料及び費用を減免することができる。 

（立入検査） 

第 19 条 市長はその職員をして第 11 条の規定による検査をさせることができる。 

2．前項の規定により検査をする職員はその身分を示す証明書を携帯し、関係人に

これを提示しなければならない。 

（技術管理者の資格） 

第 20 条 法第２１条第３項に規定する条例で定める資格は、次のとおりとする。 

 一 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第２条第１項に規定する技術士（化

学部門、上下水道部門又は衛生工学部門に係る第２次試験に合格した者に限る。） 

 二 技術士法第２条第１項に規定する技術士（前号に該当する者を除く。）で

あって、１年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有するも

の 

  三 ２年以上法第２０条に規定する環境衛生指導員の職にあった者 

 四 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく大学（短期大学を除く。

次号において同じ。）又は旧大学令（大正７年勅令第３８８号）に基づく大学の

理学、薬学、工学若しくは農学の課程において衛生工学（旧大学令に基づく大学

にあつては、土木工学。次号において同じ。）若しくは化学工学に関する科目を

修めて卒業した後、２年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者 

 五 学校教育法に基づく大学又は旧大学令に基づく大学の理学、薬学、工学、

農学若しくはこれらに相当する課程において衛生工学若しくは化学工学に関する

科目以外の科目を修めて卒業した後、３年以上廃棄物の処理に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者 

 六 学校教育法に基づく短期大学若しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明

治３６年勅令第６１号）に基づく専門学校の理学、薬学、工学、農学若しくはこ
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れらに相当する課程において衛生工学（旧専門学校令に基づく専門学校にあつて

は、土木工学。次号において同じ。）若しくは化学工学に関する科目を修めて卒

業した後、４年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有する

者 

 七 学校教育法に基づく短期大学若しくは高等専門学校又は旧専門学校令に基

づく専門学校の理学、薬学、工学、農学若しくはこれらに相当する課程において

衛生工学若しくは化学工学に関する科目以外の科目を修めて卒業した後、５年以

上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 八 学校教育法に基づく高等学校令若しくは中等教育学校又は旧中等学校令

（昭和１８年勅令第３６号）に基づく中等学校において土木科、化学科若しくは

これらに相当する学科を修めて卒業した後、６年以上廃棄物の処理に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者 

 九 学校教育法に基づく高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令に基

づく中等学校において理学、工学、農学に関する科目若しくはこれらに相当する

科目を修めて卒業した後、７年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者 

 十 １０年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 十一 前各号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者 

（委   任） 

第 2１条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

（施行期日）    

1．この条例は、昭和 47 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 17 条の規定は、昭

和 47 年 7 月 1 日から施行する。 

（既存条例の廃止） 

2．福島市清掃条例（昭和 29 年条例第 37 号）は、廃止する。 

（福島市清掃施設条例の一部改正） 

3．福島市清掃施設条例（昭和 39 年条例第 43 号）の一部改正（略） 

附 則（昭和 47 年条例第 54 号） 

 この条例は、昭和 47 年 11 月 1 日から施行する。 

   附 則（昭和 47 年条例第 67 号） 

 この条例は公布の日から施行する。 

   附 則（昭和 49 年条例第 21 号） 

 この条例は、昭和 49 年 4 月 1 日から施行する。 

 ただし、別表第２の改正規定中定額制の項並びに従量制の項の備考欄の規定は、

昭和 49 年 6 月 1 日から施行する。 

   附 則（昭和 51 年条例第 22 号） 

 この条例は、昭和 51 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（昭和 52 年条例第 38 号） 

 この条例は、昭和 52 年 11 月 1 日から施行する。 

   附 則（昭和 55 年条例第 46 号） 

 この条例は、昭和 55 年 11 月 1 日から施行する。 

   附 則（昭和 56 年条例第 35 号） 

 この条例は、昭和 56 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（昭和 59 年条例第 14 号） 

 この条例は、昭和 59 年 5 月 1 日から施行する。 

   附 則（昭和 60 年条例第 25 号） 
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 この条例は、昭和 60 年 4 月 1 日より施行する。 

   附 則（昭和 60 年条例第 48 号） 

 この条例は、昭和 60 年 10 月 1 日から施行する。                

   附 則（平成元年条例第 14 号） 

 この条例は、平成元年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 2 年条例第 16 号） 

 この条例は、平成 2 年 5 月 1 日より施行する。 

附 則（平成 3 年条例第 8 号） 

 この条例は、平成 3 年 10 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 5 年条例第 16 号） 

1．この条例は、平成 5 年 4 月 1 日から施行する。 

2. 廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び廃棄物処理施設整備緊急措置法の一

部を改正する法律（平成 3 年法律第 95 号）の施行の際現にこの条例による改正前

の福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例第 10 条の規定により交付されている

許可証は、当該許可証に付されている許可期間にかかわらず、平成 5 年 7 月 3 日

までなおその効力を有する。 

   附 則（平成 7 年条例第 64 号） 

 この条例は、平成 7 年 12 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 9 年条例第 9 号） 

 この条例は、平成 9 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 10 年条例第 10 号） 

 この条例は、平成 10 年 4 月 1 日から施行する。 

 ただし、別表第４の改正規定は、平成 10 年 6 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 11 年条例第 35 号） 

 この条例は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 13 年条例第 22 号） 

 この条例は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 

 ただし、第５条の３の改正規定は、平成 13 年 6 月 3 日から施行する。 

      附 則（平成 14 年条例第 10 号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成 15 年条例第 41 号） 

 この条例は、平成 15 年 12 月 1 日から施行する。 

   附 則（平成 22 年条例第 14 号） 

1．この条例は、平成 22 年 7 月 1 日から施行する。 

2. この条例による改正後の福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の規定は、

平成 22 年 7 月 1 日以後の申出から適用し、同日前については、なお従前の例によ

る。 

   附 則（平成 23 年条例第 4 号） 

 この条例は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則（平成 24 年 12 月 27 日条例第 37 号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成 26 年 3 月 31 日条例第 19 号抄） 

1．この条例は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

2．第３条の規定による改正後の福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例第 14

条第 1 項の規定は、施行日以後に行う査察に係るし尿くみ取手数料について適用

し、同日前に行う査察に係るし尿くみ取手数料については、なお従前の例による。 
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別表第一(第十三条関係) 

区分 単位 金額 

一般廃棄物処理業及び浄化槽清掃業許可証交付手数料 一件につき 一万円 

一般廃棄物処理業及び浄化槽清掃業許可証再交付手数料 一件につき 五千円 

別表第二(第十四条関係) 

区分 単位 金額 備考 

定額制 世帯割 くみ取り一回に

つき 

二百二十円 原則として一般家庭に適用する。 

人員割 一人一カ月につ

き 

三百七十円 

従量制 十八リットルに

つき 

百六十七円 原則として事業所等に適用する。最低

料金は千三百六十円とする。 

加算料 ホース延長四十メートルを超えるときは、前二項により算出した金額にその百

分の二十に相当する金額を加算する。 

別表第三(第十五条関係) 

区分 単位 金額 

犬・猫等

の死体 

収集運搬処分

のもの 

遺骨の引取りを希望す

る場合 

一頭につ

き 

三千円 

遺骨の引取りを希望し

ない場合 

一頭につ

き 

二千円 

自己搬入処分

のもの 

遺骨の引取りを希望す

る場合 

一頭につ

き 

二千円 

遺骨の引取りを希望し

ない場合 

一頭につ

き 

 千円 

別表第四(第八条の二、第十七条関係) 

区分 単位 金額 

事業活動に伴つて生じ

た一般廃棄物 

焼却又は破砕処分する物 十キログラムにつき 

(十キログラム未満は、十キログラム

とみなす。) 

百円 

埋立処分する物 

産業廃棄物 焼却又は破砕処分する物 十キログラムにつき 

(十キログラム未満は、十キログラム

とみなす。) 

百円 

埋立処分する物 
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福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則 

 

昭和４７年３月３１日 

規則第１１号 

(趣旨) 

第一条 この規則は、福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例(昭和四十七年条

例第二十四号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。 

(会長及び副会長) 

第一条の二 条例第五条の二に規定する福島市廃棄物減量等推進審議会(以下「審

議会」という。)に会長及び副会長各一名を置く。 

2 会長及び副会長は委員の互選によつて定める。 

3 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

(会議) 

第一条の三 審議会は、会長が招集する。 

2 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

3 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによる。 

(庶務) 

第一条の四 審議会の庶務は、環境部清掃管理課において処理する。 

(事業活動に伴つて生じた多量の一般廃棄物の処理) 

第二条 条例第八条に規定する事業活動に伴つて生じた多量の一般廃棄物につい

ては、継続的な場合においては、一日平均の排出量がおおむね四キログラム以

上のものとし、その他の場合においては市長が、その都度認定するものとする。 

2 条例第八条の規定による前項の一般廃棄物を運搬すべき場所及び方法は、次に

定めるところによる。 

一 運搬すべき場所 焼却処分によるものは、福島市クリーンセンター設置規則

(昭和四十八年規則第三十二号)に規定するクリーンセンターとし、その他の処

分方法によるものは市長が指定する場所とする。 

二 運搬方法 市が行う一般廃棄物の運搬方法に準じ、市長が指示する方法に

よる。 

(清掃業者の営業許可期間等) 

第三条 条例第十条第一項に規定する清掃業者の許可の期間は、二年とする。 

2 条例第十条第一項に規定する許可申請書(様式第一号)には、次に掲げる書類を

添付しなければならない。ただし、市長が認めるときは、この限りでない。 

一 事業計画の概要を記載した書類 

二 事業の用に供する施設の構造を明らかにする平面図及び最終処分場にあつ

ては、周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類(当該施設が法

第八条第一項の許可に係る施設である場合を除く。) 

三 申請者が法人である場合には、その法人の定款又は寄付行為及び登記事項

証明書 

四 申請者が個人である場合には、その住民票の写し 
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五 申請者(申請者が法人である場合には、その業務を行う役員も含む。)が、廃

棄物の処理及び清掃に関する法律第七条第五項第四号に該当しない旨を記載

した書類 

六 申請者の履歴書(申請者が法人である場合には、その役員の名簿及び履歴

書) 

七 一般廃棄物の処分(埋立処分及び海洋投入を除く。)を業として行う場合には、

当該処分後の一般廃棄物の処理方法を記載した書類 

八 一般廃棄物の埋立処分を業として行う場合には、当該事業の用に供する最終

処分場に係る土地の登記事項証明書(申請者が当該土地の所有権を有しない場

合には、申請者が当該土地を利用する権限を有することを証する書類) 

九 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

3 市長は、条例第十条第一項による許可をするときは、許可証(様式第二号)を交

付するものとする。 

(営業の変更及び休廃止) 

第四条 清掃業者は、前条第二項の許可申請書の記載事項に変更を生ずる場合は、

許可申請事項変更届(様式第三号)をすみやかに市長に提出しなければならない。 

2 清掃業者は、その営業を引き続き十日以上休止し、又は廃止しようとする場合

には、その十五日前(休止の場合において急を要するやむを得ない事由があると

きは前日)までに業務廃止(休止)届(様式第四号)を市長に提出しなければなら

ない。 

(施設器材の検査等) 

第五条 条例第十一条第一項に規定する検査は、廃棄物の処理施設及び運搬用器

材検査証交付申請書(様式第五号)により行う。 

2 条例第十一条第一項の規定により検査証(様式第六号)の交付を受けた清掃業者

は、当該検査を受けた施設又は器材の見やすい個所に当該検査証を貼布する等

により表示しておかなければならない。 

(従業員証) 

第六条 条例第十二条に規定する従業員証の交付を受けようとする者は、清掃業

者従業員証交付申請書(様式第七号)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、前項の規定による清掃業者従業員証交付申請書の提出があつたときは、

清掃業者従業員証(様式第八号)を交付するものとする。 

(許可証等の返納) 

第七条 清掃業者は、次の各号に該当する場合には、市長が認めるものを除き直

ちに交付を受けた第三条第三項の許可証、第五条第二項の検査証及び前条第二

項の従業員証を市長に返納しなければならない。 

一 許可期間が満了したとき。 

二 許可を取り消されたとき。 

三 営業を廃止したとき。 

(縦覧の期間等) 

第七条の二 条例第十五条の三の規定による縦覧の期間のうち、福島市の休日を

定める条例(平成元年条例第二十三号)第一条第一項各号に掲げる日は、縦覧す

ることができない。 

2 縦覧の時間は、午前八時三十分から午後五時までとする。 

3 市長が、特に必要があると認めるときは、縦覧の期間又は時間を変更すること

ができる。 
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(縦覧の手続) 

第七条の三 条例第十五条の三の規定により縦覧に供された報告書を縦覧しよう

とする者(以下「縦覧者」という。)は、縦覧申込書(様式第八号の二)に必要な

事項を記入しなければならない。 

(縦覧者の遵守事項) 

第七条の四 縦覧者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

一 報告書を縦覧の場所から持ち出さないこと。 

二 報告書を汚損し、又は損傷しないこと。 

三 他の縦覧者に迷惑を及ぼさないこと。 

四 係員の指示があつた場合には、それに従うこと。 

2 市長は、前項の規定に違反した者に対し、縦覧を停止し、又は禁止することが

できる。 

(意見書の記載事項) 

第七条の五 条例第十五条の六第二項の意見書には、次に掲げる事項をすべて記

載しなければならない。 

一 氏名及び住所(法人にあつては、名称、代表者の氏名及び登記された事務所

又は事業所の所在地) 

二 施設の名称 

三 生活環境の保全上の見地からの意見 

(市が処分することができる産業廃棄物) 

第八条 条例第十六条に規定する産業廃棄物については、次の各号に該当するも

ので、市長が市において処分することが適当であると認めるものとする。 

一 一般廃棄物とあわせて処分することが容易な固形状のもの 

二 一般廃棄物の処分に支障を生じない範囲の量のもの 

(手数料及び費用の減免) 

第九条 条例第十八条の規定により手数料及び費用の減免を受けようとする者は、

一般廃棄物・産業廃棄物処理手数料等の減免申請書(様式第九号)を市長に提出

しなければならない。ただし、市長が認める場合は、この限りでない。 

(身分証明書) 

第十条 条例第十九条第二項に規定する職員の身分を示す証明書は、身分証明書

(様式第十号)による。 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、昭和四十七年四月一日から施行する。 

(既存規則の廃止) 

2 福島市清掃規則(昭和二十九年規則第四号)は、廃止する。 

附 則(昭和四九年規則第一三号) 

(施行期日) 

この規則は、昭和四十九年四月一日から施行する。 

附 則(昭和五三年規則第四号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則施行の際、現に福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例(昭和四十

七年条例第二十四号)第十条第一項の規定に基づき、し尿浄化槽清掃業の許可を
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受けている者の当該許可については、この規則による改正後の福島市廃棄物の

処理及び清掃に関する条例施行規則第三条第一項の規定による期間を付したも

のとみなす。この場合において、当該許可の期間が既に一年を経過している者

の当該期間の期限は、昭和五十三年三月三十一日とする。 

附 則(昭和六二年規則第二八号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、昭和六十三年二月一日から施行する。 

附 則(平成三年規則第一七号) 

この規則は、平成三年十月一日から施行する。 

附 則(平成五年規則第二一号) 

この規則は、平成五年四月一日から施行する。 

附 則(平成八年規則第一〇号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成八年四月一日から施行する。 

附 則(平成一〇年規則第九号) 

この規則は、平成十年四月一日から施行する。 

附 則(平成一三年規則第九号) 

この規則は、平成十三年四月一日から施行する。 

附 則(平成一五年規則第七一号) 

この規則は、平成十五年十二月一日から施行する。 

附 則(平成一七年規則第一〇号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成二〇年規則第七七号) 

 この規則は、公布の日から施行する。 

※様式第１号～第９号は略 
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福島市クリーンセンター設置規則 

 

昭和４８年７月１日 

規則第３２号 

 

廃棄物の処分を行うため、次のとおりクリーンセンターを設置する。 

名称 位置 

あぶくまクリーンセ

ンター 

福島市渡利字梅ノ木畑一番地 

あらかわクリーンセ

ンター 

福島市仁井田字北原一番地の一 

附 則 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 福島市じん芥焼却場設置規則(昭和三十九年規則第二十五号)は、廃止する。 

附 則(昭和五二年規則第二九号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和五六年規則第三号) 

この規則は、昭和五十六年四月一日から施行する。 

附 則(昭和六二年規則第二八号) 

(施行期日) 

1 この規則は、昭和六十三年二月一日から施行する。 

2 福島市事務分掌規則(昭和三十九年規則第二十五号)の一部改正(略) 

3 福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行規則(昭和四十七年規則第

十一号)の一部改正(略) 

4 福島市職員安全衛生管理規則(昭和六十年規則第二十号)の一部改正(略) 

附 則(平成一一年規則第九号) 

この規則は、公布の日から施行する。 
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平成２８年度 福島市一般廃棄物処理実施計画 
 

１ 廃棄物処理計画量 

（単位：ｔ） 

区 分 家 庭 系 事 業 系 計 

可 燃 ご み ８４，４００ １５，９００ １００，３００ 

不 燃 ご み ６，７００ １００ ６，８００ 

資  源  物 １０，８１３ １２０ １０，９３３ 

使用済小型家電 １７ ０ １７ 

粗 大 ご み １，０００ ０ １，０００ 

  除染活動から発生したごみ １６，２５０ 

  計 １３５，３００ 

 

 

２ 収集運搬計画 

 （１）収集回数、収集方法等 

区分 
可燃 

ごみ 

不燃 

ごみ 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製 

容器包装 
それ以外の資源物 

使用済 

小型家電 
粗大ごみ 

収集 

方法 

透明袋(45ℓ以内)によるステーション回収 
① ﾎﾞｯｸｽ回収 

設置された 

回収ﾎﾞｯｸｽに 

投入 

② ｲﾍﾞﾝﾄ回収 

ｲﾍﾞﾝﾄ時に 

回収 

戸別収集 

(電話申込) 
 

段ボール、新聞紙、雑誌・

本は袋に入れずひもで十

文字に束ねてステーショ

ンに排出 

収集 

回数 
週２回 月２回 月４回 月２回 随時 随時 

排出 

時間 

収集日の朝８時３０分までステーションに排出 
① 開館(開所) 

時間又は 

営業時間内 

② ｲﾍﾞﾝﾄ時 

収 集 当 日

朝 に 玄 関

先 に 置 い

ておく 
 

紙類は雨天時には出さな

い 

収集 

運搬 
市（委託） 市（直営） 

市（委

託） 

収集 

車両 
３６台 ２７台 － 

トラック 

３台 

 ※１ 上記以外に、ふれあい訪問収集は、可燃ごみ、不燃ごみ及び資源物を軽トラック１０台で 

   直営で収集運搬。 

 ※２ 粗大ごみは、おおむね長さ６０㎝以上２００㎝未満、重さ１０kg以上１００kg未満のもの 

   戸別収集では一戸あたり５点以内とする。 
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３ 中間処理計画 

                                        （単位：ｔ）  

区 分 可燃ごみ 不燃ごみ 
資源物・ 

使用済小型家電 
粗大ごみ 

実施主体 市（委託・一部直営） 

処理方法 焼却 
破砕（鉄・アルミ回

収。可燃残さ焼却） 
再資源化 

破砕（鉄・アルミ回

収。可燃残さ焼却） 

処理量 １１６，５５０ 6,800 10,9５0 1,000 

 

 

４ 食品廃棄物の再生利用（堆肥化等） 

食品廃棄物については、市内の食品残渣リサイクル施設で処理しリサイクルの推進を図る。 

ただし、域外からの食品廃棄物については、食品循環資源の再生利用に関する法律第19条第1項

の規定に基づき、農林水産大臣及び環境大臣から再生利用事業計画の認定を受けたものに限る。 

                （単位：ｔ） 

堆肥化 許可業者 

８００ ８００ 

 

 

５ 最終処分計画 

                                       （単位：ｔ） 

区 分 焼却灰 溶融スラグ 破砕不燃 

実施主体 市（委託、水質検査直営） 

処分方法 埋立 

処分量 ２１，２００ 

 ※ 「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により

放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法」に規定されている焼却灰

など特定一般廃棄物は、法に基づいた管理を行う。 

 

 

６ 平成２８年度における重点施策 

 （１）排出抑制・資源化推進 

   ① 不法投棄防止監視の強化による環境美化の推進 

   ② 資源物分別収集の推進 

   ③ 経済的手法の導入（有料化）の検討 

   ④ 環境教育・学習の推進 

   ⑤ 集団資源回収報奨金制度の推進 
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   ⑥ 生ごみ処理容器購入費助成制度の推進 

 （２）収集運搬 

   ① 使用済小型家電リサイクル事業の継続 

   ② ふれあい訪問収集の継続 

   ③ 在宅医療廃棄物の収集処理体制の検討 

 （３）中間処理 

   ① あぶくまクリーンセンター新焼却工場の再整備の検討 

   ② あらかわクリーンセンターの焼却工場の適正管理 

   ③ 事業系一般廃棄物のリサイクルルートの検討 

 （４）最終処分 

   ① 埋立廃棄物の搬入管理 

   ② 浸出水処理施設の維持管理の徹底 

   ③ 旧最終処分地の有効利用の検討 

   ④ 新最終処分場の整備 

 

 

７ 処理困難物（市で処分できないもの） 

区 分 説 明 処理方法 

家電リサイクル法対象家電品 

エアコン、ブラウン管式テレ

ビ、液晶テレビ、プラズマテレ

ビ、冷蔵庫、冷凍庫、洗濯機、

衣類乾燥機 

特定家庭用機器再商品化法（家

電リサイクル法）に基づき、家

電小売店又は収集運搬業者へ

依頼するか、指定引取場所へ搬

入 

パソコン(※) 

デスクトップパソコン本体、ノ

ートパソコン、液晶ディスプレ

イ、ＣＲＴディスプレイ 

資源有効利用促進法により、製

造業者等が引きとる 

バイク バイク 
廃棄二輪車取扱店や指定引取

場所へ 

消火器  
指定引取場所又は特定窓口で

相談 

自動車部品、金庫、農機具、

農薬、金属塊、農業用廃ビニ

ール、医療系廃棄物、建築廃

材、厚さ２．３mm以上の鉄

板など 

バッテリー、古タイヤ、ガソリ

ン、オイル、コンクリート、ブ

ロック、土、石、砂、シンナー、

ドラム缶、ボタン電池、プロパ

ンガスボンベなど 

販売店による引き取りや処理

可能な許可業者への委託 

※ 使用済小型家電リサイクル事業により回収されたものは除く。 
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８ 施設概要 

区分 施設名称 処理能力 所在地 型式 竣工年月 

焼 却 

施 設 

あぶくま 

クリーンセンター 

240t/24h 

(120t×2基) 

福島市渡利

字梅ノ木畑

１番地の１ 

全連続燃焼式

ストーカ炉 

昭和６３年 

２月 

あらかわ 

クリーンセンター 

220t/24h 

(110t×2基) 

福島市仁井

田字北原 

３番地の３ 

全連続燃焼式

ストーカ炉、 

プラズマ式 

灰溶融炉 

(20t/日2炉 

交互運転) 

平成２０年 

８月 

資源化 

施 設 

あぶくま資源化工場 

資源物処理 プ

ラスチック製容

器包装  10t/日 

福島市渡利

字梅ノ木畑

１番地の１ 

圧縮梱包方式 
平成１６年 

３月 

あらかわ資源化工場 

・資源物処理系 

缶類  11t/5h 

びん類 20t/5h 

ペットボトルな

ど   11t/5h 

・不燃・粗大ご

み処理系 

60t/5h 

福島市仁井

田字北原 

３番地の３ 

回転式破砕機 
平成１１年 

３月 

リサイクルプラザ  

福島市仁井

田字北原 

３番地の３ 

 
平成１１年 

３月 

最 終 

処分場 
金沢第二埋立処分場 

埋立地面積 

49,900㎡ 

埋立容量 

590,800㎥ 

埋立期間 

約20年 

福島市松川

町金沢字水

ヶ作地内外 

サンドイッチ

工法 

平成６年 

１１月 
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廃棄物搬入取扱要綱 

（趣   旨） 

第１条 この要綱は、福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例（昭和４７年福島市条例第２４号。以

下「条例」という。）第８条、第１６条の規定に基づき、本市の廃棄物焼却施設又は埋立地（以下「処

理施設」という。）に廃棄物を搬入する場合における市長の指示及び承認の取扱基準を明確にするとと

もに、その管理の適正を図るために必要な事項を定めるものとする。 

（搬入できる廃棄物） 

第２条 搬入できる廃棄物（以下「搬入廃棄物」という。）は、一般廃棄物及び福島市廃棄物の処理及び

清掃に関する条例施行規則（昭和４７年福島市規則第１１号）第８条に定める産業廃棄物（別表１の

区分）で、その排出場所が本市域内であって、かつ廃棄物の種類、搬入量等について、承認を受けた

ものでなければならない。 

（減量の指導） 

第３条  市長は、古紙、古布、金属等の再生利用が可能な物又は未使用の製品等を処理施設に搬入しよ

うとする者に対し、再生利用の方法、廃棄物の排出抑制等について指導できるものとする。 

（搬入の申請） 

第４条  市の処理施設に継続的に廃棄物を搬入する者は、あらかじめ市長に廃棄物搬入申請書（様式第

1号。以下「申請書」という。）を提出して承認を受けなければならない。 

２．臨時に搬入する者については、廃棄物搬入時の確認のため、ごみ搬入受付書（様式第２号）を記入

し、提出のうえ直接係員の検査を受け、承認を受けなければならない。 

（搬入の承認） 

第５条 搬入の承認は、次の各号にすべて該当すると認めるときに行うものとする。 

（１）搬入しようとしている廃棄物は､別表１､別表２､別表３の区分に適合しているものであること。 

（２）搬入者は、別表4の遵守事項に従うものとする。 

（３）前条の申請書に虚偽の記載がないものであること。 

２．前項の規定にかかわらず、本市の行う一般廃棄物の適正処理及び処理施設の安全管理の確保に支障

を及ぼすおそれがあると認められるときは、承認をしないことができる。 

（搬入届済証の交付） 

第６条 市長は、提出された申請書の内容を審査して搬入に支障がないと認めたときは、廃棄物搬入届

済証（様式第３号。以下「搬入証」という。）を交付するものとする。 

（搬入証の提示） 

第７条 搬入証は、搬入の都度、係員に提示しなければならない。 

（搬入証の転貸、譲渡の禁止）  

第８条 搬入証を他に転貸、又は譲渡することはできない。 

（搬入廃棄物の検査） 

第９条 廃棄物の搬入に際し、その都度処理施設の係員にその内容、火気の有無等の検査を受けなけれ

ばならない。 

（運搬方法）   

第１０条  規則第２条第２項第２号の市長が指示する方法とは、搬入者は、廃棄物の運搬途上における

飛散又は流出の防止並びに悪臭を放つことのないよう処置するとともに、シート等で覆うこと。 
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（搬入期間及び時間） 

第１１条  搬入者が処理施設に搬入することができる期間は、次の各号に掲げる日を除く午前８時４５

分から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時３０分まで（埋立地は午前９時から正午まで

及び午後１時から午後４時３０分まで）とする。 

（１）日曜日及び土曜日 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（３）１２月２９日から翌年の１月３日までの日 

（４）その他特別の事由により処理施設を閉鎖する日 

２．前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めたときは、搬入者の範囲を定めて、廃棄物の搬入を受

け入れることができる。 

（処理施設の指定変更） 

第１２条 搬入者は、処理施設の都合等により変更が生じた場合は、市長の行う指示に従うものとする。 

（費用の徴収） 

第１３条 条例第８条の２及び第１７条に規定する搬入廃棄物の処分に要する費用の徴収方法は、現金

で納入するものとする。ただし、納入通知書を発行し、徴収することもできる。 

（承認の取消） 

第１４条 搬入者が、法令・条例等及びこの要綱の規定に違反した場合は、市長は承認等を取り消すこ

とができる。 

（雑   則） 

第１５条 この要綱に定めない事項で、市長が必要と認める事項は、別に定める。 

 

    附 則 

 この要綱は、昭和５１年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、昭和６３年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、平成３年１０月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、平成１８年１１月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、平成２１年６月１日から施行する。 
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別表１ 

産業廃棄物の範囲 

区分 産業廃棄物の範囲 

１．一般廃棄物とあ

わせて処分すること

が容易なもの 

焼却処分するもの 

 

紙くず 

木くず 

繊維くず（天然繊維） 

埋立処分するもの 

 

ガラスくず及び陶磁器くず 

工作物の除去に伴って生じたコンクリートの破片その他これ

に類する不要物 

２．一般廃棄物の処

分に支障を生じない

範囲の量のもの 

埋立処分するもの 

 

 

１ヶ月２ｔ以内 

 

 

別表２ 

搬入する前に、必要な処理をすること 

１．厨芥類については十分に水切りされていること。 

２．可燃物及び不燃物がきちんと分別されていること。 

３．可燃物及び不燃物とも長物は、６０ｃｍ以下に切断、または破断して搬入すること。 

 

別表３ 

次に掲げる廃棄物は含まれていないこと 

区  分 品目の例示 

１．毒性を有するもの ボタン型電池、劇物、毒物、農薬、溶剤塗料、廃油等 

２．危険性を有するもの ガスボンベ、消火器、バッテリー、火薬等 

３．引火性を有するもの ガソリン、灯油、溶剤、廃油、塗料等 

４．火気のあるもの 燃え殻等で火気の残っているもの 

５．著しい悪臭を発するもの 腐敗した動物性残渣、有機性汚泥等 

 

別表４ 

（搬入遵守事項）      

 搬入者は、搬入の際次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

 1．処理施設内の掲示、信号等の表示に従うこと。 

 2．処理施設の構内では、搬入車両を最徐行させること。 

 3．計量台へは、一旦停止してから最徐行で進入し、計量台上で急停止、急発進はしないこと。 

 4．廃棄物の計量及び検査を受け、計量票あるいは廃棄物搬入伝票（様式第４号）の交付を受けること。破砕

機及び埋立地に搬入する廃棄物についても、搬入伝票（様式第５号）の交付を受けること。 

 5.プラットホーム入口では、一旦停止し、安全を確認した後に進入すること。 

6.計量票、あるいは廃棄物搬入伝票をプラットホームの係員に提示すること。 

 7.搬入作業は、複数人員により行い、作業しやすい服装、履物で行うこと。 

 8.処理施設内で火気を使用しないこと。（禁煙） 

 9.搬入車輌の後退は、同乗者の誘導により行うこと。 

10.ごみの投入作業にあたっては、安全に注意して、転落防止に努めること。 

11.処理施設内では、車両の荷箱の中には入らないこと。 

12.処理施設内では、テールゲートの下には入らないこと。 

13.搬送又は投入の際に廃棄物を飛散、流出させた場合は、自らその清掃を行うこと。 

14.投入後は、速やかに退出すること。 

15.その他係員の指示に従うこと。 

※様式第１号～第４号は略 
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福島市清掃施設条例 

昭和３９年３月３１日 

条例第４３号 

(設置) 

第１条 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和４５年法律第１３７号)第５条第６項及び地方自

治法(昭和２２年法律第６７号)第２４４条第１項の規定に基づき、公衆の利用に供するため、福

島市清掃施設(以下「清掃施設」という。)を設置する。 

(名称及び位置) 

第２条 清掃施設の名称及び位置は、別表のとおりとする。 

(利用) 

第３条 清掃施設は、だれでも利用することができる。 

(賠償責任) 

第４条 故意又は過失により施設及び備付物件を滅失し、又はき損した者は、市長の指示するとこ

ろにより、その損害を賠償し、又はこれを原状に回復しなければならない。ただし、市長が相当

の理由があると認めるときは、その全部又は一部を免除することができる。 

(委任) 

第５条 この条例に定めるもののほか、清掃施設の管理に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、昭和３９年４月１日から施行する。 

附 則(昭和４２年条例第２２号) 

この条例は、昭和４２年４月１日から施行する。 

附 則(昭和４５年条例第２５号) 

この条例は、昭和４５年４月１日から施行する。 

附 則(昭和４６年条例第２２号) 

この条例は、昭和４６年４月１日から施行する。 

附 則(昭和４７年条例第２４号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、昭和４７年４月１日から施行する。ただし、第１７条の規定は、昭和４７年７月１

日から施行する。 

附 則(昭和４７年条例第５３号) 

この条例は、昭和４７年１０月５日から施行する。 

附 則(昭和５４年条例第１９号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和５６年条例第３４号) 

この条例は、昭和５６年４月１日から施行する。 

附 則(平成元年条例第４８号) 

この条例は、平成２年３月１日から施行する。 

附 則(平成４年条例第２３号) 

この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則(平成５年条例第１５号) 

この条例は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則(平成７年条例第４０号) 

この条例は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則(平成１２年条例第４５号) 
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この条例は、平成１３年２月１日から施行する。 

附 則(平成１７年条例第３４号) 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第１条から第５条まで、第８条及び第

９条、第１３条、第２２条、第２４条、第３２条及び第３３条、第４９条(福島市荒井牧野に係る部

分に限る。)、第５２条、第５４条、第５６条から第６０条まで、第６２条から第６４条まで並びに

第６５条(御倉町地区公園(旧日本銀行福島支店長役宅)に係る部分に限る。)の規定については、公

布の日から施行する。 

附 則(平成２３年条例第４号) 

この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

  附 則(平成２４年条例第１６号) 

この条例は、平成２４年３月３１日から施行する。 

 

 

別表(第２条関係) 

 
名 称 位 置 

紅葉山公共便所 福島市杉妻町地区 

八幡公共便所 福島市飯坂町字八幡地内 

湯沢公共便所 福島市飯坂町字湯沢地内 

滑滝公共便所 福島市飯坂町茂庭字滑滝地内 

福島駅前公共便所 福島市栄町地内 
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福島市健康福祉センター条例 

平成３年３月２９日 

条 例 第 ９ 号 

(設置) 

第１条 地方自治法(昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。)第２４４条第１項の規定に基

づき、市民の健康の増進と福祉の向上を図るため、福島市健康福祉センター(以下「センター」と

いう。)を設置する。 

(名称及び位置) 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

ヘルシーランド福島 福島市岡部字上川原二十六番地 

(事業) 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

一 センターの施設及び設備を一般の利用に供すること。 

二 健康相談に関すること。 

三 前二号に掲げるもののほか、センター設置の目的を達成するために必要な事業 

(開館時間) 

第４条 センターの開館時間は午前９時から午後８時までとし、次の表に掲げる施設の利用時間は

同表の上欄に掲げる施設区分に応じ、同表の下欄に掲げる利用時間とする。ただし、市長が必要

と認めるときは、これを変更することができる。 

(休館日) 

第５条 センターの休館日は、毎月１５日とする。ただし、その日が国民の祝日に関する法律(昭和

２３年法律第１７８号)に規定する休日、日曜日又は土曜日(以下「休日」という。)に当たるとき

は、その日後の直近の休日以外の日を休館日とする。 

2 市長は、必要と認めるときは、前項の休館日を変更し、又は臨時に休館することができる。 

(使用の許可) 

第６条 センターを使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。許可

を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

2 市長は、前項の許可に際し、センターの管理上必要と認めるときは、その使用の許可に条件を付

することができる。 

(使用の制限) 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、センターの使用を許可すること

ができない。 

一 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

二 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織及びその関係者が使用し、若

しくは使用に関係し、又はこれらの者の利益になると認められるとき。 

三 施設及び備付物件を滅失し、又はき損するおそれがあるとき。 

四 営利を目的とする行為その他これに類する行為を行うおそれがあるとき。 

五 その他管理運営上支障があるとき。 

(目的外使用等の禁止) 

第８条 第６条第１項の許可を受けた者(以下「使用者」という。)は、許可を受けた目的以外に使

用し、又はその使用する権利を譲渡し、若しくは転貸することができない。 
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(使用許可の取消し等) 

第９条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、その使用の条件を変更

し、使用を停止し、又は使用の許可を取り消すことができる。 

一 この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

二 使用許可の目的又は許可に付した条件に違反したとき。 

三 第七条各号のいずれかに該当したとき。 

四 偽りその他不正の手段により許可を受けたとき。 

五 公益上やむを得ない理由が生じたとき。 

2 前項の規定による使用の条件の変更、使用の停止又は使用の許可の取消しにより、使用者に損害

を及ぼすことがあっても市長は、その責めを負わない。災害その他緊急事態の発生によりセンタ

ーの使用が不能となった場合も、同様とする。 

(使用料) 

第１０条 使用者は、別表に定める使用料を前納しなければならない。ただし、市長が公益上必要

と認めるときは、これを減免することができる。 

(使用料の還付) 

第１１条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が相当の理由があると認めるときは、その

全部又は一部を還付することができる。 

(入館の制限) 

第１２条 市長は、入館者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、入館を禁止し、又は

退館させることができる。 

一 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

二 施設及び備付物件を滅失し、又はき損するおそれがあるとき。 

三 その他管理運営上支障があるとき。 

(賠償責任) 

第１３条 故意又は過失により施設及び備付物件を滅失し、又はき損した者は、市長の指示すると

ころにより、その損害を賠償し、又はこれを原状に回復しなければならない。ただし、市長が相

当の理由があると認めるときは、その全部又は一部を免除することができる。 

(指定管理者による管理) 

第１４条 市長は、センターの設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、法

第２４４条の２第３項に規定する指定管理者(以下「指定管理者」という。)にセンターの管理を

行わせる。 

2 前項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合にあっては、第４条及び第５条の規定(この

場合において、あらかじめ市長の承認を得なければならない。)並びに第６条、第７条、第９条第

１項及び第１０条から第１２条までの規定の適用についてはこれらの規定中「市長」とあるのは

「指定管理者」と、第１０条及び第１１条の規定の適用についてはこれらの規定中「使用料」と

あるのは「利用料金」とする。 

3 指定管理者は、この条例及びこの条例に基づく規則で定める管理の基準に従い、センターを適正

に市民の利用に供しなければならない。 

(指定管理者が行う業務の範囲) 

第１５条 前条の規定により指定管理者にセンターの管理を行わせる場合に当該指定管理者が行う

業務は、次に掲げる業務とする。 

一 第３条各号に掲げる事業の計画及び実施に関する業務 

二 第６条第１項に規定する使用許可に関する業務 

三 センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

四 前３号に掲げるもののほか、センターの運営に関する事務のうち、市長のみの権限に属する
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事務を除く業務 

(利用料金) 

第１６条 第１４条第２項の規定によりセンターの管理を指定管理者が行う場合において、市長は、

指定管理者に利用料金を当該指定管理者の収入として収受させるものとする。 

2 利用料金は、別表に掲げる額の範囲内において、指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定め

るものとする。 

(委任) 

第１７条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成３年４月１日から施行する。 

(福島市屋内ゲートボール場条例の廃止) 

2 福島市屋内ゲートボール場条例(平成元年条例第４７号)は、廃止する。 

3 議会の議決に付すべき公の施設の長期かつ独占的な利用及び廃止に関する条例(昭和４０年条例

第１９号)の一部改正(略) 

附 則(平成１０年条例第５号) 

この条例は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則(平成１７年条例第３４号)抄 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 
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福島市健康福祉センター条例施行規則 

平成３年３月２９日 

規 則 第 ８ 号 

(趣旨) 

第１条 この規則は、福島市健康福祉センター条例(平成三年条例第九号。以下「条例」という。)

の施行について必要な事項を定めるものとする。 

(使用許可の申請) 

第２条 条例第６条第１項の規定により多目的集会施設の使用(２０人以上の団体で使用する場合

に限る。)の許可を受けようとする者はヘルシーランド福島団体使用許可申請書(様式第１号)を使

用しようとする日の５日前までに、屋内プールの使用(個人使用を除く。)の許可を受けようとす

る者はヘルシーランド福島屋内プール専用使用許可申請書(様式第２号)を、屋内ゲートボール場

の使用(個人使用を除く。)の許可を受けようとする者はヘルシーランド福島屋内ゲートボール場

専用使用許可申請書(様式第３号)を使用しようとする日の５日前までに市長に提出しなければな

らない。ただし、市長が当該施設の使用に支障がないと認めるときは、この限りでない。 

2 市長が必要と認めるときは、前項に規定する使用許可申請書のほか、申請の内容を説明する書類

その他必要と認める書類を提出させることができる。 

(使用の許可) 

第３条 市長は、条例第６条第１項の規定により多目的集会施設の使用(２０人以上の団体で使用す

る場合に限る。)の使用の許可をしたときはヘルシーランド福島団体使用許可書(様式第４号)を、

屋内プールの使用(個人使用を除く。)の許可をしたときはヘルシーランド福島屋内プール専用使

用許可書(様式第５号)を、屋内ゲートボール場の使用(個人使用を除く。)の許可をしたときはヘ

ルシーランド福島屋内ゲートボール場専用使用許可書(様式第６号)を交付するものとする。 

2 個人使用の場合は、利用普通券(様式第７号)及び利用回数券(様式第７号。サウナ室を除く。)

を交付することにより、使用の許可をしたものとみなす。 

(使用の変更及び取消し) 

第４条 条例第６条第１項の規定により使用(個人使用を除く。)の許可を受けた者が、使用の許可

を受けた事項を変更し、又は取り消すときは、使用しようとする日(以下「使用日」という。)の

５日前までに、ヘルシーランド福島使用変更(取消)申請書(様式第８号)に当該使用許可書を添え

て、市長に提出しなければならない。 

2 市長は、使用の変更又は取消しの許可をしたときは、ヘルシーランド福島使用変更(取消)許可書

(様式第９号)を交付するものとする。 

(使用料の減免) 

第５条 条例第１０条ただし書の規定により使用料の減免を受けようとする者は、ヘルシーランド

福島使用料減免申請書(様式第１０号)を市長に提出しなければならない。 

2 使用料の減免の基準は、次のとおりとする。 

一 市(市の機関を含む。以下この条において同じ。)が使用する場合 全額 

二 市の共催により使用する場合 １００分の５０に相当する額 

三 市の後援により使用する場合 １００分の２５に相当する額 

四 市内に居住する勤労者又は市内に勤務先を有する者が２０人以上の団体で使用する場合 １

００分の２５に相当する額 

五 その他市長が特に必要と認めた場合 市長が定める額 

3 市長が必要と認めるときは、第一項に規定する減免申請書のほか、関係書類を提出させることが

できる。 
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(使用料の還付) 

第６条 条例第１１条ただし書の規定により使用料の還付を受けようとする者は、ヘルシーランド

福島使用料還付申請書(様式第１１号)を市長に提出しなければならない。 

2 使用料の還付の基準は、次のとおりとする。 

一 条例第６条第１項の規定により使用(個人使用を除く。)の許可を受けた者の責めによらない

理由により使用できない場合 全額 

二 使用日の５日前までに第４条第１項の規定による使用の取消しについて申請があり、使用の

取消しを許可した場合 １００分の５０に相当する額 

三 使用日の５日前までに第４条第１項の規定による使用の変更について申請があり、使用の変

更を許可し、使用料が減額された場合 減額された額 

(使用者等の遵守事項) 

第７条 条例第６条第１項の規定により使用の許可を受けた者(以下「使用者」という。)及び入館

者は、福島市健康福祉センター(以下「センター」という。)の使用に当っては、次に掲げる事項

を守らなければならない。 

一 許可を受けないで物品を展示、販売又はこれに類する行為をしないこと。 

二 秩序維持に努め、清潔及び整とんを保持すること。 

三 許可された施設以外の施設及び備付物件等を使用しないこと。 

四 所定の場所以外で飲食し、又は喫煙しないこと。 

五 酒気を帯びての使用又は館内での飲酒はしないこと。 

六 係員の指示に従うこと。 

(職員の立入り) 

第８条 市長は、施設の管理上必要があると認めるときは、使用を許可した場所に立ち入り、必要

な指示をすることができる。 

(原状回復義務) 

第９条 使用者は、センターの使用を終了したとき、又は条例第９条第１項の規定により使用の条

件の変更、使用の停止若しくは使用の許可の取消しを命ぜられたときは、速やかにその使用に係

る施設及び備付物件を原状に回復しなければならない。ただし、市長が相当の理由があると認め

るときは、この限りでない。 

2 使用者が前項の義務を履行しないときは、市長においてこれを執行し、その費用を使用者から徴

収する。 

(滅失又はき損の届出) 

第１０条 使用者は、施設及び備付物件を滅失し、又はき損したときは、直ちにヘルシーランド福

島滅失(き損)届(様式第１２号)を市長に届け出て、その指示を受けなければならない。 

(指定管理者による管理) 

第１１条 市長は、指定管理者に管理を行わせる場合にあっては、第２条、第３条第１項、第４条、

第５条(第２項を除く。)、第６条第１項及び第八条の規定の適用についてはこれらの規定中「市

長」とあるのは「指定管理者」と、第５条(第３項を除く。)及び第６条の規定の適用については

これらの規定中「使用料」とあるのは「利用料金」と、様式第１号から様式第６号まで及び様式

第８号から様式第１１号までの規定の適用についてはこれらの規定中「福島市長」とあるのは「指

定管理者」と、様式第２号、様式第５号、様式第１０号及び様式第１１号の規定の適用について

はこれらの規定中「使用料」とあるのは「利用料金」とする。 

(委任) 

第１２条 この規則で定めるもののほか、センターの管理運営等について必要な事項は、別に定め

る。 
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附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

(福島市屋内ゲートボール場条例施行規則の廃止) 

2 福島市屋内ゲートボール場条例施行規則(平成元年規則第５０号)は、廃止する。 

附 則(平成４年規則第４号) 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則(平成１０年規則第１１号) 

この規則は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則(平成１８年規則第２６号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際現に改正前の福島市健康福祉センター条例施行規則(以下「改正前の規則」

という。)第４条第１項第１号及び第２号の規定により提出されている申請書は、改正後の福島市

健康福祉センター条例施行規則(以下「改正後の規則」という。)第２条第１項の規定により提出

された申請書とみなす。 

3 この規則の施行の際現に改正前の規則第４条第１項第１号及び第２号の規定により交付されて

いる許可書は、改正後の規則第３条第１項の規定により交付された許可書とみなす。 
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福島市リサイクルプラザ条例 

平成１０年１２月２５日 

条 例 第 ３ ６ 号 

(設置) 

第１条 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２４４条第１項の規定に基づき、廃棄物の減量及

び再利用を推進し、快適な生活環境づくりに資するため、福島市リサイクルプラザ(以下「プラザ」

という。)を設置する。 

(位置) 

第２条 プラザは、福島市仁井田字北原三番地の三に置く。 

(定義) 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語に意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

一 廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和４５年法律第１３７号)第２条第１項に規

定する廃棄物をいう。 

二 再利用 活用しなければ不要となる物又は廃棄物を再び使用すること又は資源として利用す

ることをいう。 

(事業) 

第４条 プラザは、次に掲げる事業を行う。 

一 廃棄物の減量及び再利用に係る普及啓発に関すること。 

二 廃棄物の再生及び再生品の展示に関すること。 

三 廃棄物の減量及び再利用に関する市民の自発的な活動の場を提供すること。 

四 前三号に掲げるもののほか、プラザ設置の目的を達成するために必要な事業 

(開館時間) 

第５条 プラザの開館時間は、午前９時から午後４時３０分までとする。ただし、市長が必要と認

めるときは、これを変更することができる。 

(休館日) 

第６条 プラザの休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要と認めるときは、これを変更

し、又は臨時に休館することができる。 

一 日曜日 

二 国民の祝日に関する法律(昭和２３年法律第１７８号)に規定する休日 

三 １２月２９日から翌年１月３日まで(前号に掲げる日を除く。) 

(使用の許可) 

第７条 プラザのうち次に掲げる施設を使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなけ

ればならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

一 第一工芸室 

二 第二工芸室 

三 第一研修室 

四 第二研修室 

2 市長は、前項の許可に際し、プラザの管理上必要と認めるときは、その使用の許可に条件を付す

ることができる。 
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(使用の制限) 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、プラザの使用を許可することが

できない。 

一 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

二 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織及びその関係者が使用し、若

しくは使用に関係し、又はこれらの者の利益になると認められるとき。 

三 施設及び備付物件を滅失し、又はき損するおそれがあるとき。 

四 営利を目的とする行為その他これに類する行為を行うおそれがあるとき。 

五 その他管理運営上支障があるとき。 

(目的外使用等の禁止) 

第９条 第７条第１項の許可を受けた者(以下「使用者」という。)は、許可を受けた目的以外に使

用し、又はその使用する権利を譲渡し、若しくは転貸することができない。 

(使用許可の取消し等) 

第１０条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、その使用の条件を変

更し、使用を停止し、又は使用の許可を取り消すことができる。 

一 この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

二 使用許可の目的又は許可に付した条件に違反したとき。 

三 第８条各号のいずれかに該当したとき。 

四 偽りその他不正手段により許可を受けたとき。 

五 公益上やむを得ない理由が生じたとき。 

2 前項の規定による使用の条件の変更、使用の停止又は使用の許可の取消しにより、使用者に損害

を及ぼすことがあっても市長は、その責めを負わない。災害その他緊急事態の発生によりプラザ

の使用が不能となった場合も、同様とする。 

(入館の制限) 

第１１条 市長は、入館者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、入館を禁止し、又は

退館させることができる。 

一 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

二 施設及び備付物件を滅失し、又はき損するおそれがあるとき。 

三 その他管理運営上支障があるとき。 

(賠償責任) 

第１２条 故意又は過失により施設及び備付物件を滅失し、又はき損した者は、市長の指示すると

ころにより、その損害を賠償し、又はこれを原状に回復しなければならない。ただし、市長が相

当の理由があると認めるときは、その全部又は一部を免除することができる。 

(委任) 

第１３条 この条例に定めるもののほか、プラザの管理に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則(平成１７年条例第３４号) 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第１条から第５条まで、第８条及び第

９条、第１３条、第２２条、第２４条、第３２条及び第３３条、第４９条(福島市荒井牧野に係る部

分に限る。)、第５２条、第５４条、第５６条から第６０条まで、第６２条から第６４条まで並びに

第６５条(御倉町地区公園(旧日本銀行福島支店長役宅)に係る部分に限る。)の規定については、公

布の日から施行する。 
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福島市リサイクルプラザ条例施行規則 

平成１１年３月２６日 

規 則 第 １ ０ 号 

(趣旨) 

第１条 この規則は、福島市リサイクルプラザ条例(平成１０年条例第３６号。以下「条例」

という。)の施行について必要な事項を定めるものとする。 

第２条及び第３条 削除 

(使用許可の申請) 

第４条 条例第７条第１項の規定により使用の許可を受けようとする者は、福島市リサイ

クルプラザ使用許可申請書(様式第１号)を市長に提出しなければならない。 

2 市長が必要と認めるときは、前項に規定する使用許可申請書のほか、申請の内容を説明

する書類その他必要と認める書類を提出させることができる。 

(使用の許可) 

第５条 市長は、条例第７条第１項の規定により使用の許可をしたときは、福島市リサイ

クルプラザ使用許可書(様式第２号)を交付するものとする。 

(使用の変更及び取消し) 

第６条 条例第７条第１項の規定により使用の許可を受けた者(以下「使用者」という。)

が、使用の許可を受けた事項を変更し、又は取り消すときは、福島市リサイクルプラザ

使用変更(取消)許可申請書(様式第３号)に当該使用許可書を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 

2 市長は、使用の変更又は取消しの許可をしたときは、福島市リサイクルプラザ使用変更

(取消)許可書(様式第４号)を交付するものとする。 

(使用者等の遵守事項) 

第７条 使用者その他の入館者は、福島市リサイクルプラザ(以下「プラザ」という。)の

使用に当たっては、次に掲げる事項を守らなければならない。 

一 許可された施設以外の施設及び物件等を使用しないこと。 

二 秩序維持に努め、清潔及び整とんを保持すること。 

三 所定の場所以外で飲食し、又は喫煙しないこと。 

四 係員の指示に従うこと。 

(職員の立入り) 

第８条 市長は、施設の管理上必要があると認めるときは、使用を許可した場所に立ち入

り、必要な指示をすることができる。 
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(原状回復義務) 

第９条 使用者は、プラザの使用を終了したとき、又は条例第１０条第１項の規定により

使用の条件の変更、使用の停止若しくは使用の許可の取消しを命ぜられたときは、速や

かにその使用に係る施設及び備付物件を原状に回復しなければならない。ただし、市長

が相当の理由があると認めるときは、この限りでない。 

2 使用者が前項の義務を履行しないときは、市長においてこれを執行し、その費用を使用

者から徴収する。 

(滅失又はき損の届出) 

第１０条 使用者は、施設及び備付物件を滅失し、又はき損したときは、直ちに福島市リ

サイクルプラザ滅失(き損)届(様式第５号)を市長に届け出て、その指示を受けなければ

ならない。 

(委任) 

第１１条 この規則に定めるもののほか、プラザの管理運営等について必要な事項は、別

に定める。 

附 則 

この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則(平成１７年規則第４３号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

                                           

※様式第１号～第４号は略 
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福島市環境基金条例 

                        平成１９年３月２８日 
条 例 第 １ 号 

(設置) 

第１条 環境の保全及び美化を図り、廃棄物の減量化事業を効果的に促進し、及び環境関連施設の

整備を行うため、地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２４１条第１項の規定に基づき、福島

市環境基金（以下「基金」という。）を設置する。 

(積立て) 

第２条 基金として積立てる額は、毎会計年度の一般会計予算の定めるところによる。 

(管理) 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなけ

ればならない。  

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。 

(繰替運用) 

第４条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて

基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

(運用益金の処理) 

第５条 基金の管理及び運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、この基金に編

入する。 

(処分) 

第６条 市長は、基金設置の目的を達するため必要と認めるときは、基金の全部又は一部を処分す

ることができる。 

(委任) 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 この条例は交付の日から施行する。 
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福島市衛生処理場管理規則 

昭和３７年３月１０日 

規 則 第 ３ 号 

(目的) 

第１条 この規則は、市が設置する衛生処理場の管理及び使用等に関し、必要な事項を定めること

を目的とする。 

(名称等) 

第２条 衛生処理場の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 福島市衛生処理場 

位置 福島市堀河町九番二十号 

(使用の申請) 

第３条 福島市衛生処理場(以下「処理場」という。)を使用しようとする福島市廃棄物の処理及び

清掃に関する条例(昭和４７年条例第２４号。以下「条例」という。)第１０条に規定する清掃業

者は、あらかじめ使用承認申請書(様式第１号)を提出し、市長の承認を受けなければならない。 

2 市長は、処理場の管理上必要があるときは、使用について条件を付することができる。 

(使用の承認) 

第４条 市長は、前条の申請があつたときは、次に該当する者に対して使用を承認する。 

一 市長から許可を受けている清掃業者で「バキユーム車」を所有し、市の区域(飯坂町及び松川

町を除く。)からし尿及び浄化槽汚泥の汲取を行う者 

二 その他特に市長が必要と認めた者 

2 使用の承認は、使用承認証(様式第２号)を交付して行う。 

(使用承認証の更新) 

第５条 前条の使用承認証の有効期間は２年とし、引続いて承認を受けようとする者は、有効期日

１０日前までに更新しなければならない。 

(使用承認の取消) 

第６条 使用の承認を受けた者(以下「使用者」という。)が次の各号の一に該当する場合には、市

長は、使用の承認を取消すことができる。 

一 使用者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和４５年法律第１３７号)及び浄化槽法(昭

和５８年法律第４３号)並びに条例等に違反したとき 

二 清掃業者の許可を取消されたとき 

(投入時間) 

第７条 処理場の投入時間は、午前８時３０分から午後４時までとする。 

(閉場日) 

第８条 処理場の閉場日は、次のとおりとする。 

一 日曜日及び土曜日 

二 国民の祝日に関する法律(昭和２３年法律第１７８号)に規定する休日 

三 １月２日から同月３日まで及び１２月２９日から同月３１日まで 

2 市長は、必要と認めるときは、前項の閉場日を変更することができる。 

(使用者の義務) 

第９条 使用者は、使用する車両について条例第１１条の規定により交付を受けた検査証の交付番

号を当該車両の側面に表示しなければならない。 

2 使用者は、処理場の内外を清潔にし、故意に汚染してはならない。 
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(賠償の責任) 

第１０条 使用者は、処理場の使用について施設及び備付物件等をき損又は滅失したときは、市長

の定める損害額を賠償しなければならない。ただし、やむを得ない理由があると認められるとき

は、その一部又は全部を免除することができる。 

(委任) 

第１１条 前各条に定めるもののほか、この規則の施行について必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、昭和３７年３月１２日から施行する。 

附 則(昭和４７年規則第２２号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和５２年規則第３０号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成９年規則第６号) 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則(平成１０年規則第１５号) 

この規則は、平成１０年４月１日から施行する。 
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粗大ごみ処理要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、一般家庭から排出される粗大ごみ（以下「粗大ごみ」という）の処理に関し、

福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例及び同条例施行規則に基づき、必要な事項を定めるも

のとする。 

（収集する粗大ごみ） 

第２条 収集する粗大ごみの範囲は、家庭内において日常使用された大型の耐久消費材（概ね長さ

６０ｃｍ以上２００ｃｍ未満、または重量１０ｋｇ以上１００ｋｇ未満）をいい、別表第１に掲

げるものとする。 

２ 地域別収集日は、別に定めるものとする。 

（収集方法） 

第４条 収集方法は、戸別収集とする。 

（収集の申込） 

第５条 排出しようとする者は、あらかわクリーンセンターリサイクルプラザへ、電話等により申

し込むものとする。 

２ 前項の申し込みを受付けたときは、受付書（様式第１号）を作成し、あらかじめ定めてある収

集日を、申し込み者に通知しなければならない。 

（排出の場所） 

第６条 排出しようとする者は、排出する粗大ごみ全てに◯そと世帯主の氏名を記入した紙を貼り付

け、道路からできるだけ近い敷地内の場所等に排出しておかなければならない。ただし、特別な

事情がある場合は、排出場所をその都度市と協議のうえ、変更することができる。 

（広報） 

第７条 粗大ごみの範囲、収集期日等は、市政だより等により、市民に周知するものとする。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めない事項で市が必要と認めた場合は、別に定める。 

     附  則 

   この要綱は、昭和５７年８月２日から施行する。 

     附  則 

   この要綱は、昭和５９年７月１日から施行する。 

     附  則 

   この要綱は、昭和６０年８月１日から施行する。 

     附  則 

   この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

     附  則 

   この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

     附  則 

   この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

     附  則 

   この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

     附  則 

   この要綱は、平成１６年１０月１日から施行する。 
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別表第１ 

家庭内で日常使用していた大型の耐久消費財 

１．家庭用電気製品類 電子レンジ、脱水機、除湿機など 

２．乗り物類 自転車、リヤカー、乳母車など 

３．家具調度品類 机、タンス、ミシン、応接ソファー、下駄箱、戸棚、 

オルガンなど 

４．寝具敷物類 ベット、布団、じゅうたん、マットレスなど 

５．建築設備類 流し台、浴槽、洗面台など 

６．その他市が認めるもの 趣味娯楽用品等その他市が認めるもの 

☆ 建築廃材・危険物（ガス・ボンベなど）・ピアノは除く。 

 

 

様式第１号 

 

粗大ごみ収集受付書 

 

Ｎｏ. 

受 付 者  

 

受 付 月 日      年   月   日 

氏名（世帯主名）  

住     所  

電 話 番 号  

品  名（数量）  

置  場  所 正面、裏口、玄関、車庫 

庭、その他（     ） 

置場所の目標  

収集予定日  年 月 日 収集日  年 月 日 

連絡事項  
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福島市清掃指導員要綱 

 

（目的） 

第１条 市は、市民の清掃思想の普及高揚ときれいな街づくりの実現及び清掃事業の円滑な運営を

図るため、清掃指導員（以下「指導員」という。）を置く。 

（職務） 

第２条 指導員は、次の各号に掲げる職務を遂行するものとする。 

（１）清掃事業に関する普及・啓発活動に関すること。 

（２）ごみ減量とリサイクルの推進及び分別排出の指導に関すること。 

（３）廃棄物の不法投棄防止についての指導に関すること。 

（４）適正なごみの出し方の指導に関すること。 

（５）ごみ集積所に関すること。 

（６）事業活動に伴い排出される廃棄物の処理および指導に関すること。 

（７）市民からの苦情並びに要望等に対する処理および指導に関すること。 

（８）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項に関すること。 

（報告） 

第３条 指導員は、その職務の遂行に当たり、重要または異例な事態が発生したときは速やかにそ

の状況を所属長に報告しなければならない。 

（業務日誌）   

第４条 指導員は、その職務について所定の業務日誌（様式 1）を作成し、所属長へ提出しなけれ

ばならない。 

（補則） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

 

    附 則               

  この要綱は、昭和63年4月1日から施行する。 

    附 則 

  この要綱は、平成11年4月1日から施行する。 

 ※様式1（業務日誌）は省略 
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福島市集団資源回収報奨金及び助成金交付要綱 

 

 （目 的） 

第１条 この要綱は、自主的に資源回収活動を実施するＰＴＡ、町内会、子供会等市民団 

体（以下「団体」という。）に対する報奨金の交付と、資源回収に協力する回収事業者 

に対する助成金を交付することにより、資源回収活動を奨励し、もって資源の再利用及 

びごみの減量を図ることを目的とする。 

 （交付対象とする団体及び回収業者） 

第２条 報奨金の交付対象は、次の各号のいずれにも該当する団体とする。 

（１）地域住民で構成する団体であること。 

（２）回収を定期的に実施する団体であること。 

（３）営業を目的としない団体であること。 

２ 助成金の交付対象は、次の各号のいずれにも該当する回収業者とする。 

（１）市内に住所を有し、資源回収を業としていること。 

（２）第４条の登録を行っていること。 

（３）市へ集団資源回収の実施に関する念書を提出していること。 

 （資源回収品目） 

第３条 団体が資源回収する品目（以下、「有価物」という。）は、次のとおりとする。 

（１）古紙類 

（２）繊維類 

（３）びん類 

（４）非鉄金属 

（５）その他有価物 

 （団体等の登録） 

第４条 第２条に規定する団体及び回収業者は、集団資源回収団体登録申請書（様式第１ 

号）又は集団資源回収業者登録申請者（様式第４号）により市長に登録を申請し、承認 

を受けなければならない。 

２ 前項の規定に基づいて登録を受けた団体及び回収業者は、その申請書の記載事項に変 

更が生じた場合は、登録事項変更届（様式第７号）により速やかに市長に届けなければ

ならない。 

 （報告書等の提出） 

第５条 報奨金の交付を受けようとする登録団体は、次の１号、２号に定める書類を、ま 

た、助成金の交付を受けようとする回収業者は、福島市補助金等の交付等に関する規則 

（平成14年規則第20号。以下「規則」という。）第４条及び第17条の規定により、次の 

３号及び４号に定める書類を市長に提出しなければならない。 

（１）集団資源回収実績報告書（様式第２号） 

（２）集団資源回収集荷引取伝票（様式第３号） 

（３）補助金等交付申請書（様式第５号） 
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（４）補助金等交付請求書（様式第６号） 

２ 規則第４条第１号及び第２号に規定する書類の提出については、省略するものとする 

３ 規則第14条の規定による実績報告については、規則第４条の規定による補助金等の交 

付の申請と併合するものとする。 

 （報奨金又は助成金の交付等） 

第６条 市長は、前条に規定する集団資源回収実績報告書又は補助金等交付申請書の提出 

があったときは内容を審査のうえ、適当と認めるときは、団体に対して報奨金を、回収 

業者に対しては助成金を交付するものとする。 

２ 報奨金の額は、売却した有価物に対し、１㎏当たり５円とする。 

 ただし、交付額は年間50万円を限度とする。 

３ 助成金の額は、次のとおりとする。 

（１）回数制 登録団体からの回収実施回数１回当たり３千円とする。 

ただし、交付額は年間20万円を限度とする。 

（２）従量制 雑誌、段ボールの引き取り重量１㎏当たり次のとおりとし半年毎に見直す。 

紙類市況（再生用古紙相場 日刊市況通

信社調べ 東北 問屋への売値）のうち、

雑誌、ダンボール各々の並値を加算し、

平均を出した月間値で前６ヶ月間の平均

値 

従量制の重量１ｋｇ当たりの助

成金の額 

２円未満 ３円 

２円以上３円未満 ２円 

３円以上４円未満 １円 

４円以上 ０円 

       繊維類、びん類は重量１kgあたり３円とする。 

       ただし、交付額は年間２０万円を限度とする。 

４ 規則第５条の規定による交付決定及び規則第７条の規定による通知は、規則第15条の 

規定による額の決定及び通知と併合するものとする。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この要綱は平成３年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成９年12月22日から施行し、平成９年11月１日から適用する。 
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   附 則 

 この要綱は平成10年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成12年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成13年10月１日から施行する。 

   附 則      

 この要綱は平成14年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成18年10月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成20年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成21年７月１日から施行する。 

 

※様式第１号～第７号は略 
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福島市ごみ集積所設置等に関する要綱 

（目的） 

第１条  この要綱は、ごみ集積所を設置するための基準等について必要な事項を定め、もってごみ収集

作業の安全と効率化を図り、市民の良好な生活環境の保全と公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

（設 置 者） 

第２条 ごみ集積所の設置者は、次の者とする。  

（１） 町内会又は自治会。 

（２） 町内会又は自治会を持たないマンション・アパート（以下「共同住宅」という。）については、

建築主又は管理責任者。 

（設置基準）   

第３条 可燃ごみ、不燃ごみ及び資源物の集積所は同一場所とし、おおむね20世帯以上の世帯の区域で

1箇所を基準として設置するものとする。ただし、この基準で設置が困難な場合は、この限りでない。 

2 同一敷地内でおおむね 20 世帯以上が入居する共同住宅については、専用の集積所を設置することが

できる。 

（設置場所）    

第４条  ごみ集積所の設置場所は、原則として次の各号すべてに該当する場所とする。   

（１） 歩行者及び収集作業の安全が確保できること。 

（２） 収集車が容易に転回又は通り抜けができる道路に面していること。 

（３） 土地所有者の承諾を得ていること。 

（４） 利用者及び近隣者の合意を得ていること。 

（協力義務）    

第５条  市民は、快適な生活環境を確保するために、適切なごみ集積所の設置に協力しなければならな

い。 

（設置届け出）  

第６条  ごみ集積所の設置・変更・廃止の届け出は、設置者が行うものとする。  

2．設置者は、前項のごみ集積所の設置・変更又は廃止をする場合は、ごみ集積所設置届け出書（別記様

式）に添付書類を添えて市長に届け出なければならない。 

（承認及び通知）    

第７条  市長は、前条による届け出があった場合は、現地を確認し、第 3 条及び第 4 条の設置基準等に

適合するか審査し、審査結果および利用開始日を速やかに設置者に通知するものとする。 

（ごみ集積所の位置づけ）                   

第８条 市長が承認した集積所を市の指定ごみ集積所（以下「指定集積所」という。）とする。    

2 指定集積所に、市の収集日に排出された可燃ごみ、不燃ごみ及び資源物は、市が責任をもって収集す

るものとする。 

（維持管理）    

第９条  ごみ集積所を利用する者は、市長が定めるごみの分け方および出し方を守るとともに、ごみ集

積所の清潔保持・維持管理に努めなければならない。 

（設置者の責務） 

第１０条   設置者は、設置したごみ集積所の利用についてこの要綱に適合するよう努めるとともに、適

合しなくなった場合は、速やかに必要な措置を講じなければならない。 

    附 則 

1 この要綱は、平成11年８月１日より施行する。 

2 ごみ集積所設置要綱は、廃止する。 

※別記様式は略 



 93

            福島市生ごみ処理容器購入費助成要綱 

（目的） 

第１条 市は、生ごみ処理容器の購入及び設置を促進し、一般家庭から排出される生ごみ等の減量

化及び資源の再利用に対する市民の意識の高揚を図るため、生ごみ処理容器の購入設置者に対

し、福島市補助金等の交付等に関する規則（平成１４年規則第２０号。以下「規則」という。）

及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で助成金を交付する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、生ごみ処理容器とは、次に掲げる容器及び機器で市長が認めたものを

いう。 

（１） 生ごみ堆肥化（コンポスト）容器 

（２） 密閉型（ぼかし）容器 

（３） 電動式生ごみ処理機等 

（助成対象） 

第３条 助成金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件を備えた者とする。 

（１） 市内に住所を有し、かつ、居住していること。 

（２） 容器を設置することができる敷地を有し、適切に維持管理できること。 

（３） 堆肥化された生成物または減量化された生ごみを自己の責任で処理できること。 

（助成額） 

第４条 助成額は、容器１基につき容器購入価格の２分の１とし、２万円を限度とする。ただし、

当該金額に百円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

２ 助成数は、同一年度内１世帯につき１基とする。ただし、密閉型（ぼかし）容器については同

一年度内１世帯につき２基とする。 

（申請書の添付書類） 

第５条 規則第４条第１項第１号及び第２号に定める書類の提出については、省略するものとする。 

２ 規則第４条第１項第３号の市長が必要と認める書類は、領収書とする。 

（交付手続き） 

第６条 規則第４条の交付申請は規則第１４条の実績報告と併合するものとする。また、規則第５

条及び規則第７条の交付決定、通知は、第１５条の額の確定、通知と併合するものとする。なお、

規則第１４条の実績報告は領収書の提出で代えるものとする。 

  附  則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、平成１４年４月１日から施行し、平成１４年度分の助成金から適用する。 

（福島市生ごみ処理容器購入費助成要綱の廃止） 

２ 福島市生ごみ処理容器購入費助成要綱（平成４年６月１日施行）は、廃止する。 

（経過措置）  

３ 平成１３度分以前の予算より支出された助成金に関しては、なお従前の例による。 

  附  則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 
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福島市廃棄物処理施設連絡協議会設置要綱 
（設置） 
第１条 福島市域内における廃棄物処理施設の設置について、各部等との連絡調整を図るため、福島市

廃棄物処理施設連絡協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 
（所掌事務） 
第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 
 （１） 廃棄物処理施設のうち、産業廃棄物処理施設の設置に関すること。 
 （２） その他廃棄物処理施設の設置について必要な事項に関すること。 
（組織） 
第３条 協議会は、会長、副会長、委員及び幹事をもって組織する。 
２ 会長は、副市長をもってあて、会務を総理する。 
３ 副会長は、環境部長をもってあて、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 
４ 委員は、別表１に掲げる職にある者をもってあてる。 
５ 幹事は、別表２に掲げる職にある者をもってあてる。 
（会議） 
第４条 協議会は、必要に応じ会長が招集する。 
２ 会長は、会議の議長となる。 
３ 会議には必要に応じ、委員及び幹事以外の関係職員等の出席を求め、意見等を求めることができる。 
（幹事会） 
第５条 協議会に産業廃棄物処理施設等の設置について調整及び協議をするため幹事会を置く。 
２ 幹事会は、第３条第５項の幹事をもって組織する。 
３ 幹事会に幹事長を置き、環境部次長をもってあてる。幹事長は、会務を総理する。 
４ 幹事会は、必要に応じ幹事長が招集する。 
５ 幹事会は、必要により、当該協議事項に関係ある幹事で調査検討を行うことができる。 
６ 会議には必要に応じ、幹事以外の関係職員等の出席を求め、意見等を求めることができる。 
（事務局） 
第６条 協議会の事務局は、環境部清掃管理課及び新最終処分場建設室に置く。 
（その他） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定めることができる。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成４年２月１日から実施する。 
   附 則 
 この要綱は、平成４年４月１日から実施する。 
   附 則 
 この要綱は、平成５年４月１日から実施する。 
   附 則 
 この要綱は、平成６年５月１４日から実施する。 
   附 則 
 この要綱は、平成７年４月１日から実施する。 
   附 則 
 この要綱は、平成８年４月１日から実施する。 
   附 則 
 この要綱は、平成１２年４月１日から実施する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２１年１０月１日から実施する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２１年１２月２８日から実施する。 
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   附 則 
 この要綱は、平成２３年５月１日から実施する。 
 

附 則 
 この要綱は、平成２４年４月１日から実施する。 
  附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から実施する。 
  附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から実施する。 
  附 則 

 この要綱は、平成２６年６月２３日から実施する。 
  附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 
附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 
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 別表1  福島市廃棄物処理施設連絡協議会委員 
副市長 

政策統括監 

市長公室長 

総務部長 

財務部長 

商工観光部長 

農政部長 

市民安全部長 

環境部長 

健康福祉部長 

こども未来部長 

建設部長 

都市政策部長 

教育部長 

消防長 

水道局長 

 
 別表２ 福島市廃棄物処理施設連絡協議会幹事会 

部  名 
幹 事 名 

部 次 長 課  長 
市長公室  広報課長 
総務部  総務企画課長、行政経営課長 
財務部  管財課長、財政課長 
商工観光部  商業労政課長、企業立地課長 
農政部 農業振興室長 農業振興室次長、農林整備課長 
市民安全部  生活課長、市民協働課長 

環境部 
環境部次長、新最

終処分場建設室

長、除染推進室長 

環境課長、清掃管理課長、あぶくまクリーンセンター所長、あらか

わクリーンセンター所長、新最終処分場建設室次長、除染企画課長、

除染施設整備課長 
健康福祉部  地域福祉課長、健康推進課長 
こども未来部  こども政策課長 
建設部  路政課長、道路保全課長、道路建設課長、河川課長、建築住宅課長 

都市政策部 下水道室長 都市計画課長、開発建築指導課長、下水道総務課長、下水道建設課

長、下水道管理センター所長 
農業委員会事務局 事務局長  
教育委員会事務局  教育総務課長、文化課長 
消防本部  消防総務課長、予防課長 
水道局  水道総務課長、営業企画課長 
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福島市廃棄物減量等連絡協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 福島市の一般廃棄物の処理推進に関する事項について、各部等との連絡調整を図るため、福島

市廃棄物減量等連絡協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

 （１） 一般廃棄物処理基本計画に関すること 

（２） 一般廃棄物の減量に関すること 

 （３） 一般廃棄物の再生利用に関すること 

 （４） その他一般廃棄物処理推進に関し必要と認める事項 

 

（組織） 

第３条 協議会は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。 

２ 会長は、副市長をもって充て、会務を総理する。 

３ 副会長は、環境部長をもって充て、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

 

（会議） 

第４条 協議会は、必要に応じ会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議には必要に応じ、委員及び幹事以外の関係職員等の出席を求め、意見等を求めることができる。 

 

（幹事会） 

第５条 協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表２に掲げる職にある者をもって組織する。 

３ 幹事会に幹事長を置き、環境部次長をもって充てる。幹事長は、会務を総理する。 

４ 幹事会は、必要に応じ幹事長が招集し、会議の議長となる。 

５ 会議には必要に応じ、幹事以外の関係職員等の出席を求め、意見等を求めることができる。 

 

（事務局） 

第６条 協議会の事務局は、環境部清掃管理課に置く。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定めることができる。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年１０月１７日から実施する。 

    附   則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から実施する。 

    附   則 

 この要綱は、平成２６年６月２３日から実施する。 

   附   則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 

附 則 
 この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 
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 別表1  福島市廃棄物処理施設連絡協議会委員 
副市長 

政策統括監 

市長公室長 

総務部長 

財務部長 

商工観光部長 

農政部長 

市民安全部長 

環境部長 

健康福祉部長 

こども未来部長 

建設部長 

都市政策部長 

教育部長 

消防長 

水道局長 

 
 別表２ 福島市廃棄物処理施設連絡協議会幹事会 

部  名 
幹 事 名 

部 次 長 課  長 
市長公室  広報課長 
総務部  総務企画課長、行政経営課長 
財務部  管財課長、財政課長 
商工観光部  商業労政課長、企業立地課長 
農政部 農業振興室長 農業振興室次長、農林整備課長 
市民安全部  生活課長、市民協働課長 

環境部 
環境部次長、新最

終処分場建設室

長、除染推進室長 

環境課長、清掃管理課長、あぶくまクリーンセンター所長、あらか

わクリーンセンター所長、新最終処分場建設室次長、除染企画課長、

除染施設整備課長 
健康福祉部  地域福祉課長、健康推進課長 
こども未来部  こども政策課長 
建設部  路政課長、道路保全課長、道路建設課長、河川課長、建築住宅課長 

都市政策部 下水道室長 都市計画課長、開発建築指導課長、下水道総務課長、下水道建設課

長、下水道管理センター所長 
農業委員会事務局 事務局長  
教育委員会事務局  教育総務課長、文化課長 
消防本部  消防総務課長、予防課長 
水道局  水道総務課長、営業企画課長 
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クリーンセンター施設事故調査委員会設置要綱 
（設置） 

第１条  クリーンセンター施設内における事故発生の際に、原因の究明と分析を行い、適切な対策

を図るため、事故調査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（主な事務）   

第２条 委員会は、次に掲げる事項について協議する。 

 （１） 原因の調査、分析に関すること。    

 （２） 防止対策に関すること。 

 （３） その他必要な事項に関すること。 

（組織）            

第３条 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は環境部次長、副委員長は清掃管理課長をもってあてる。 

３ 委員は安全衛生委員会構成員の中から別に定める。（事業側と職管側同数とする。） 

（会議） 

第４条 委員は、必要に応じ委員長が召集する。 

２ 委員長は、会議の議長となる。 

３ 会議には必要に応じ委員以外の関係機関の意見を求めることができる。 

（事務局） 

第５条 委員会の事務局は、環境部清掃管理課に置く。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が別に定めることができる。 

    

附 則 

 この要綱は、平成7年4月1日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成8年4月1日から実施する。 
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福島市環境衛生パトロール員設置要綱 

１ 目   的 

 本市における環境衛生事業の推進向上を図るため、環境衛生パトロール員を設置する。 

２ 選任の方法 

 パトロール員は本市に居住するもののうちから環境の汚染地区等を考慮し、市長が選任する。 

３ 任   期 

 パトロール員の任期は2年とする。但し再任を防げない。補欠により就任したパトロール員の任

期は前任者の残任期間とする。 

４ 任   務 

 パトロール員は、市及び関係機関と密接な連絡をはかり、衛生思想の普及啓発と環境汚染防止に

つとめるものとする。 

５ 報   償 

 パトロール員に対する報償は、毎年予算の範囲内において支給する。 

６ 心   得 

（１） パトロール員は、常に正しい衛生思想を身につけ、他の模範となるよう努めるものとする。 

（２） パトロール員は、地域を巡視するときは、必ず腕章をつけ、身分証明書を携帯すること。 

（３） パトロール員は、地域を巡視中において汚損箇所を発見した場合、社会通念上地域住民に 

よって処理可能と判断したときは当該住民にその処理を指示するものとするが、著しく困難と思

われるときは、市に連絡し、その指示をうけること。また汚損行為を行う者を発見したときは、

その場において適切な指導を行うこと。 

 

    附 則 

  この要綱は、昭和44年4月1日より施行する。 
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福島市ごみ分別収集計画検討委員会要綱 

（目的）  

第１条 この要綱は、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成 7

年法律第 112 号。以下「法」という。）の規定に基づき容器包装廃棄物の分別収集及びリ

サイクル施設の整備を促進し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的と

する。 

（所掌事務）     

第２条 委員会は、次に掲げる事項について協議する。 

（1） ごみの分別収集計画及びリサイクル施設整備計画に関すること。 

（2） その他ごみ収集及び施設計画について必要な事項に関すること。 

（組織）  

第３条 委員会は、委員長、副委員長、及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は、副市長をもってあて、会務を総理する。 

３ 副委員長は、環境部長をもってあて、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその

職務を代理する。 

４ 委員会に幹事会を置く。 

５ 委員は、庁議構成員をもってあてる。 

６ 幹事は、別表の職員をもってあてる。 

７ 幹事会に幹事長を置き、環境部次長をもってあてる。 

（会議）   

第４条 委員会は、必要に応じ委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員会の議長となる。 

３ 委員会には必要に応じ、委員以外の関係職員等の出席を求め、意見等を求めることが

できる。 

４ 幹事会は、幹事長が招集し、幹事会の議長となる。 

（事務局）   

第５条 委員会の事務局は、環境部清掃管理課に置く。 

（その他）   

第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 7年 11 月 1 日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 8年 4月 1日から実施する。 
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   附 則           

 この要綱は、平成 11年 4月 1 日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 15年 4月 1 日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 21年 4月 1 日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成 21年 12 月 28 日から実施する。 

 

 

別表（第３条関係） 

 

所         属 幹   事   名 

環    境    部 次長 

環    境    課 課長 

清 掃 管 理 課 課長、廃棄物対策係長、清掃管理係長、清掃指導係長、 

廃棄物対策係担当職員 

あぶくまクリーンセンター 所長、施設係長 

あらかわクリーンセンター 所長、施設係長、リサイクルプラザ主任 

市    民    部 次長 

生    活    課 生活課長 
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福島市ダイオキシン類対策委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 この要綱は、廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱（平成１

３年４月２５日付け、基安発第２０号厚生労働省労働基準局安全衛生部長通達）に基づき、作業

従事者のダイオキシン類へのばく露防止の徹底を図るため、福島市ダイオキシン類対策委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について調査検討する。 

（１） ダイオキシン類へのばく露防止推進計画の策定に関すること。 

（２） その他ダイオキシン類による健康障害防止のための必要な事項。 

 

（組織） 

第３条 委員会は、委員長、副委員長及び対策責任者、衛生管理者、安全衛生推進者をもって組織

する。 

２ 委員長には、環境部長をもって充てる。 

３ 副委員長には、環境部次長をもって充てる。 

４ 対策責任者には、次の各号に掲げる職にある者をもって充てる。 

（１） 清掃管理課長 

（２） あぶくまクリーンセンター所長 

（３） あらかわクリーンセンター所長 

 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

 ２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が召集し、委員長が会議の議長となる。 

 ２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の関係職員等の出席を求め、意見等を求め

ることができる。 

 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、環境部清掃管理課において処理する。 

 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成１７年３月３１日から実施する。 
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ダイオキシン類へのばく露防止推進計画 

１．目的 

この計画は、廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン類ばく露防止対策要綱（平成１３年

４月２５日付け基安発第２０号厚生労働省労働基準局安全衛生部長通達。以下「ダイオキシン類

ばく露防止対策要綱」という。）に基づき、廃棄物焼却施設におけるばく露防止対策の方法を定め、

作業従事者がダイオキシン類にばく露することを防止することを目的とする。 

２．適用範囲   

この計画は、廃棄物焼却施設で行う運転・点検・工事等の作業従事者に適用するものとする。 

３．推進体制 

焼却施設の対策責任者は、次の事項について行うものとする。 

（１）労働安全衛生規則第５９２条の６に定めるところにより、化学物質についての知識を有

する者の中から作業指揮者を選任し、作業従事者の保護具の着用状況及びダイオキシン類

を含む物の発散源の湿潤化等の確認を行わせること。  

（２）作業等に従事する職員、委託業者、請負業者に本推進計画の徹底を図る為、必要に応じ

協議会を設置し、ダイオキシンばく露防止について具体的な対策を検討し、実施する。 

（３）運転等を受託している業者、請負業者に対し、ダイオキシン類対策の実施責任者を定め

本推進計画を踏まえた対策を実施させること。 

４．労働衛生教育  

この計画の目的を達成するため、作業従事者に対して、次の事項について労働衛生教育を行う

こと。 

（１）ダイオキシン類の性状、有害性等に関すること。 

（２）ダイオキシン類のばく露を低減させるための措置に関すること。 

（３）作業手順に関すること。 

（４）発散源を密閉する設備、作業を自動化又は遠隔操作する設備、局所排気装置等について

の作業開始時の点検に関すること。 

（５）呼吸用保護具等の種類、性能、使用方法及び保守管理に関すること。 

（６）事故防止等における措置に関すること。 

５．作業環境の測定  

焼却施設に関係する作業場所の環境測定については、作業環境測定基準（昭和５１年労働省４

６号告示）に準じ、また作業場所の管理区域の決定については、作業環境中のダイオキシン類濃

度測定及び作業環境評価基準（昭和６３年労働省告示第７９号）に準じ、年２回測定結果の評価

を行い、管理区域を決定し、その記録を３０年保存すること。 

６．ばく露を低減するための措置  

  作業環境測定の結果、第２管理区域又は、第３管理区域となった作業場所においては、次に掲

げる方法等により、焼却灰等の粉じんの発生やその発散の防止対策を行うこと。 

（１）焼却工程、作業工程の改善 

（２）発散源の密閉化 

（３）作業の自動化や遠隔操作方法の導入 

（４）局所排気装置及び除じん装置の設置 

（５）作業場所の湿潤化 

７．保護具の使用   

  焼却施設の作業従事者に対するダイオキシン類へのばく露の低減を図るため、次の作業につい

て、次の措置を講じること。 
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（１）焼却施設におけるばいじん及び焼却灰その他の燃え殻の取り扱い作業 

       作業従事者にダイオキシン類ばく露防止対策要綱で定めるレベル３の保護具又はこれらと

同等以上の性能を有する呼吸用保護具及び不浸透性の保護衣、保護手袋、保護用眼鏡等を使

用させること。 

（２）焼却施設に設置された焼却炉又は、集じん機等の設備の保守点検等の業務 

       作業従事者にダイオキシン類ばく露防止対策要綱で定める各作業場所の管理区域に応じた

保護具を使用させること。 

（３）保護具の着用状況、作業後における保護具の取り外し、保守点検や洗浄等の管理につい

ては、ダイオキシン類ばく露防止対策要綱を準用する。 

８．休憩場所における措置  

  焼却施設の作業従事者には、焼却施設等作業を行う場所以外に休憩場所を設け次の措置を講ず

ること。 

（１）窓等のない密閉された構造の休憩場所の入口には、エアシャワーを設け、かつ、水を流

し、又は十分湿らせたマットを置く等作業従事者の足部に付着した焼却灰等を除去するた

めの設備等を設けること。 

（２）密閉されていない構造の休憩場所の入口には、作業衣等に付着した灰を除去するための

電気掃除機等を備え、かつ、水を流し、又は十分に湿らせたマット等を置く等を作業従事

者の足部に付着した焼却灰等を除去するための設備等を設けること。 

（３）床の清掃を毎日１回以上すること。 

９．休憩場所以外の場所における措置  

  事務室等で焼却施設等作業に従事する者が出入りする場所については、作業従事者の作業衣等

に付着した焼却灰等により当該場所が汚染されないような措置を講ずること。 

10．作業衣等の保管等 

  ダイオキシン類の付着した焼却灰等で汚染された作業衣等は、二次発じんの原因となることか

ら、クリーンセンターからの持出しを禁止するとともに、当該作業衣等はそれ以外の衣類等から

隔離して保管させ、かつ、速やかに作業衣等の汚染を除去させるための措置を講じること。 

11．喫煙等の禁止   

  焼却施設等作業が行われる作業場所については、作業従事者が喫煙し、又は飲食することを禁

止すること。 

12．健康管理   

  作業従事者に一般健康診断を実施するとともに、ダイオキシン類へのばく露による健康不安を

訴える作業従事者に対して、医師等の意見を踏まえ、必要があると認める場合に就業上の措置等

を適切に行うこと。 

    また、事故、保護具の破損等により当該作業従事者がダイオキシン類に著しく汚染され又は、

これを多量に吸入したおそれのある場合は、速やかに当該作業従事者に医師による診察又は措置

を受けさせること。なお、この場合には、必要に応じて、当該作業従事者の血中ダイオキシン類

濃度測定を行い、その結果を記録して３０年間保存しておくこと。 

13．女性への就業上の配慮  

  母性保護の観点から、女性については焼却施設における運転、点検、工事等作業における就業

上の配慮すること。 

14．作業記録  

  焼却施設等作業については、従事者名、従事作業名、従事期間等を記録するとともにその記録

を３０年間保存すること。 

          附 則     この計画は、平成１７年 ４月１４日から施行する。 
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 福島市ふれあい訪問収集実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、高齢者又は障がい者の日常生活の負担を軽減し、在宅生活を支援す

るとともに、ごみの適正収集を行うため、家庭ごみをごみ集積所に持ち出すことが困難

な高齢者又は障がい者が属する世帯に対し、家庭ごみを戸別に訪問して収集し併せて安

否確認すること（以下「ふれあい訪問収集」という。）について、必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）高齢者 概ね 65歳以上の者をいう。 

（２）障がい者 障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）第２条に規定する障がい者を

いう。 

（３）家庭ごみ 福島市が分別収集している可燃ごみ、不燃ごみ及び資源物をいう。 

（４）ごみ集積所 福島市ごみ集積所設置等に関する要綱第８条第 1 項に規定するごみ

集積所をいう。 

（対象世帯） 

第３条 この要綱に基づき、ふれあい訪問収集を受けることができる世帯は、市内に居住

する次の各号のいずれかに該当する世帯で、当該世帯の世帯員が家庭ごみをごみ集積所

まで持ち出すことが困難である者とする。 

（１）高齢者又は障がい者の単身の世帯 

（２）高齢者又は障がい者のみで構成される世帯 

（３）前２号で同居する家族がいる場合において、虚弱者又は年少者で構成されている

世帯でごみを持ち出すことが困難な世帯 

（４）その他、市長が特に必要があると認めるもの。 

（利用の申込み） 

第４条 ふれあい訪問収集の利用を希望する世帯は、利用をしようとする世帯の構成員の

ほか、当該構成員以外の親族、当該構成員の日々の介護に係わる者及び民生委員等（以

下「申込者等」という。）によって福島市ふれあい訪問収集利用申込書（様式第１号）に

より市長に、利用申込みを行うものとする。 

（利用の決定） 

第５条 市長は、前条の規定により申込みがあったときは、その内容を審査し、現地状況

調査等を行ったうえ、ふれあい訪問収集の可否を決定し、福島市ふれあい訪問収集利用

決定通知書（様式第２号）により当該申込者等に通知するものとする。 

（収集するごみの排出方法等） 

第６条 ふれあい訪問収集を利用する世帯は、原則として、家庭ごみを福島市が定めるご

みの収集種別及び分別方法により分別し、その玄関先等に排出するものとする。 
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（収集日） 

第７条  ふれあい訪問収集を実施する日は、利用世帯ごとに市長が定める。 

（変更の届出） 

第８条 利用世帯の申込者等は、氏名、住所その他当該利用者の状況に変更があったとき

は、その旨を市長に届け出なければならない。 

（利用停止及び中止の届出） 

第９条 利用世帯の申込者等は、長期不在その他の理由により、ふれあい訪問収集の利用

を一時停止及び中止しようとするときは、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 利用世帯の申込者等は、ふれあい訪問収集の利用を再開しようとするときは、その旨

を市長に届け出なければならない。 

（利用の決定の取消し） 

第１０条 市長は、利用世帯が次の各号のいずれかに該当するときは、当該利用世帯に係

るふれあい訪問収集の利用の決定を取り消すことができる。 

（１）この要綱の規定に反してふれあい訪問収集を利用したとき。 

（２）第９条第１項の届出がないまま、長期不在の状況になったとき。 

（３）その世帯員がごみの収集を行う者に危害を加え、又は危害を加えるおそれがある

とき。 

（４）前３号のほか、ふれあい訪問収集を利用させることが著しく困難であると市長が

認めたとき。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１８年９月１日より施行する。 
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福島市ごみ集積所設置費助成要綱 
 
（目的） 
第１条 市は、地域環境の美化及びごみ処理の適正化を促進し、生活環境の保全と公衆衛 
生の向上を図ることを目的として、ごみ集積所（以下「集積所」という。）を設置する本

市の町内会等（以下「町内会等」という。）に対して、ごみ集積所設置費（以下「集積所

設置費」という。）の一部を予算の範囲内で福島市補助金等の交付等に関する規則（平成

１４年規則第２０号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、助成

金を交付する。 
（定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語は、それぞれ当該各号に定めるところ 
による。 
（１） 集積所 「福島市ごみ集積所設置等に関する要綱」に定める集積所 
（２） 集積所設置費 町内会等で集積所を設置及び整備した費用で土地の取得、借地 
   等に要する経費は除く 
（３） 町内会等 町内会、町会、親和会等の名前のいかんを問わず、市が「町会等に 

対する交付金」を交付している住民の自治組織又は集積所の維持管理を行ってい

る福島市衛生団体連合会加入の団体とするが、良好な地域社会の維持及び形成に

資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、その活動を行っていると認めら

れる組織も含む。 
（助成対象） 
第３条 助成金交付の対象となる集積所設置費は、その集積所が地域住民の総意によって 
設置されたものであって、その町内会等が自主的に設置するものであり、かつ、次の各

号に該当するものでなければならない。 
（１） 申請者は、集積所を設置した町内会等であること。 
（２） 設置場所は、ごみ収集作業と歩行者の安全が確保できる場所で、歩行者や車両 

の通行の妨げにならないよう集積所を当該町内会等が適正に維持管理すること。 
（３） 設置場所の土地所有者が、集積所設置について承諾をしていること。 
（４） 集積所設置に関し、利用者及び近隣者の合意を得ていること。 
（５） 各種法令を遵守した集積所であること。 

２ 前項の規定にかかわらず次の各号のいずれかに該当するものについては、助成対象と

しない。 
 （１） 設置場所が道路（側溝を含む。）、水路、河川、公園等の上であるもの。 
 （２） 住宅団地等の造成にあたり、造成者において造成時に設置される集積所である

もの。（その後の状況変化により、改築を要する場合を除く。） 
（３） 共同住宅の入居者のために、当該共同住宅の所有者において設置される集積所

であるもの。 
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（４） 専ら国、地方公共団体、公社又は各種事業所の職員の住宅にあてるため住宅団

地に設置される集積所であるもの。 
 （５） 過去５年間に集積所設置費助成金の交付を受けた集積所であるもの。 
（助成基準） 
第４条 助成金交付の対象となる集積所の設置基準は次に掲げるものとし、単に土地の上 
 に石やプランター等の物を置くだけで範囲を区切るもの、土地の整地及び看板設置等に 
要した経費は助成対象としない。 
（１） 木造・鉄製・ブロック造で製作されたもの又は、既製品として販売されている 

集積所であること。 
（２） 風水雪害に耐えられ、移動しない強固なものであること。 
（３） 景観や美観を損ねないものであること。 

（助成額） 
第５条 助成額は、設置価格の２分の１とし、１集積所につき５万円を限度とする。ただ

し、当該金額に百円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 
（助成金の様式等） 
第６条 規則第 4 条第 1 項第 1 号及び第 2 号に定める書類の提出については、省略するも 
のとする。 

２ 規則第４条第１項第３号の市長が必要と認める書類は、次の各号のとおりとする。 
 （１） 公図（字限図） 
（２） 設置場所の土地登記簿謄本 
（３） 土地所有者の承諾書 
（４） 必要経費見積書 
（５） 現況写真 
（６） その他に市長が必要と認める書類 

（補助金の交付条件） 
第７条 規則第７条の規定による決定の通知を受けた者は、次の各号を遵守しなければな

らない。 
（１） 交付決定の通知を受けてから集積所の設置を着工すること。 
（２） 申請年度に属する３月１０日までに規則第４条第１項の申請に係る集積所を設

置すること。 
（完了報告） 
第８条  規則第１４条の市長が認める書類は、次の各号のとおりとする。 
（１） 領収書原本 
（２） 完成写真 

（維持管理） 
第９条  この要綱による助成金の交付を受けた者は、設置した集積所を常に清潔に保ち、 
 施設の適正管理に努めなければならない。また、設置により紛争が生じたときは、当事 
者間において円満に解決すること。 
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（その他） 
第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 
 
 
   附  則 
（施行期日） 
１ この要綱は、平成１９年７月１日から施行する。 
（福島市ごみ集積所設置費及びごみ散乱防止ネット購入費助成要綱の廃止） 
２ 福島市ごみ集積所設置費及びごみ散乱防止ネット購入費助成要綱（平成１９年４月１

日施行）は、廃止する。 
（経過措置） 
３ 平成１９年６月３０日以前に申請があった助成金に関しては、なお、従前の例による。 
   附  則 
この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
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福島市ごみ散乱防止ネット購入費助成要綱 

 
（目的） 
第１条 市は、地域環境の美化及びごみ処理の適正化を促進し、生活環境の保全と公衆衛 
生の向上を図ることを目的として、ごみ集積所（以下「集積所」という。）を設置する本

市の町内会等（以下「町内会等」という。）に対して、ごみ散乱防止ネット（以下「ネッ

ト」という。）購入費の一部を予算の範囲内で福島市補助金等の交付等に関する規則（平

成１４年規則第２０号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、助

成金を交付する。 
（定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語は、それぞれ当該各号に定めるところ 
による。 
（１） 集積所 「福島市ごみ集積所設置等に関する要綱」に定める集積所 
（２） ネット  町内会等が集積所において収集前のごみの散乱及び飛散を防止する

ために使用する網 
（３） 町内会等 町内会、町会、親和会等の名前のいかんを問わず、市が「町会等に 

対する交付金」を交付している住民の自治組織又は集積所の維持管理を行っている

福島市衛生団体連合会加入の団体とするが、良好な地域社会の維持及び形成に資す

る地域的な共同活動を行うことを目的とし、その活動を行っていると認められる組

織も含む。 
（助成対象） 
第３条 助成金交付の対象となるネットは、その集積所が地域住民の総意によって設置さ 
れたものであって、その町内会等が自主的に設置するものであり、かつ、次の各号に該

当するものでなければならない。 
（１） 申請者は、市長が認めて設置した集積所において使用するネットを購入した町

内会等であること。 
（２） 設置場所は、ごみ収集作業と歩行者の安全が確保できる場所で、歩行者や車両 

の通行の妨げにならないようネットを当該町内会等が適正に維持管理すること。 
（３） 設置場所の土地所有者が、集積所設置について承諾をしていること。 
（４） 集積所設置に関し、利用者及び近隣者の合意を得ていること。 
（５） 過去５年間にネット購入費助成金の交付を受けていない集積所であること。 

（助成額） 
第４条 助成額は、購入価格の２分の１とし、１集積所につき３千円を限度とする。ただ

し、当該金額に百円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 
（申請書の添付書類） 
第５条  規則第 4 条第 1 項第 1 号及び第 2 号に定める書類の提出については、省略するも 
のとする。 

２ 規則第４条第１項第３号の市長が必要と認める書類は、次の各号のとおりとする。 
 （１） 集積所の位置図 
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（２） 領収書原本 
（３） 現況写真（ネット設置のもの） 
（４） その他に市長が必要と認める書類 

（交付手続き） 
第６条  規則第 4 条の交付申請は規則第１４条の実績報告と併合するものとする。また規 
 則第５条及び規則第７条の交付決定、通知は、第１５条の額の確定、通知と併合するも

のとする。なお、規則第１４条の実績報告は領収書の提出で代えるものとする。 
（維持管理） 
第７条 この要綱による助成金の交付を受けた者は、ネットを常に清潔に保ち、施設やネッ 
トの適正管理に努めなければならない。 

（その他） 
第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 
 
   附  則 
（施行期日） 
１ この要綱は、平成１９年７月１日から施行する。 
（福島市ごみ集積所設置費及びごみ散乱防止ネット購入費助成要綱の廃止） 
２ 福島市ごみ集積所設置費及びごみ散乱防止ネット購入費助成要綱（平成１９年４月１

日施行）は、廃止する。 
（経過措置） 
３ 平成１９年６月３０日以前に申請があった助成金に関しては、なお、従前の例による。 
   附  則 
この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
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福島市廃棄物減量等推進審議会委員名簿 
 
 

任期：平成２７年６月３日～平成２９年６月２日  

役 職 氏  名 組   織 備 考 

会 長 樋口 良之 
国立大学法人福島大学 

共生システム理工学類（教授） 
学識経験者 

副会長 平澤  久 福島市町内会連合会（顧問） 関係団体の代表者 

 橘内 弘子 ＪＡふくしま未来福島地区本部（女性部長） 〃 

 斎藤 正子 福島市婦人団体連絡協議会（副会長） 〃 

 佐久間 政文 福島県建設業協会県北支部（支部長） 〃 

 佐藤 イネ 福島市消費者団体懇談会（会計） 〃 

 誉田 憲孝 福島市小中学校ＰＴＡ連合会（副会長） 〃 

 和合 アヤ子 福島商工会議所（副会頭） 〃 

 長島 正忠 福島市衛生団体連合会（会長） 〃 

 保科 俊弘 
環境省 東北地方環境事務所 

廃棄物・リサイクル対策課（課長） 
関係行政機関の職員 

 佐藤 千尋 福島県県北地方振興局県民環境部（部長） 〃 

※福島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例第５条の３第２項に基づく 



Ａ．一般廃棄物収集・運搬業許可業者（し尿・浄化槽汚泥）

中央地区（飯坂・松川地区除く）
ＮＯ. 業者名 代表者名 〒 住所 電話番号
1 有限会社日進環境 壹岐　三郎 960-8254 福島市南沢又字舘ノ内123 557-2256

2 福島環境整備工業有限会社 山岸　文男 960-8253 福島市泉字下谷地12 557-1967

3 有限会社第一環境サービス 菊地　求 960-8202 福島市山口字沼田13-4 534-7619

4 有限会社岡山清興 菅野　憲子 960-8204 福島市岡部字大旦78-1 534-4605

5 有限会社笹谷環境整備 菊地　実 960-0241 福島市笹谷字南一本松24 557-6213

6 山本産業有限会社 高橋　義勝 960-8057 福島市笹木野字笹木野原4-112 591-1731

7 有限会社信陵サービス 紺野　好栄 960-8251 福島市北沢又字中清水4-30 557-1517

8 日東産業株式会社 占部　恵太 960-8253 福島市泉字道下15 557-5375

9 有限会社三宝環境整備 古宇田　明男 960-8068 福島市太田町34-14 534-0257

10 有限会社東邦清掃社 清水　義紳 960-1106 福島市下鳥渡字八幡塚35-1 573-2300

飯坂地区（伊達地方衛生処理組合）

1 飯坂産業㈲ 村上　道夫 960-0211 福島市飯坂町湯野字湯ノ上8 542-3532

2 和泉総業㈲ 山川　勇人 960-0653 伊達市保原町字泉町101-1 575-4601

3 山川産業㈲ 山川　正人 960-0261 福島市飯坂町中野字高取1-1 542-4794

4 ㈲大鳥産業 松崎　スズイ 960-0201 福島市飯坂町字月崎町7-1 542-3752

松川地区（川俣方部衛生処理組合）

1 ㈲赤坂 安斉　義勝 969-1512 二本松市上川崎字赤坂229 0243-52-2131

2 ㈲白清社 橋本　正喜 964-0911 二本松市亀谷2-88 0243-22-0250

3 ㈲東邦清掃社 清水　義紳 960-1106 福島市下鳥渡字八幡塚35-1 573-2300

飯野地区（川俣方部衛生処理組合）

1 ㈲赤坂 安斉　義勝 969-1512 二本松市上川崎字赤坂229 0243-52-2131

2 ㈱川俣環境 鴫原　北斗 960-1429 伊達郡川俣町字柏崎74-15 566-2858

Ｂ．一般廃棄物処分業許可業者

ＮＯ. 業者名《許可内容》 代表者名 〒 住所 電話番号
恵和興業株式会社 笹川　恵一　 960-2156 福島市荒井字北一の坂3-1 593-1451

福島県北再生資源協業組合 紺野　正博 960-0101 福島市瀬上町字下新田42-1 552-1381

株式会社エコライフ福島 渡辺　忠雄 960-1301 福島市飯野町字相模取場2-4 561-2011

県北建設資源再生協同組合 佐久間　政文 960-0115 福島市下飯坂字鶴形36-5 553-6211

株式会社東日本興産 中島　昌昭 960-1105 福島市山田字南音坊5-6 546-6810

《木くずの資源化に伴う中間処理(破砕)》

《動植物性残さの資源化に伴う中間処理(堆肥化)》

《木くずの資源化に伴う中間処理(破砕)》

《ペットボトルの資源化に伴う中間処理(破砕)》

《木くず等の資源化に伴う中間処理(破砕・資源化)》

4

5

1

2

3
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Ｃ．一般廃棄物収集・運搬業許可業者（ごみ）

ＮＯ. 業者名 代表者名 〒 住所 電話番号

1 日東産業株式会社 占部　恵太 960-8253 福島市泉字道下15 557-5375

2 有限会社三宝環境整備 古宇田　明男 960-8068 福島市太田町34-14 534-0257

3 有限会社新条産業 一條　年広 960-0201 福島市飯坂町字梅津2-10 542-6078

4 井田興業株式会社 井田　裕子 960-8252 福島市御山字甘粕10 534-7101

5 キョウワプロテック株式会社 吾妻　学 960-8061 福島市五月町3-20(協和第一ビル内) 521-0911

6 有限会社平成産業 菊田　英昭 960-8252 福島市御山字遠背戸1-4 533-2441

7 豊富産業有限会社 紺野　正博 960-0102 福島市鎌田字樋口3-2 553-3714

8 北部興産株式会社 長谷川　玲子 960-8151 福島市太平寺字古内3-1 545-4637

9 有限会社銘形商会 銘形　賢一 960-8003 福島市森合字戸ノ内43-3 558-5440

10 八巻興業株式会社 八巻　弘一 960-0103 福島市本内字南原26-1 553-2110

11 福島産廃興業株式会社 山下　正利 960-8012 福島市御山町3-19 531-8660

12 有限会社東北リサイクル 齋藤　正次 960-1321 福島市立子山字伊達岩38-1 597-2651

13 ＪＲＡファシリティーズ株式会社 横山　清弘 960-8133 福島市桜木町17-55 535-3494

14 県北環境衛生株式会社 井上　要 960-0672 伊達市保原町字下野崎48-2 575-3178

15 有限会社加藤商店 加藤　重信 960-8057 福島市笹木野字北中谷地28-7 558-4355

16 株式会社二瓶商店 二瓶　浩幸 960-8055 福島市野田町六丁目8-36 534-6768

17 有限会社紺野商店 紺野　茂 960-8055 福島市野田町三丁目1-34 534-4607

18 阿部建材工業株式会社 阿部　茂之 960-2261 福島市町庭坂字杉ノ下10-19 591-1744

19 株式会社こんの 紺野　道昭 960-8032 福島市陣場町2-20 524-2345

20 株式会社森藤運輸 森藤　忠嗣 960-0654 伊達市保原町字小幡町24-1 576-2166

21 有限会社西戸興業 丹治　宗夫 960-8155 福島市清水町字広窪38－4 549-1177

22 福興産業株式会社 片平　光義 969-1632 伊達郡桑折町字田植12-1 582-6671

23 有限会社にぐるまサービス 菅野　清美 960-8201 福島市岡島字中島55-2 533-5589

24 有限会社東部クリーン 尾形　純次 960-8201 福島市岡島字砂入71-2 531-3432

25 日東物流株式会社 占部　純 960-8253 福島市泉字道下15 557-5130

26 有限会社クリーンエリアサービス 佐藤　圭右 960-8033 福島市万世町1-22 521-0253

27 県北清掃環境サービス株式会社 古宇田　明男 969-1663 伊達郡桑折町大字伊達崎字前川原田3 573-5006

28 遠藤商店 遠藤　房一 960-8142 福島市小倉寺字三月内34-1 522-4460

29 山本商店 山本　壮志 960-8067 福島市須川町5-20 534-6677

30 有限会社羽山産業 齋藤　伸一 960-8057 福島市笹木野字新林1-140 591-4466

31 西部産業株式会社 尾形　槇郷 960-0102 福島市鎌田字卸町8-2 563-4711

32 株式会社フクシマライフサービス 陳野原　進 960-8162 福島市南町240 539-6757

33 株式会社橋脇商店 橋脇　英行 960-1103 福島市平石字新田85-1 546-1830

34 有限会社川俣クリーンホープ 阿曽　修司 960-1401 伊達郡川俣町飯坂字米子田12 565-3153

35 福島日配運輸株式会社 引地　敏和 960-1108 福島市成川字石田46 593-5655

36 株式会社プラスワン・福島 菊地　信弘 960-8204 福島市岡部字大旦55-1 533-4686

37 株式会社ネクスコ・メンテナンス東北 三津山　恭弘 960-0231 福島市飯坂町平野字前原11 542-7610

38 有限会社飯野運輸 安部　久美 960-1301 福島市飯野町字原田67-1 562-3112

39 株式会社渡辺土木 渡辺　兼光 960-8166 福島市仁井田字前林川原2-8 535-5175

40 東日本ユニットサービス株式会社 伊藤　栄一 960-1321 福島市立子山字甚念坊山9-42 597-2808

41 有限会社みちのく興業 佐藤　順彦 960-1245 福島市松川町浅川字蛇森7-1 567-5108
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≪　本　庁　管　内　≫
区分 地　区　名 担当事業所名 区分 地　区　名 担当事業所名

あ 旭　町 日東産業㈱ て 天神町 日東産業㈱

荒　町 日東産業㈱ と 遠瀬戸（五十辺） ㈲岡山清興

い 五十辺（４号線の西側） 日東産業㈱ 所　窪 日東産業㈱

五十辺（４号線の東側） ㈲岡山清興 豊田町 日東産業㈱

入江町 ㈲日進環境 な 中荒子（五十辺） ㈲岡山清興

岩　前（五十辺） 日東産業㈱ 中　町 日東産業㈱

岩　谷（五十辺） 日東産業㈱ ね 猫　渕（五十辺） 日東産業㈱

の 野田町

う 上　町 日東産業㈱ 一丁目 ㈲三宝環境整備

え 蝦　貫（五十辺） ㈲岡山清興 二丁目（５､６､９番地） ㈲日進環境

お 太田町 ㈲三宝環境整備 二丁目（上記の他） ㈲三宝環境整備

御山町 三丁目 ㈲日進環境

御倉町 四丁目（１～７番地） ㈲日進環境

大　町 日東産業㈱ 四丁目（上記の他） 福島環境整備工業㈲

置賜町 五丁目（１､２番地） ㈲三宝環境整備

大　森（五十辺） 五丁目（上記の他） 福島環境整備工業㈲

か 霞　町 日東産業㈱ 六丁目 ㈲三宝環境整備

春日町 日東産業㈱ 七丁目（１～７番地） ㈲三宝環境整備

上荒子（五十辺） ㈲岡山清興 七丁目（上記の他） 福島環境整備工業㈲

上浜町 山本産業㈲ の 野田町

き 北　町 日東産業㈱ ア 相　沢

北五老内町 日東産業㈱ カ 上沼田（市道の東側）

北中川原（五十辺） ㈲岡山清興 シ 清水尻

北ノ前（五十辺） ㈲岡山清興 セ 清合内、清合内前 ㈲日進環境

北　原（五十辺） 日東産業㈱ タ 竹ノ内

こ 高野河原下（五十辺） ㈲岡山清興 ハ 八郎内（市道の東側）

五老内町 八　天

腰浜町 日東産業㈱ コ 高野（森合小前市道の北側） 日東産業㈱

小金山 コ 高野（上記の他）

さ 栄　町 エ 江　添

坂　登（五十辺） カ 加賀屋敷、加賀屋敷南

五月町 日東産業㈱ 街道北

桜木町 上沼田（市道の西側）

山　居（五十辺）山居上含む 勝　口

し 信夫山（清水山､大明神､所窪） 日東産業㈱ タ 台

下荒子(五十辺） ㈲岡山清興 テ 寺ノ内

新浜町 ㈲日進環境 ト 時　田

新　町 日東産業㈱ ナ 中ノ町

陣場町 福島環境整備工業㈲ ハ 八郎内（市道の西側）

す 須川町 ㈲三宝環境整備 ミ 道　端

杉妻町 日東産業㈱ は 花園町 山本産業㈲

せ 清明町 日東産業㈱ 浜田町 日東産業㈱

そ 曾根田町 福島環境整備工業㈲ 万世町 福島環境整備工業㈲

た 大明神 ひ 東中央（１丁目） 福島環境整備工業㈲

滝　元（五十辺） 日東産業㈱ 東中央（上記の他） ㈲東邦清掃社

立　石（五十辺） 東浜町 日東産業㈱

舘ノ内（五十辺）

舘ノ前（五十辺） ㈲岡山清興 ふ 舟場町 福島環境整備工業㈲

田中島（五十辺） 古　川（五十辺） ㈲岡山清興

ち 仲間町 日東産業㈱ ほ 堀河町 ㈲岡山清興

茶屋下（五十辺） ㈲岡山清興

山本産業㈲

                 し尿汲取担当地域名     

（平成２８年４月１日現在）
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≪　本　庁　管　内　≫
区分 地　区　名 担当事業所名

ま 松木町

松浪町 日東産業㈱

松山町（４号線の西側）

松山町（４号線の東側） ㈲岡山清興

み 道　前(五十辺） ㈲岡山清興

宮下町 ㈲日進環境

南　町 日東産業㈱

宮　町 日東産業㈱

三河北町 ㈲日進環境

三河南町 ㈲日進環境

南中央１丁目79～82 福島環境整備工業㈲

南中央（上記の他） ㈲東邦清掃社

も 本　町 日東産業㈱

森合町 ㈲日進環境

や 矢剣町 ㈲三宝環境整備

矢倉下(五十辺） ㈲岡山清興

八島町 ㈲日進環境

山　際（五十辺）

山下町 日東産業㈱

柳　町

わ 早稲町 日東産業㈱

事　業　所　名 電話番号

㈲ 三 宝 環 境 整 備 534-0257　

㈲ 笹 谷 環 境 整 備 557-6213　

㈲ 信 陵 サ ー ビ ス 557-1517　

㈲ 日 進 環 境 557-2256　

㈲ 第 一 環 境 サ ー ビ ス 534-7619　

山 本 産 業 ㈲ 591-1731　

福 島 環 境 整 備 工 業 ㈲ 557-1967　

日 東 産 業 ㈱ 557-5375　

㈲ 岡 山 清 興 534-4605　

㈲ 東 邦 清 掃 社 573-2300　
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≪　支　所　管　内　≫
区分 地　区　名 担当事業所名 区分 地　区　名 担当事業所名

あ 荒　井、荒井１～３丁目 日東産業㈱ き 北沢又

い 飯　野 ㈲赤坂 カ 欠　ケ、上日行壇、

㈱川俣環境 川　寒、川下釜

泉 コ 小泉西、小泉南

イ 一本橋、泉　川 シ しのぶヶ丘団地 福島環境整備工業㈲

オ 大　下、乙天堂 ナ 中日行壇

カ 川原前 ヒ 日行壇

ク 熊　野 ミ 道　南

サ 三斗蒔 モ 門　前

シ 白　川、清水内、清水ケ丘 カ 川寒川原、川寒西、

下　鎌、下川原、下谷地 川寒下川原

セ 先　達 シ 下八計

タ 台、大　仏 テ 寺　西

ナ 長　滝、長滝前 ト 東谷地西、

仲　田、仲ノ町 樋　越、樋越北

ニ ニ斗蒔 ナ 成出（飯坂線東側）

ヒ 火焼津 ハ 八　計

ホ 堀之内、堀之内前 その他（上記以外） ㈲信陵サービス

マ 前　田、曲　松 く 黒　岩 日東産業㈱

ミ 宮内前 こ 郷野目 日東産業㈱

道下（飯坂街道東側） さ 笹谷（笹谷団地） ㈲信陵サービス

ヤ 八　幡 笹谷（その他） ㈲笹谷環境整備

ワ 早稲田 さくら１～３丁目 日東産業㈱

カ 上谷地 佐倉下 日東産業㈱

ミ 道下（飯坂街道西側） 日東産業㈱ 佐　原 日東産業㈱

南谷地 在庭坂 ㈲東邦清掃社

オ 扇　田 笹木野（奥羽線北側） 山本産業㈲

シ 清水田 笹木野（奥羽線南側） ㈲東邦清掃社

お 小倉寺 日東産業㈱ 桜　本 日東産業㈱

御山（東北本線の西側） 福島環境整備工業㈲ し 信夫山 日東産業㈱

御山（その他） 日東産業㈱ 下飯坂 日東産業㈱

岡　部 下鳥渡 ㈲東邦清掃社

岡　島 ㈲岡山清興 下野寺（奥羽線北側） 山本産業㈲

大　波 下野寺（奥羽線南側） ㈲東邦清掃社

沖　高 日東産業㈱ 庄　野 日東産業㈱

大笹生 日東産業㈱ 清水町 日東産業㈱

大　森 ㈲第一環境サービス せ 瀬上（阿武隈川東側） ㈲岡山清興

小　田 日東産業㈱ 瀬上（阿武隈川西側） 日東産業㈱

か 鎌田（阿武隈川東側） ㈲岡山清興 た 太平寺 日東産業㈱

鎌田（阿武隈川西側） 日東産業㈱ 立子山 日東産業㈱

上名倉 日東産業㈱ 高　湯 日東産業㈱

上鳥渡 ㈲東邦清掃社 高　湯（50人槽以上の浄化槽） 日東産業㈱

上野寺 ㈲東邦清掃社 田　沢 日東産業㈱

き 北矢野目 日東産業㈱ つ 土湯温泉町 日東産業㈱

北中央 ㈲東邦清掃社 　 土　船 日東産業㈱

と 鳥谷野 日東産業㈱

㈲日進環境

福島環境整備工業㈲

㈲笹谷環境整備
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≪　支　所　管　内　≫
区分 地　区　名 担当事業所名 区分 地　区　名 担当事業所名

な 永井川 ㈲東邦清掃社 み 宮　代 日東産業㈱

成　川 ㈲東邦清掃社 南矢野目（小泉） 福島環境整備工業㈲

南向台 日東産業㈱ 南矢野目（上記の他） 日東産業㈱

に 西中央 ㈲東邦清掃社 南中央 ㈲東邦清掃社

仁井田 日東産業㈱ も 森　合（北向） 福島環境整備工業㈲

ひ 平　石 日東産業㈱ 森　合（戸ノ内、道端） 福島環境整備工業㈲

ふ 伏　拝 日東産業㈱ →飯坂街道・飯坂線間

二子塚 ㈲東邦清掃社 森　合（その他） 日東産業㈱

ほ 蓬莱町 日東産業㈱ 本内（阿武隈川東側） ㈲岡山清興

方木田 日東産業㈱ 本内（阿武隈川西側） 日東産業㈱

ま 丸子（御山越、三条院） 日東産業㈱ や 山　口
丸子（上記の他） 日東産業㈱ ア 荒屋敷

㈲東邦清掃社 イ 雷
松川町（全域） ㈲赤坂 ウ 梅　本

㈲白清社 オ 御　成

町庭坂 カ 上中田、川　坂

イ 石田道 コ 小　坂

一本松（八島田街道南側） シ 新　林

カ 柿ノ下 タ 高　森

コ 小　道 チ 茶畑（旧115号線東側）

シ 下花沢、新　町 テ 寺屋敷 ㈲第一環境サービス

ト 遠原一（八島田街道南側） ㈲東邦清掃社 ナ 中田、中平、中ノ内

ナ 長　林（八島田街道南側） 梨ノ木（旧115号線北側）

中　通（奥羽本線南側） ヌ 沼　田

ハ 畑外（庭坂線～八島田街道線西側） ネ 根子原

原　田 ハ 柱作（旧115号線東側）

マ 町下(在庭坂駅～八島田街道線西側) フ 古　坂

町　尻 マ 町東（旧115号線東側）

その他（上記以外） 山本産業㈲ モ 文字摺、文字摺前

み 南沢又 ヤ 山　神

カ 上河原、河原前、上番匠田 その他（上記以外） ㈲岡山清興

ナ 中番匠田 山　田 日東産業㈱

シ 下番匠田 八島田 山本産業㈲

ト 東谷地、東谷地北 八木田 ㈲三宝環境整備

カ 上並松 よ 吉　倉 日東産業㈱

シ 下並松 わ 渡　利 日東産業㈱

キ 北河原、北屋敷
サ 桜　内 事　業　所　名 電話番号

タ 高　木 ㈲ 三 宝 環 境 整 備 534-0257　

ナ 中　条 ㈲ 笹 谷 環 境 整 備 557-6213　

ニ 西　原、西原前 福島環境整備工業㈲ ㈲ 信 陵 サ ー ビ ス 557-1517　

マ 前　田 ㈲ 日 進 環 境 557-2256　

ミ 南　舘 ㈲ 第 一 環 境 サ ー ビ ス 534-7619　

ヤ 柳清水 山 本 産 業 ㈲ 591-1731　

ヨ 四　辻 福 島 環 境 整 備 工 業 ㈲ 557-1967　

シ 松北町 日東産業㈱ 日 東 産 業 ㈱ 557-5375　

シ 下琵琶渕 日東産業㈱ ㈲ 岡 山 清 興 534-4605　

その他 ㈲日進環境 ㈲ 東 邦 清 掃 社 573-2300　

㈲ 赤 坂 　0243-52-2131

㈲ 白 清 社 　0243-22-0250

㈱ 川 俣 環 境 566-2858　

㈲信陵サービス

㈲笹谷環境整備

㈲日進環境
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≪　飯　坂　支　所　管　内　≫　　飯　坂　町
区分 地　区　名 担当事業所名 区分 地　区　名 担当事業所名

あ 赤川端 和泉総業㈲ そ 添穂作

赤館 山川産業㈲ 雪舟田 飯坂産業㈲

旭町 和泉総業㈲ 雪舟町

鮎寄 飯坂産業㈲ た 大門(東部) 和泉総業㈲

い 石倉 和泉総業㈲ 大門(西部) 山川産業㈲

一本松 山川産業㈲ 高石仏

稲荷田 飯坂産業㈲ 高舘 飯坂産業㈲

う 後田 和泉総業㈲ 立町(飯坂線東)

後畑 和泉総業㈲ 立町(飯坂線西） 和泉総業㈲

内畑 和泉総業㈲ 舘 山川産業㈲

お 小川 飯坂産業㈲ 舘下 飯坂産業㈲

小川端 飯坂産業㈲ 舘ノ山 山川産業㈲

御行壇 山川産業㈲ ち 筑前 山川産業㈲

鬼越 山川産業㈲ つ 月崎 飯坂産業㈲

か 笠松 て 鉄砲小屋 飯坂産業㈲

風穴 和泉総業㈲ 寺畑

釜場 寺山 和泉総業㈲

上川原 飯坂産業㈲ 天王寺
上中川原 ㈲大鳥産業 と 道城町 和泉総業㈲

上原 和泉総業㈲ 十綱下 飯坂産業㈲

上途 十綱町 和泉総業㈲

唐桶 な 中赤舘 山川産業㈲

榒木 飯坂産業㈲ 長泥 飯坂産業㈲

川端 中ノ内

川原町 中原

き 北畑 和泉総業㈲ 中森山

北原 和泉総業㈲ 鍋沢

こ 古河岩 和泉総業㈲ に 錦町 和泉総業㈲

腰巻 飯坂産業㈲ 西坂下 飯坂産業㈲

小滝 和泉総業㈲ 西桜瀬 飯坂産業㈲

五反田 飯坂産業㈲ 西滝ノ町 和泉総業㈲

小森谷地 和泉総業㈲ 西堀切 和泉総業㈲

五倫田 飯坂産業㈲ 二本杉 飯坂産業㈲

五郎兵ヱ舘 山川産業㈲ は 馬場 和泉総業㈲

さ 梍町 山川産業㈲ 原 飯坂産業㈲

梍町(一部) 和泉総業㈲ 原口 和泉総業㈲

坂口 和泉総業㈲ ひ 東坂下 飯坂産業㈲

桜下 山川産業㈲ 東桜瀬 飯坂産業㈲

桜田 飯坂産業㈲ 東滝ノ町 和泉総業㈲

鯖湖町 和泉総業㈲ 東堀切 和泉総業㈲

し 清水上 菱沼 飯坂産業㈲

下川原 飯坂産業㈲

下中川原 ふ 藤沢田 和泉総業㈲

下原 和泉総業㈲ 舟付 飯坂産業㈲

す 杉林 飯坂産業㈲ 古舘 和泉総業㈲

せ 瀬戸川 飯坂産業㈲ 古戸町 和泉総業㈲

和泉総業㈲
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≪　飯　坂　支　所　管　内　≫　　飯　坂　町
区分 地　区　名 担当事業所名

ほ 星宮

星宮下 山川産業㈲

星宮町 ○平野全体 山川産業㈲

仏坂（県道東） 飯坂産業㈲

仏坂（県道西） 山川産業㈲ ○中野全体 山川産業㈲

ま 前川原 飯坂産業㈲

前田 飯坂産業㈲ ○東湯野全体 ㈲大鳥産業

前原 山川産業㈲

町裏 山川産業㈲ ○茂庭全体 山川産業㈲

み 味川田

水割 和泉総業㈲

南原

や 山ノ下

八幡 和泉総業㈲

八幡内

八幡新田 山川産業㈲

ゆ 湯沢 和泉総業㈲

湯町 和泉総業㈲

湯ノ里ニュータウン 飯坂産業㈲

よ 夜蚊坂 和泉総業㈲

横町（県道東） 飯坂産業㈲

横町（県道西） 和泉総業㈲

わ 若葉町 和泉総業㈲

事　業　所　名 電話番号

飯 坂 産 業 ㈲ 542-3532

和 泉 総 業 ㈲ 575-4601

山 川 産 業 ㈲ 542-4794

㈲ 大 鳥 産 業 542-3752
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≪　飯　坂　支　所　管　内　≫　　飯　坂　町　湯　野
区分 地　区　名 担当事業所名 区分 地　区　名 担当事業所名

あ 赤宮沢口 飯坂産業㈲ さ 沢田

愛宕沼 ㈲大鳥産業 三角西 ㈲大鳥産業

愛宕前 飯坂産業㈲ 三番坂下

穴原 飯坂産業㈲ し 四箇

粡町（あらまち） ㈲大鳥産業 下窪

い 石橋 常安寺

石巻 志和田

一ノ関 ㈲大鳥産業 志和田前

稲ケ馬場 新古屋

稲荷前 新古屋前

う 浮石沼 ㈲大鳥産業 新畑

お 大清水 飯坂産業㈲ 神明、神明脇 飯坂産業㈲

大平 新屋敷 ㈲大鳥産業

大原山 ㈲大鳥産業 新湯 飯坂産業㈲

大舟 新湯ノ上 飯坂産業㈲

大水口(県道北) 飯坂産業㈲ せ 芹田 ㈲大鳥産業

大水口(県道南) ㈲大鳥産業 千刈田(県道北) 飯坂産業㈲

落合 ㈲大鳥産業 千刈田(県道南) ㈲大鳥産業

音ヶ森 飯坂産業㈲ た 太子 ㈲大鳥産業

か 角原 ㈲大鳥産業 太子後 ㈲大鳥産業

蟹屋敷 ㈲大鳥産業 太子前 飯坂産業㈲

上川原 飯坂産業㈲ 台畑 ㈲大鳥産業

雷町 ㈲大鳥産業 高清水、田下 飯坂産業㈲

河原 ㈲大鳥産業 高畑、台 飯坂産業㈲

寛勢 飯坂産業㈲ 高見

き 雉子田 ㈲大鳥産業 滝ノ上

北穴原 飯坂産業㈲ 田島

北原 舘

狐塚 ㈲大鳥産業 舘ヶ沢 飯坂産業㈲

君沢 舘下 飯坂産業㈲

切湯ノ上 飯坂産業㈲ 田中

く 熊ノ堰 田中西

熊ノ脇 田中前

窪田 田谷

暮坪(市道北) ち 茶畑 ㈲大鳥産業

暮坪(市道南) 飯坂産業㈲ 銚子口 ㈲大鳥産業

暮坪前 飯坂産業㈲ つ 堤

暮坪山 ㈲大鳥産業 堤前 ㈲大鳥産業

け 毛勝 ㈲大鳥産業 坪山

こ 腰廻 て 寺町

小性 殿上 ㈲大鳥産業

小性東 天神木

小山前 と 道角

さ 坂下 飯坂産業㈲ 洞上

作道 飯坂産業㈲ 洞口

桜内 ㈲大鳥産業 洞下

沢 ㈲大鳥産業 導専 飯坂産業㈲

㈲大鳥産業

㈲大鳥産業

㈲大鳥産業

㈲大鳥産業

㈲大鳥産業

(有)大鳥産業
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≪　飯　坂　支　所　管　内　≫　　飯　坂　町　湯　野
区分 地　区　名 担当事業所名 区分 地　区　名 担当事業所名

と 遠渡 ㈲大鳥産業 め 目暗渕 ㈲大鳥産業

土手下 ㈲大鳥産業 も 毛字 ㈲大鳥産業

な 中愛宕 樅ノ木 飯坂産業㈲

中古屋 ㈲大鳥産業 や 薬師前 飯坂産業㈲

中屋敷 薬師山

鍋ヶ沢 飯坂産業㈲ 屋敷前

に 二井田 八十山

西小性 梁尻

ほ 西小手屋 ㈲大鳥産業 藪添

西桜田 山街道

西竹 山岸 飯坂産業㈲

西畑 飯坂産業㈲ 山ノ庵

西原 山坊 ㈲大鳥産業

西前野 ㈲大鳥産業 山坊前

西原前 ゆ 湯尻 飯坂産業㈲

は 禿道 飯坂産業㈲ 湯ノ上 飯坂産業㈲

橋本 よ 横町(県道北） 飯坂産業㈲

畑田 ㈲大鳥産業 横町(県道南） ㈲大鳥産業

八卦 わ 若宮 ㈲大鳥産業

鼻毛 飯坂産業㈲ 若山 ㈲大鳥産業

刎渡堂 飯坂産業㈲ 割前 飯坂産業㈲

林前

原頭 ㈲大鳥産業 ○平野全体 山川産業㈲

半沢畑

ひ 東愛宕 ○中野全体 山川産業㈲

東小手屋

東沢 ○東湯野全体 ㈲大鳥産業

東原

東町 ○茂庭全体 山川産業㈲

彦内

一口坂

日向畑

平林

平林前

ふ 不動前 飯坂産業㈲

ま 前北原 事　業　所　名 電話番号

前田 飯 坂 産 業 ㈲ 542-3532

前野 和 泉 総 業 ㈲ 575-4601

前原 ㈲大鳥産業 山 川 産 業 ㈲ 542-4794

町尻 ㈲ 大 鳥 産 業 542-3752

的場

丸山

み 宮端 ㈲大鳥産業

明神町（国道北） 飯坂産業㈲

明神町（国道南）

南町

南桜田

三ツ俣沢

㈲大鳥産業

㈲大鳥産業

㈲大鳥産業
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レバーを押す 着火 消す

テープ

輪ゴム

輪ゴムやテープで
レバーを固定する

そ れ ぞ れ ひ も で 十 文 字 に 束 ね て 出 す
高 さ は お お む ね 4 0 ㎝（ 段 ボ ー ル は 2 0 ㎝ ）以 内

ごみの分別と出し方
ごみの減量と分別の徹底にご協力ください

収集日の朝8時30分までに決められた集積所に出してください（前日には出さないでください）

改
訂
版

平
成
27
年
4
月
1
日 祝日（年末年始を除く）に収集日にあたっている地区の可燃ごみと資源物は収集します。  不燃ごみの収集は休みです。

可
燃
ご
み

可
燃
ご
み

（
燃
や
せ
る
ご
み
）

不
燃
ご
み

不
燃
ご
み

市
で
収
集

で
き
な
い
も
の

市
で
収
集

で
き
な
い
も
の

（
燃
や
せ
な
い
ご
み
）

粗
大
ご
み

粗
大
ご
み

小
型
家
電

小
型
家
電

（
申  

込  

制
）

（
回
収
ボ
ッ
ク
ス
）

資
源
物

資
源
物

（
リ
サ
イ
ク
ル
で
き
る
も
の
）

週2回

月2回

曜日

曜日

曜　日

第

の

水

料理くず、残飯、野菜くず、魚くず、茶がら、卵のから、果物くず、貝がら　など
チリ紙、紙おむつ、汚れやにおいのおちないその他の紙製容器包装、小さいその他の紙製容器包装、せん定した枝木類　など
ゴム・皮革製品、布・衣類、ビデオテープ、使い捨てカイロ、汚れのおちないやわらかいプラスチック製容器包装　など

台 所 ご み
紙くず・木くず類
そ の 他

スプレー缶、カセットボンベ、なべ、びんのふた、その他の小物金属類、割れたびん、電球、食器類、耐熱ガラス製品　など
おもちゃ、汚れのおちないかたいプラスチック製容器包装、食器類、植木鉢　など
オーブン、ジューサー、炊飯器、掃除機、ストーブ（石油を抜き乾電池を外す）　など

金属・ガラス類
かたいプラスチック・陶器
家 電 製 品

傘、ポット、三輪車、座いす、乾電池、油の付着したびんや容器　などそ の 他

長さ60㎝
重さ10㎏
未満程度
のもの

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製

容
器
包
装

月
4
回

第
1
から
4
の
　  

曜
日

　
以
外
の
資
源
物

月
2
回

第
　  

と
　  

の
　  

曜
日

電子レンジ、除湿
機など

※長さ60㎝～200㎝ 重さ10㎏～100㎏以内のものです。
※自己搬入もできます（平日のみ） 午前8：45～11：30 午後1：00～4：30

●個人情報（住所・氏名・電話番号など）が含まれているものは、あらかじめデータを削
除してください。

●一度回収ボックスに入れたものは取り出せません。よく確認してから投入してください。
●回収ボックスに入らない小型家電（デスクトップパソコン、ラジカセなど）はイベント回
収の時に回収します。イベント回収の日時、場所は別に市政だよりで広報しますので
ボックスの上や周辺に置かないでください。

●回収ボックスを利用できない場合は、これまで通り不燃ごみ（60cmを超えるものは
粗大ごみ）で出してください。ただし、パソコンは集積所には出さないでください。パ
ソコンの回収方法はメーカー又はパソコン３R推進協会にお問い合わせください。

※参考：パソコン3R推進協会HP  http://www.pc3r.jp/

自動車部品・金庫・農機具・農薬・建築廃材
農業用廃ビニール・金属塊・医療系廃棄物 等

家電小売店又は収集運搬
業者へ依頼するか指定引
取場所へ搬入

販売店に引き
取ってもらうか、
収集運搬業者
へ依頼

クリーンセンターに自己搬入
（事業系は有料で可燃ごみの
み受入します）するか収集運
搬業者へ依頼

廃棄二輪車取扱店へ依頼
するか指定引取場所へ搬入

エアコン・ブラウン管式テレビ・液晶テレビ・プラズマテレビ・
冷蔵庫・冷凍庫・洗濯機・衣類乾燥機

メーカー等が回収・リサイクルを行っています

※参加事業者16社が国内で販売した車輌は、リサイクルマークの
　有無に関係なくリサイクル料金の払い込みが不要となります。

引越などにより多量に生じたごみ

商店・飲食店・事務所などの事業活動に
より生じたごみ

申し込みにより、収集日を指定し戸別に収集します（5点以内）  ごみ集積所には出せません

福島市リサイクルプラザ☎539-9653

清掃管理課☎525-3744

市で処理できないもの

家電リサイクル法対象家電製品

バイク

事業系ごみ

一時多量ごみ

福　島　市 問い合わせ
再生紙を使用しています。

コンクリート・
ブロック
コンクリート・
ブロック

バッテリーバッテリー

ガスボンベガスボンベ

古タイヤ古タイヤ

消化器消火器 ガソリン・オイルガソリン・オイル

ピアノピアノ

シ
ン
ナ
ー

シ
ン
ナ
ー

ド
ラ
ム
缶

ド
ラ
ム
缶

プラスチック製容器包装    のみ月4回収集（第5回目の各曜日は収集しません）
プラスチック製容器包装    以外の資源物は月2回収集

缶 類 び ん 類 ペットボトル その他の紙製容器包装 紙 パック 段ボー ル 新聞紙・折込チラシ 雑 誌・本プラスチック製容器包装

プラスチック製の
袋や容器、トレイ、
外装フィルム、ボ
トル、緩衝材など

飲料用缶、のり缶、
かんづめ缶、菓子
缶、ミルク缶など

飲料用びん、酒・し
ょうゆびん、栄養ド
リンクのびんなど
耐熱ガラス製品は
除く（不燃ごみへ）

飲料用、酒用、し
ょうゆ用のペット
ボトル 紙製の箱、包装紙、

緩衝材など

 

で折りたたんだテ
ィッシュ箱程度の
大きさ以上のもの

牛乳パック、
ジュースパック

内側が銀色のも
のは除く
（可燃ごみへ）

★一升びん、ビー
ルびんは別袋に
入れて出す。

空にして中を水
ですすぐか汚れ
を取り除く ラベルをはが

し横につぶす 空にして汚れ
を取り除く

中を水ですす
ぎ切り開く

果物や家電品
などの段ボール

袋に入れない まんが本、週刊誌、
単行本、百科事典、
ノートなど

表紙がビニール
加工のものは除く
（可燃ごみへ）ろう引き、金箔、

銀箔加工のもの
は除く（可燃ごみ
へ）

一辺50㎝程度
に折りたたむ

そ れ ぞ れ 透 明 袋 に 入 れ て 出 す

空 に し て 中 を 水 で す す ぐ

雨・雪の日は出来るだけ次回の収集日に出してください

ただし、廃棄二輪車取扱店へお持ち込みの場合、別途、収集・運搬料
金が必要となります。

台所ごみ 紙 く ず

布類布類

紙おむつ紙おむつ

水をよくきってから
袋へ入れて

袋の口を確実に
しばって

庭木のせん定枝木
（1本の直径は10㎝程度以内）
庭木のせん定枝木
（1本の直径は10㎝程度以内）

●紙おむつは
　汚物を捨てて

台所ごみ 木 く ず

ビデオテープゴム・皮革

60㎝
以内

60㎝
以内

30㎝30㎝

透明袋
（45ℓ以下）

ガ ラ ス

金 属 類

かたいプラスチック類

家電製品 カセットボンベ類 不要なライターの正しい捨て方

●スプレー缶・カセット
　ボンベは使いきり、
　必ず穴をあけて

バケツ

洗面器

オーブン
炊飯器

陶 器

ポ
リ
タ
ン
ク

ポ
リ
タ
ン
ク

おもちゃ
●不用の紙に
　包みキケン
　と書いて

●不用の紙に
　包みキケン
　と書いて

透明袋
（45ℓ以下）

福島市 清掃管理課 検索

申し込み・問い合わせ
家 電 製 品

机、タンス、ソファ
ー、下駄箱、戸棚、
オルガン など

ベッド、布団、じ
ゅうたん、カーペ
ット など

寝具・敷物類家具・調度品

流し台、浴槽、洗面
台など（建物一体型
は除く）

建 築 設 備

自転車、リヤカー、
乳母車 など

乗 り 物 類

スキー板、ゴルフ
用品、もの干し
竿・台 など

そ の 他

●携帯電話
●PHS
●スマートフォン

●ノートPC
●タブレット

●電話機
●FAX

携帯電話の
投入口

●映像用機器

●電子書籍端末
●電子辞書
●電卓

●これらの付属品

●デジタルカメラ
●ビデオカメラ

●補助記憶装置

●カー用品

●ラジオ
（ラジカセ含む）

●音響機器

●ゲーム機

回収できるもの

デジタルオーディオプレーヤ、
CD/MDプレーヤ、
ICレコーダ、補聴器

据置型ゲーム機
携帯型ゲーム機

USBメモリ
メモリーカード
ハードディスク

ビデオテープデッキ、HDD
レコーダ、DVD/BDプレーヤ、
レコーダ、TVチューナー

リモコン、ACアダプタ
ケーブル・プラグ、ジャック、
充電器など

カーナビ、カーステレオ（CD/MD/
DVD/ラジオ）、カーチューナ、VICS
ユニット、ETC車載ユニット

※家電リサイクル法対象機器（テレビ・冷蔵庫・洗濯機・衣類乾燥機・
エアコン）、電球・蛍光管・乾電池・ボタン電池は回収できません！！ この投入口に入る

大きさのものが
対象です。

30cm30cm

15cm15cm

10cm

5cm

マークの
あるもの

マークの
あるもの マークの

あるもの

市内の公共施設や民間商業施設に設置してある回収ボックスに直接投入してください 回収ボックスに投入する前の注意点

①周囲に火の気のないことを確認する。
②操作レバーを押し下げ着火したら吹き消す。
③輪ゴムやガムテープ等で、押し下げたままのレ
バーを固定する。
④「シュー」という音が聞こえればガスが噴出して
いる。 

⑤この状態のまま火の気の無い、風通しのよい
屋外に半日から1日放置する。

※参考：社団法人日本喫煙具協会ＨＰ
　http://www.jsaca.or.jp/info/throw.html

裏面に各地区の収集日程表が記載されています
自分の地区の収集日を記入して見やすいところに貼ってご利用ください《 》




